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１－１ 計画策定の主旨 

 

平成 23 年 3月 11 日に発生した東日本大震災は、我が国観測史上最大のマグニチュード 9.0 

という巨大地震とそれに伴う津波に加え、原子力発電施設における大量の放射性物質の漏洩を

伴う原子力事故に発展するなど、広域にわたって大規模な被害が発生し、死者・行方不明者が

約 2 万人、全壊建築物が約 13 万戸、半壊建築物が約 26 万戸となる甚大な被害をもたらした。

被害の多くは津波によるものでしたが、内陸部においても地震により建築物に被害があり「圧

死・損壊死」の被害者数は 700名以上に上るとされている。本市においても、震度５弱を観測

し、軽症者 12名、住宅の全壊 8棟、半壊 132棟、一部損壊 1620棟、道路陥没、亀裂の被害が

約 120か所で発生した。東日本大震災後も、最大震度７を記録した平成 28 年熊本地震や平成

30 年北海道胆振東部地震をはじめ全国各地で大規模な地震が発生しており、さらに今後 30 年

以内には、70％程度の確率でマグニチュード７クラスの首都直下地震が発生すると推定されて

いる。 

また、令和元年に千葉県を中心に記録的な暴風に伴う住家被害、大規模停電や断水等の大き

な被害をもたらした台風第 15 号及び第 19 号が発生しており、地球温暖化などに起因する気

候変動による台風の大型化や線状降水帯に伴う集中豪雨の長期化の顕在化など、近年、大規模

自然災害の発生によるリスクが一段と高まっている。更に、公共施設、道路や橋りょうなどの

インフラといった社会資本の老朽化が課題となっている。 

 その中で、いかなる大規模自然災害が発生しても、人命を守り、経済社会が致命的な被害を

負わない「強さ」と、速やかに回復する「しなやかさ」を持った、安全・安心な国土・地域・

経済社会システムを平時から構築する「国土強靱化」が非常に重要となっている。国は、大規

模自然災害等に備えた国土の全域にわたる強靱な国づくりを推進するため、平成 25 年 12 月

に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（以

下「基本法」という。）を制定し、平成 26 年６月には「国土強靱化基本計画」（以下「国基本

計画」という。）を策定した。（平成 30年 12月変更） 

千葉県は、大規模自然災害が発生しても社会経済システムが機能不全に陥らず、迅速な復旧・

復興ができるよう、外部の意見を踏まえながら全庁横断的に「千葉県国土強靱化地域計画」（以

下「県地域計画」という。）を平成 29 年１月に策定した。 

本市においても、国土強靭化の施策を総合的かつ計画的に推進することを目的に、「松戸市

国土強靭化地域計画」を策定するものである。 

  

第１章 計画策定の主旨及び基本的な考え方 
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１－２ 本市の地域特性 

 

（１）自然条件 

① 位置及び面積 

本市は、都心から 20km 圏に位置し、さらに千葉県の東葛地域（北西部）の一翼に位置してい

る。西側は江戸川を挟んで東京都葛飾区、江戸川区、埼玉県三郷市に隣接し、南側は市川市、

東側は鎌ケ谷市、東側から北側にかけて柏市・流山市と隣接している。 

松戸の市域面積は 61.38km2で、東西 11.4km、南北 11.5kmと、ひし形状の広がりとなってい

る。 

 

 

 

出典：上図：松戸市景観基本計画 

下図：市のホームページ（https://www.city.matsudo.chiba.jp/profile/ichi_chikei_yurai.html） 

松戸市の位置図 
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② 地形、地質の概要 

本市は関東ローム層に代表される洪積層の台地と、江戸川沿いの沖積層の低地からなってい

る。台地部は標高 25m～30m 程度で、６m～10m 程度の火山灰層が堆積しており、その下部層は

洪積世の下総層群が厚く堆積しており約 400mにも達する。 

また、谷津と称する低湿地が樹状に数多く刻まれており、この谷津は地下水の湧水や海の海

進海退によって侵食され急斜面や崖を形成しており、谷底と台地面の高低差は 18m～20m にも

なっている。 

市地域は、台地地盤と低地地盤に大別され、台地地盤が全体の約半分を占める。 

台地地盤は、地域的な違いは少ないが、台地の縁辺部などではところどころ切土や埋土によ

って異種の地盤が形成されている。 

低地地盤は、沖積層の埋没地形の形成と、それを埋積した堆積物によって変化に富んでいる。

これは、２万年前の海面低下によって埋没谷が形成され、その後の海面上昇によって谷が埋め

られ、ところによって波食台が形成されたことによる。 

 

 

出典：松戸市景観基本計画 

松戸市の地形 

 

③ 気 象 

本市の気候は、概ね温暖である。平成 22 年～令和元年の年平均気温は 15.8℃～17.0℃、年

間降水量は 1,144.0mm～1,564.5mm、年平均風速は 3.3ｍ～3.7ｍである。 
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（２）社会条件 

① 人口・世帯数 

本市が市制を施行した昭和 18 年の人口は４万人であったが、昭和 35 年以降、昭和 54 年ま

では毎年１万人以上の増加がみられ、中でも昭和 44・45 年の両年は２万人台の増加数であっ

た。昭和 55年以降は微増の傾向で推移し、平成元年に 45万人を超え、その後増加と減少を繰

り返しつつ、令和２年 10月１日で 493,085人、232,101世帯となっている。また、１世帯人口

は 2.12人、人口密度は、8,033人／㎢である。 

 

 

 出典：市のホームページ（https://www.city.matsudo.chiba.jp/profile/jinkoutoukei/jinkou/jyoujyu/suii.html） 
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② 建物 

令和２年度における住宅数は、約 110,900 棟（木造戸建住宅約 87,500 棟、木造共同住宅約

4,500 棟、非木造戸建住宅約 12,600 棟、非木造共同住宅約 6,300 棟）と算定される。その内、

昭和 56 年以前の建築物は約 31,800 棟で、耐震性のない住宅棟数は約 17,800 棟と推計され、

住宅全体の耐震化率は約 84％である。 

耐震化の現状 

          （単位：棟） 

用途 構造 
56 年以前

の住宅 

57 年以降

の住宅 
住宅数 

耐震性を満

たす住宅 

耐震化率 

（％） 

 耐震性の

ない 

住宅数 

戸建 

住宅 

木造 27,100 60,400 87,500 70,900 81.0   16,600 

非木造 2,800 9,800 12,600 12,100 96.0  500 

共同 

住宅 

木造 900 3,600 4,500 3,900 86.7   600 

非木造 1,000 5,300 6,300 6,200 98.4   100 

合計 31,800 79,100 110,900 93,100 83.9   17,800 

（旧耐震基準建築物で耐震性を有する建築物を見込んでいる。） 

※ 令和 2年１月１日現在の市資料より集計 

出典：松戸市耐震改修促進計画 

 

③ 道路・交通 

本市は都心から約 20km、電車で約 30 分の距離にあり、首都圏の住宅都市として発展を続け

ている。 

市内を JR 常磐線のほか、私鉄あわせて６路線、23 駅が市内にあり、１日平均乗車人員は約

40万人である。 

また、本市のほぼ中心部を国道６号が JR 常磐線と並びながら縦断し、都心と常磐・東北方

面を結ぶ主要幹線道路となっているほか、国道 298号が市域西端を通過、国道 464号が市の南

部を東西に横断するほか、主要地方道が８路線分布する。 

 

④ 土地利用 

本市は、全域を都市計画区域に定めている。市街化区域は、JR常磐線、新京成線の沿線地区、

主要地方道市川松戸線及び松戸野田線の沿線地区の既成市街地と、これに接続した区域及び計

画的に宅地造成された小金原、常盤平、八ケ崎地区、並びに先行的基盤施設整備が進められて

いる北総鉄道駅周辺の紙敷、秋山地区など約 4,444haの区域としている。 

市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域であり、優良な農地が残っている紙敷、七右衛

門新田、串崎新田、高塚新田、大橋、旭町、矢切地区、及び幸田地区、ほか山林の保全として

金ケ作、千駄堀地区の一部など約 1,689haの区域としている。
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１－３ 基本的な考え方 

 

（１）国の国土強靭化基本計画 

国の基本計画において、国土強靭化の理念と基本目標が以下の通り記載されている。 

 

国土強靭化の理念と基本目標 

 

 

  

我が国は、その国土の地理的・地形的・気象的な特性ゆえに、数多くの災害に繰り返しさいなまれ

てきた。そして、規模の大きな災害であればあるほどに、まさに「忘れた頃」に訪れ、その都度、多くの尊

い人命を失い、莫大な経済的・社会的・文化的損失を被り続けてきた。しかし、災害は、それを迎え

撃つ社会の在り方によって被害の状況が大きく異なる。大地震等の発生の度に甚大な被害を受け、そ

の都度、長期間をかけて復旧復興を図る、といった「事後対策」の繰り返しを避け、今一度、大規模

自然災害等の様々な危機を直視して、平時から大規模自然災害等に対する備えを行うことが重要

である。東日本大震災から得られた教訓を踏まえれば、大規模自然災害等への備えについて、予断

を持たずに最悪の事態を念頭に置き、従来の狭い意味での「防災」の範囲を超えて、国土政策・産業

政策も含めた総合的な対応を、いわば「国家百年の大計」の国づくりとして、千年の時をも見据えなが

ら行っていくことが必要である。そして、この国づくりを通じて、危機に翻弄されることなく危機に打ち勝

ち、その帰結として、国の持続的な成長を実現し、時々の次世代を担う若者たちが将来に明るい希望

を持てる環境を獲得する必要がある。 

このため、いかなる災害等が発生しようとも、 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④  迅速な復旧復興 

を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済社会の構築に向

けた「国土強靱化」（ナショナル・レジリエンス）を推進することとする。 
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（２）県の国土強靭化地域計画 

国の基本計画策定を受け、千葉県でも、想定される首都直下地震や大型台風・ゲリラ豪雨等

の大規模災害時に、県民の生命が確保され、被害が最小限に抑えられるとともに、速やかに復

旧・復興を図ることができるよう、これまでの「防災」の範囲を超え、災害に強い強靱な県土

づくりを目指す総合的な地域づくり計画として、平成 29 年１月に「千葉県国土強靱化計画」

が策定された。この中で、千葉県は下記の「基本目標」を掲げている。 

 

千葉県の国土強靭化地域計画の基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【基本目標】 

国の基本計画を踏まえ、次の４項目を基本目標として掲げる。 

  いかなる大規模自然災害が発生しようとも、 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 県及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ すべての被害の迅速な復旧復興が図られること 
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（３）本計画の位置づけ 

市が策定する国土強靭化地域計画は、国土強靭化における市の様々な分野の計画・取組の指

針を盛り込んだものである。 

本計画は、上位に位置する国の「国土強靭化基本計画」や「千葉県国土強靭化地域計画」と

調和を図りつつ、松戸市総合計画をはじめとした本市の各種計画で示されている取組や将来像

と整合を図りながら、本市市域を強靭化するための取組を整理するための計画として位置付け

る。 

 

 

 

  

国土強靭化基本法 

松戸市国土強靭化地域計画 

災害対策基本法 

松戸市地域防災計画 

指針 

松戸市国土強靭化地域計画の位置づけ 

脆弱性の把握による 

ハード・ソフト整備等 

市の推進方針を記載 

市、関係機関、市民がとる 

平時の防災対策の方針や 

災害時の対策業務を記載 

国土強靭化基本計画 

千葉県国土強靭化地域計画 



 

9 

（４）計画策定のプロセス 

国土強靱化地域計画策定ガイドライン（令和２年６月、内閣官房国土強靱化推進室） 

を踏まえて、市地域計画は、次のようなプロセスによって策定するものとする。 

 

 

 

（５）計画の期間 

本計画の計画期間は、令和８年度までとする。 

ただし、計画の進捗状況や社会経済情勢等の変化を踏まえ、必要に応じて見直す場合がある。 
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１－４ 目指すべき姿 

 

本計画では、市域の強靱化を総合的に図るため、次のように目指すべき姿を設定する。 

 

国土強靱化基本計画の趣旨を踏まえ、防災・減災対策の充実した活力ある地域づくりを進

めることで、安全で安心して暮らせるまちづくりの実現を目指す。 

 

 

１－５ 基本目標 

 

基本法では、第 14 条で、「国土強靭化地域計画は、国土強靱化基本計画との調和が保たれた

ものでなければならない。」と規定されていることを踏まえ、市地域計画の策定に当たっては、

国基本計画及び県地域計画の基本目標を踏襲し、以下の４つを基本目標として、強靱化を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【基本目標】 

いかなる大規模自然災害が発生しようとも、 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 市及び地域の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化（減災・縮災）を図ること 

④ 迅速な復旧・復興を図ること 
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１－６ 事前に備えるべき目標 

 

１-５で示した４つの基本目標をもとに、大規模自然災害を想定して、より具体化し、達成す

べき目標として、国基本計画及び県地域計画を踏まえ、次の８つの「事前に備えるべき目標」

を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事前に備えるべき８つの目標】 

① 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

② 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない

場合の必要な対応を含む） 

③ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

④ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

⑤ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせな

い 

⑥ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃

料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

⑦ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

⑧ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する 
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２－１ 想定するリスク 

 

（１）地震動・液状化 

令和元年度に実施した松戸市防災アセスメント調査による地震被害想定の結果は、次のとお

りである。 

 

想定地震 

松戸市に大きな影響を及ぼすことが予想されるケースを想定した。 

タイプ 地殻内で発生する浅い地震 

想定地震 地殻内のごく浅い地震 松戸市直下約５km 

気象庁マグニチュード 7.1（モーメントマグニチュード 6.8）を想定 

想定断層 

 

地震の発生確率 松戸市を含む南関東の直下で発生する確率は今後 30年以内に 70％。 

出典：松戸市地域防災計画 

  

 

第２章 脆弱性評価 
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地震動 

市の南西部で震度６強、断層から距離がある市の北東部で震度６弱が予測された。また、北

部の小金地区では谷底平野で震度６強が予測される。 

 

想定地震による震度分布 

液状化 

江戸川沿いの低地（後背湿地・デルタ、砂州・砂丘）と谷底平野で液状化の可能性が非常に

大きいと予測された。また、江戸川沿いの低地のうち自然堤防は、液状化の可能性が大きいと

予測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定地震による液状化予測 

 

想定地震による建物被害、火災、人的被害、ライフライン被害等の予測結果は次のとおりで

ある。約 4,800人が死傷し、２万人以上が避難すると予想される。 
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項 目 
地殻内のごく浅い地震 

冬 18時、風速 8m/s 

建物 

被害 

全 壊 揺れ＋液状化 3,991棟 

急傾斜地崩壊 106棟 

総計※１ 4,097棟 

半 壊 揺れ＋液状化 14,808棟 

急傾斜地崩壊 246棟 

総計※１ 15,054棟 

火  災 炎上出火件数 48.7件 

焼失棟数※２ 2,545棟 

人的 

被害 

死 者 建物被害 156人 

火  災 168人 

急傾斜地崩壊 6人 

ブロック塀等・自動販売機等の転倒、

屋外落下物 

8人 

総計※１ 338 人 

負傷者 

 

建物被害 3,998人（487人） 

火  災 167人（ 47人） 

急傾斜地崩壊 7人（  4人） 

ブロック塀等・自動販売機等の転倒、

屋外落下物 

266人（104人） 

総計※１ 4,439 人（642 人） 

ラ イ フ

ラ イ ン

被害 

電力施設 停電率（1日後） 47％  

都市ガス 供給停止率 100％ 

復旧日数 30日 

ＬＰガス 転倒率 最大 30％ 

上水道 断水率（1日後） 44％ 

供給率（１週間後） 75％ 

下水道 支障人口 17,279人 

避難者 １日後 
避難者数 23,310人 

避難所避難者数 13,986人 

帰宅困難者・滞留者 

市内常住者 54,286人 

市内に滞留する市外常住者 19,154人 

総計※１ 73,440 人 

震災廃棄物 1,438千トン 

※1 内訳の合計と合わないことがある。（重複排除、四捨五入による。） 

※2 全壊した建物を含む。 

出典：松戸市地域防災計画 

 

  

うち 

重傷

者 
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地区ごとの建物分布状況と震度をもとに、「建物全壊率」を表示して松戸市地域の危険度マ

ップを下図に示す。建物全壊率とは「地震防災マップ作成資料」（内閣府）に従って算出した値

で、個別の建物ではなく地区の危険性を反映している。 

 

 
出典：松戸市耐震改修促進計画 

松戸市地域の危険度マップ 

 

（２）津波 

千葉県では、具体的な地震を想定しないものの、津波避難に活用するために「東京湾口で高

さ 10m」を想定した津波の浸水予測を行っている。 

この津波が発生した場合、気象庁は東京湾内湾に対して津波警報（予想される津波の高さが

高いところで１ｍを超え、３ｍ以下）を発表すると想定される。また、江戸川を遡上した津波

は上葛飾橋付近まで達し、江戸川左岸の高水敷が浸水すると予測される。 

 

 

（３）水害 

昭和 56年以降、松戸市で発生した主な水害の地域性をみると、西馬橋２、３丁目、中和倉、

新作など長津川沿いの谷底平野や秋山、河原塚、日暮、五香などの春木川沿いの谷底平野でも

床上浸水が多く発生している。また、栄町、馬橋、新田など江戸川沿いの低地でも多くの浸水
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被害が発生している。 

近年の水害は、堤防の破堤による洪水氾濫といった大規模な水害はないが、本川への排水が

できなくなって発生する内水氾濫が発生している。 

水防法に基づく洪水浸水想定区域は、国管理の江戸川、利根運河、坂川・坂川放水路、県管

理の坂川・新坂川、真間川（国分川、国分川分水路、春木川）が本市に影響している。 

 

 

（４）土砂災害 

市内には、土砂災害危険箇所が 76箇所分布する。 

近年の大雨では崩壊していないが、崖下まで住宅地が分布しているところもあるので、大雨

時には崖に対する注意が必要となる。 

市内に分布する急傾斜地は、段丘の縁を形成する段丘崖と呼ばれる傾斜の急な崖である。 

令和３年３月末現在、73箇所が土砂災害防止法による土砂災害警戒区域に指定され、うち 69

箇所が土砂災害特別警戒区域に指定されている。 

 

（５）高潮 

想定最大規模の高潮による氾濫が発生した場合、常磐線の西側や矢切地区の低地部で浸水が

想定される。浸水深は概ね 3.0m未満だが、矢切地区の低地では 3.0mを超える場所も多い。 
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２－２ リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）の設定 

 

本計画では、４つの基本目標を達成するため、国の基本計画に準じ、８つの「事前に備える

べき目標」と 35の「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を設定する。 

 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

1 大規模自然災害が発生した

ときでも人命の保護が最大限

図られる 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特

定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生 

1-2 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水等による

多数の死傷者の発生 

1-3 大規模な火山噴火・土砂災害等による多数の死傷者の

発生 

1-4 暴風雪に伴う多数の死傷者の発生 

2 大規模自然災害発生直後

から救助・救急、医療活動等

が迅速に行われる（それがな

されない場合の必要な対応を

含む） 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる

物資・エネルギー供給の停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 自衛隊、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶

対的不足 

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルート

の途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-7 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の

被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

3 大規模自然災害発生直後

から必要不可欠な行政機能

は確保する 

3-1 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅

な低下 

4 大規模自然災害発生直後

から必要不可欠な情報通信

機能は確保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に

伝達できない事態 

4-3 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収

集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 
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事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

5 大規模自然災害発生後であ

っても、経済活動（サプライチ

ェーンを含む）を機能不全に

陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による

国際競争力の低下 

5-2 エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチ

ェーンの維持への甚大な影響 

5-3 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人

流への甚大な影響 

5-4 食料等の安定供給の停滞 

6 大規模自然災害発生後であ

っても、生活・経済活動に必

要最低限の電気、ガス、上下

水道、燃料、交通ネットワーク

等を確保するとともに、これら

の早期復旧を図る 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都

市ガス供給、石油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期間

にわたる機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラ

の長期間にわたる機能停止 

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

7 制御不能な二次災害を発生

させない 

7-1 地震に伴う市街地での大規模火災の発生による多数の

死傷者の発生 

7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊

等に伴う陥没による交通麻痺 

7-3 防災インフラ等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山

噴出物の流出による多数の死傷者の発生 

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

7-5 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

8 大規模自然災害発生後であ

っても、地域社会・経済が迅

速に再建・回復できる条件を

整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が

大幅に遅れる事態 

8-2 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働

者、地域に精通した技術者等）の不足、より良い復興に

向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

8-3 広域・長期にわたる浸水被害等の発生により復興が大幅

に遅れる事態 

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの

崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失 

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整

備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

8-6 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失

業・倒産等による経済等への甚大な影響 
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２－３ 強靭化に関する施策分野の設定 

 

本計画では、「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を回避するために必要な施

策分野として、県の国土強靭化地域計画等を参考に、次の 10 項目の個別施策分野と４つの横

断的分野を設定した。 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－４ 脆弱性評価結果 

 

国が実施した評価手法や「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」を参考に、８つの「起き

てはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごと及び 10項目の「施策分野」ごとに、脆弱性

の分析・評価を実施した。 

脆弱性評価の結果は、巻末の「資料１」に示す。 

 

【個別施策分野 10 項目】 

① 行政機能／警察・消防等 

② 住宅・都市 

③ 保健医療・福祉 

④ エネルギー 

⑤ 情報通信、金融 

⑥ 産業構造 

⑦ 交通・物流 

⑧ 農林水産 

⑨ 地域保全 

⑩ 環境 

【横断的施策分野 ４項目】 

I. リスクコミュニケーション 

II. 老朽化対策 

III.人材育成 

IV. 官民連携 
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３－１ 推進方針の概要 

 

前章の脆弱性の分析・評価結果を基に、本市の地域強靱化を行うために必要な推進方針を、

「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごとに、次の 153項目に整理した。 

 

【推進方針の項目一覧】 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の

複合的・大規模倒壊や不

特定多数が集まる施設の

倒壊による多数の死傷者

の発生 

1-1-① 地震対策の推進 

1-1-② 液状化対策 

1-1-③ 火災予防対策等の推進 

1-1-④ 要配慮者等への災害情報の伝達 

1-1-⑤ 宅地の耐震化の推進 

1-1-⑥ 防災上懸念のある地域等の改善 

1-1-⑦ 緊急時の避難路等の整備 

1-1-⑧ 無電柱化の推進 

1-1-⑨ 地域防災力の向上 

1-1-⑩ 住宅・建築物の耐震化の促進 

1-1-⑪ 医療施設の耐震化 

1-1-⑫ 社会福祉施設／児童福祉施設の耐震化 

1-1-⑬ 被災宅地危険度判定の充実 

1-1-⑭ 被災建築物の応急危険度判定体制の整備 

１－２ 突発的又は広域かつ長期

的な市街地等の浸水等に

よる多数の死傷者の発生 

1-2-① 大規模水害対策の推進 

1-2-② 洪水及び高潮ハザードマップの作成支援等減災対策 

1-2-③ 内水ハザードマップの住民への周知 

1-2-④ 水害に強い地域づくり（河川・排水路） 

1-2-⑤ 河川管理施設の維持管理・更新 

1-2-⑥ 雨量・河川水位の情報伝達 

1-2-⑦ 下水道施設の耐震対策 

1-2-⑧ 広域的避難の枠組み整備 

１－３ 大規模な火山噴火・土砂

災害等による多数の死傷

者の発生 

1-3-① 土砂災害防止法に基づく対策の推進 

1-3-② 急傾斜地崩壊対策 

1-3-③ 宅地造成工事規制区域内の保全対策 

1-3-④ 土砂災害警戒区域の指定による警戒避難体制の整備等への支援 

１－４ 暴風雪に伴う多数の死傷

者の発生 

1-4-① 多様な情報ツールの活用 

1-4-② 大雪時の公共交通 

1-4-③ 雪害などの災害対応 

 

  

第３章 強靭化の推進方針 
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２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場
合の必要な対応を含む） 

２－１ 被災地での食料・飲料水・

電力・燃料等、生命に関

わる物資・エネルギー供給

の停止 

２-1-① 燃料の仮貯蔵等 

２-1-② 上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 

２-1-③ 支援物資の調達・供給体制の構築 

２-1-④ 道路施設の老朽化対策 

２-1-⑤ 道路の法面対策 

２-1-⑥ 道路橋梁の長寿命化 

２-1-⑦ 緊急輸送道路の確保 

２-1-⑧ 自家発電設備の整備 

２-1-⑨ 備蓄品の確保 

２－２ 多数かつ長期にわたる孤立

地域等の同時発生 

２-2-① ヘリコプターによる対策の充実 

２-2-② 代替輸送路等の確保 

２-2-③ 地域防災力の向上 

２－３ 自衛隊、消防等の被災等

による救助・救急活動等の

絶対的不足 

２-3-① 災害対策用装備資器材の整備充実 

２-3-② 防災倉庫等の整備 

２-3-③ 消防団員の確保対策の充実強化 

２-3-④ 自主防災組織等の充実強化 

２-3-⑤ 常備消防力の強化 

２-3-⑥ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等との連携強化 

２-3-⑦ 受援体制の整備 

２-3-⑧ 緊急輸送道路の確保 

２-3-⑨ 地域防災力の向上 

２－４ 想定を超える大量の帰宅

困難者の発生、混乱 

２-４-① 総合的な帰宅困難者対策の検討・実施 

２-４-② 帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用 

２－５ 医療施設及び関係者の絶

対的不足・被災、支援ル

ートの途絶、エネルギー供

給の途絶による医療機能

の麻痺 

２-５-① 病院における電力供給体制の確保 

２-５-② 災害時の石油類燃料の確保 

２-５-③ 道路施設の老朽化対策 

２-５-④ 道路の新設整備 

２-５-⑤ 道路の法面対策 

２-５-⑥ 道路橋梁の長寿命化 

２-５-⑦ 災害拠点病院等の耐震化 

２-５-⑧ 社会福祉施設の孤立対策 

２-５-⑨ 緊急輸送道路の確保 

２-５-⑩ 医療救護に関する受援体制 

２-５-⑪ 受援体制の整備 

２-５-⑫ ＢＣＰの作成及び防災訓練の実施 

２-５-⑬ 医師会等との連携強化 

２－６ 被災地における疫病・感染

症等の大規模発生 

２-６-① 予防接種や消毒、害虫駆除等の実施 

２-６-② 感染症対策の充実 

２-６-③ 感染症用資材の確保 

２-６-④ 下水道ＢＣＰの策定 

２-６-⑤ 広域火葬体制の構築 

２－７ 劣悪な避難生活環境、不

十分な健康管理による多

数の被災者の健康状態の

悪化・死者の発生 

２-７-① 避難所における衛生管理 

２-７-② 避難所の生活環境の改善 

２-７-③ 食料・飲料水等の備蓄 

２-７-④ 被災者の情報収集 

２-７-⑤ 避難場所の分散 
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３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 地方行政機関の職員・施

設等の被災による機能の

大幅な低下 

３-1-① 業務継続計画の作成 

３-1-② 地域防災力の向上 

３-1-③ 防災を担う人材の育成 

３-1-④ 総合防災訓練の実施 

３-1-⑤ 公共施設の耐震化 

３-1-⑥ 避難所等の電源確保 

３-1-⑦ 基幹業務システム等の耐災害性の確保 

３-1-⑧ 災害対策本部の体制強化 

 

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

４－１ 防災・災害対応に必要な

通信インフラの麻痺・機能

停止 

４-１-① 防災情報の収集機能強化 

４-１-② 電源途絶に対する予備電源の確保 

４－２ テレビ・ラジオ放送の中断

等により災害情報が必要

な者に伝達できない事態 

４-２-① 災害情報の伝達手段の多様化 

４-２-② メディアに対する情報提供 

４－３ 災害時に活用する情報サ

ービスが機能停止し、情報

の収集・伝達ができず、避

難行動や救助・支援が遅

れる事態 

４-３-① 防災情報の収集機能強化 

４-３-② 災害時避難行動要支援者対策の促進 

４-３-③ 外国人旅行者、住民等に対する災害情報の迅速かつ着実な伝達 

４-３-④ 大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 

 

５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

５－１ サプライチェーンの寸断等に

よる企業の生産力低下に

よる国際競争力の低下 

５-１-① 中小企業に対する資金調達支援 

５-１-② 沿道建築物の耐震化の促進 

５－２ エネルギー供給の停止によ

る、社会経済活動・サプラ

イチェーンの維持への甚大

な影響 

５-２-① 燃料供給ルートの確保 

５－３ 基幹的陸上交通ネットワー

クの機能停止による物流・

人流への甚大な影響 

５-３-① 代替性確保のための道路ネットワークの強化 

５-３-② 雪害の予防 

５-３-③ 交通・輸送対策 

５-３-④ 沿道建築物の耐震化の促進 

５-３-⑤ 道路の防災対策 

５－４ 食料等の安定供給の停滞 ５-４-① 農地・農業水利施設等の適切な保全管理 
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６ 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃
料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６－１ 電力供給ネットワーク（発

変電所、送配電設備）や

都市ガス供給、石油・Ｌ

Ｐガスサプライチェーン等の

長期間にわたる機能の停

止 

６-１-① 災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネ

ルギー設備の導入支援 

６-１-② 災害時石油供給連携計画の実効性確保 

６-１-③ ライフライン事業者等との連携強化 

６－２ 上水道等の長期間にわた

る供給停止 
６-２-① 上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 

６－３ 汚水処理施設等の長期間

にわたる機能停止 

６-３-① 下水道ＢＣＰの策定 

６-３-② 下水道施設の耐震 

６-３-③ 下水道施設の戦略的維持管理・更新 

６-３-④ 一般廃棄物処理施設の老朽化対策 

６－４ 基幹的交通から地域交通

網まで、陸海空の交通イン

フラの長期間にわたる機能

停止 

６-４-① 代替性確保のための道路ネットワークの強化 

６-４-② 緊急輸送道路を含む沿道等の整備と適切な維持管理 

６-４-③ 道路施設の老朽化対策 

６-４-④ 道路の法面対策 

６-４-⑤ 道路橋梁の長寿命化 

６-４-⑥ 緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化 

６-４-⑦ 無電柱化の推進 

６-４-⑧ 輸送ルートの確保 

６-４-⑨ 緊急輸送のための交通の確保 

６-４-⑩ 輸送手段の確保 

６－５ 防災インフラの長期間にわ

たる機能不全 

６-５-① 河川堤防等の防災インフラの耐震化・液状化対策 

６-５-② 防災インフラの速やかな復旧策 

６-５-③ 関係機関への情報共有 

 

７ 制御不能な二次災害を発生させない 

７－１ 地震に伴う市街地での大

規模火災の発生による多

数の死傷者の発生 

７-１-① 延焼防止等に資する緑地の確保 

７-１-② 都市防災機能を有する街路の整備推進 

７-１-③ 救助活動能力の強化 

７-１-④ 火災予防対策等の推進 

７-１-⑤ 高層建築物等における災害対策 

７-１-⑥ 地域防災力の向上 

７－２ 沿線・沿道の建物倒壊に

伴う閉塞、地下構造物の

倒壊等に伴う陥没による

交通麻痺 

７-２-① 沿道建築物の耐震化の推進 

７-２-② 関係機関の耐災害性の向上 

７－３ 防災インフラ等の損壊・機

能不全や堆積した土砂・

火山噴出物の流出による

多数の死傷者の発生 

７-３-① 土砂災害防止法に基づく対策の推進 

７-３-② 急傾斜地崩壊対策 

７-３-③ 宅地造成工事規制区域内の保全対策 

７－４ 有害物質の大規模拡散・

流出による国土の荒廃 

７-４-① 有害・危険物質対応資器材の整備 

７-４-② 危険物による危害防止 

７－５ 農地・森林等の被害による

国土の荒廃 
７-５-① 農地等の適切な保全管理 
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８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する 

８－１ 大量に発生する災害廃棄

物の処理の停滞により復

興が大幅に遅れる事態 

８-１-① 災害廃棄物処理計画の策定と円滑な処理の推進 

８-１-② 一般廃棄物処理施設の防災機能の向上 

８-１-③ 災害廃棄物を仮置きするストックヤードの確保 

８-１-④ 災害廃棄物処理の支援体制の構築 

８－２ 復興を支える人材等（専

門家、コーディネーター、労

働者、地域に精通した技

術者等）の不足、より良い

復興に向けたビジョンの欠

如等により復興できなくな

る事態 

８-２-① 関係機関との災害対応訓練の実施 

８-２-② 防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

８-２-③ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等との連携強化 

８-２-④ 道路機能の確保 

８-２-⑤ 防災を担う人材の育成 

８-２-⑥ 建物被害認定体制の充実 

８-２-⑦ 地区防災計画制度の普及・啓発 

８－３ 広域・長期にわたる浸水被

害等の発生により復興が

大幅に遅れる事態 

８-３-① 生活再建支援 

８-３-② 被災者台帳の整備・推進 

８-３-③ 行政機関等の機能低下回避 

８－４ 貴重な文化財や環境的資

産の喪失、地域コミュニティ

の崩壊等による有形・無形

の文化の衰退・損失 

８-４-① 文化財の防火対策 

８－５ 事業用地の確保、仮設住

宅・仮店舗・仮事業所等

の整備が進まず復興が大

幅に遅れる事態 

８-５-① 応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備の推進 

８-５-② 被災者の住宅の復興支援 

８－６ 風評被害や信用不安、生

産力の回復遅れ、大量の

失業・倒産等による経済

等への甚大な影響 

８-６-① 国内外への情報発信 
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３－２ リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）ごとの推進方針 

 

強靱化の推進方針として掲げる 153項目の具体的な内容は、次のとおりである。 

また、これら方針の実効性を確保するため、推進方針に基づく各施策の個別事業等に取り組

む。なお、施策の達成度や進捗状況を定量的に把握するため、可能な限り重要業績指標（ＫＰ

Ｉ：Key Performance Indicators）を設定し、毎年度、分析・評価や必要な見直し等を行って

いく。（巻末の資料３にＫＰＩを示す。） 

 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多

数の死傷者の発生 

1-1-① 地震対策の推進 

【危機管理課】 

〇 自助・共助の意識を醸成し、自主防災組織、地域防災リーダー、消防団、社会福祉協議

会など地域との連携を深めていく。また、中でも、災害時に援助を必要とする人が安心で

きるような仕組みを地域との連携により構築する。 

〇 食品、建設、運送業者など民間団体との災害協定が、災害時や復興時に有効に機能する

よう、見直しや拡充を行う。 

〇 本市の防災環境に的確に対応し、市民生活の安全を守り、乳幼児、傷病者、障害者、高

齢者、外国人等の要配慮者の視点に立った対策を講じ、男女共同参画の視点を取り入れた

防災対策の確立を図り、本市のもつ諸機能を確保していくため、自助、共助及び公助の基

本理念に則り、市民、事業所及び行政が連携するとともに、地震災害の各段階に応じた予

防対策、応急対策及び復旧対策の充実に努める。 

【戸定歴史館】 

〇 国指定重要文化財（建造物）である「戸定邸」について、防火防災耐震化等の施設整備

を実施する。 

 

1-1-② 液状化対策 

【建築指導課、建築審査課、下水道維持課、下水道整備課、河川清流課】 

〇 液状化については、建築物、地下埋設物、土木構造物等について必要な防止対策を行う。

特に、建築物の基礎、杭等については、建築基準法等に定められた構造基準への適合を図

るとともに、液状化危険度の高い地域の建築物について、相談に応じるものとする。 

【危機管理課】 

〇 パンフレットの配布等により建築物の所有者、設計者に対し、液状化対策に関する普及・

啓発に努める。 
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1-1-③ 火災予防対策等の推進 

【予防課】 

〇 それぞれの建物に適した火災予防を講じさせるとともに、火災原因調査技術の強化をよ

り一層高めて、安全安心な情報を積極的に発信することにより、出火防止及び被害の軽減

を図る。 

〇 事業所等の火災予防啓発をより一層深めるとともに、違反対象物に対して強力な指導を

行っていく。 

〇 全ての一般住宅への設置が義務付けられた住宅用火災警報器の設置促進にむけ、啓発活

動を推進する。 

 

1-1-④ 要配慮者等への災害情報の伝達 

【障害福祉課、介護保険課、子ども政策課】 

〇 一人暮らしや、寝たきり高齢者・障害者等の安全を確保するための緊急通報システム及

び聴覚障害者等への災害情報の伝達を確実に行うための文字放送受信装置、電光掲示板等

の普及に努める。 

【危機管理課】 

〇 ポケベル電波を利用したデジタル同報無線等、災害関連情報の伝達手段の多様化等に努

める。 

【保育課】 

〇 ＩＣＴを活用し、災害及び児童情報などを児童福祉施設（保育所等）及び保護者へ伝達

する。 

 

1-1-⑤ 宅地の耐震化の推進 

【住宅政策課】 

〇 地震時に滑動崩落のおそれのある大規模盛土造成宅地の位置、規模等を特定し、マップ

等による公表を行うことで住民の宅地被害に対する関心を高め、事前対策を促すほか、そ

の結果を踏まえた宅地の耐震化目標の設定、宅地造成等規制法第 20 条による県知事の造

成宅地防災区域の指定等を総合的に推進する。 

 

1-1-⑥ 防災上懸念のある地域等の改善 

【都市計画課、街づくり課】 

〇 防災性の向上と住環境の改善を実現するため、地域住民の意向を踏まえながら、生活道

路や都市公園等のオープンスペースの整備、建物の不燃・耐震化や共同化を可能とする事

業手法や規制誘導手法について検討し、整備を進める。 

【街づくり課】 

〇 主要幹線道路から新松戸東側へのアクセス改善のため、都市計画道路の整備を行う。 

【建築指導課】 

〇 避難地や防災拠点施設等に通じる道路の沿道建築物の倒壊による閉塞状況を把握する

ため、道路の幅員等を調査し、住宅・建築物耐震化の基礎資料として整備する。これに基
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づき、これらの道路等を閉塞するおそれのある住宅・建築物について耐震診断及び耐震改

修の促進を図る。 

 

1-1-⑦ 緊急時の避難路等の整備 

【道路維持課】 

〇 住民が避難場所へ安全に移動できるように、避難場所周辺の道路の安全性の点検及び安

全対策の促進を図る。 

 

1-1-⑧ 無電柱化の推進 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課、新拠点整備課、街づくり課】 

〇 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の

防止等、防災性の向上を進める。 

 

1-1-⑨ 地域防災力の向上 

【危機管理課】 

〇 防災組織の整備 

防災関係機関との緊密な連携のもとに、災害対策を的確かつ効果的に実施できるよう体

制の整備に努める。 

〇 自主防災組織の結成促進及び育成・強化 

災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動と

して住民自ら初期消火、救出・救護、避難誘導等を行うことが必要であり、組織の 100％

結成を促進する。 

〇 防災教育の普及推進 

パートナー講座や地域で実施する避難所開設運営訓練等を活用し、地域住民へ正しい防

災知識を普及するとともに、市職員（避難所直行職員）及び消防団等を地区で行う防災活

動や訓練等に積極的に参加を求め、地域住民を含めた市全体の防災意識及び地域の防災力

の向上に努める。学校等の教育機関においては、災害発生時には児童生徒が自らの判断の

もとに適切な対応や避難が実施できる力を養うため、家庭や地域、行政等と連携し、防災

に関する教育の充実を図る。 

〇 防災広報の充実 

災害による被害を最小限にとどめるためには、住民一人ひとりが災害についての正しい

知識を持ち、的確な行動がとれるようにすることが必要である。このため、市及び関係機

関は、防災知識の普及と啓発に努める。特に、高齢者、障害者、外国人等の要配慮者への

広報に配慮し、わかりやすい広報資料の作成に努める。 

〇 性別の違いにより、災害から受ける影響の違い、ニーズの違いなどに十分配慮された災

害対応が必要であるため、「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点から

の防災・復興ガイドライン（内閣府、令和 2 年 5 月）」に基づき防災計画等の検討段階に

おける女性の参画を進め、女性の視点を取り入れた防災体制や環境を充実させる。また、

女性防災リーダーや女性の防災の担い手を育成するため、男女共同参画課、松戸市男女共
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同参画推進団体等と連携し、女性視点の防災に関する知識の普及、啓発、ネットワークづ

くりを推進する。 

【建築指導課】 

〇 市は、建築物の所有者等の意識啓発を図るため、発生のおそれがある地震の概要と地震

による危険性の程度等を記載した地図（地震ハザードマップ）を公表している。この地震

ハザードマップの内容は、地震による揺れやすさについて、個々の建築物の所在地が認識

可能となる程度の内容のものとして公表し、市民の防災意識の向上を図っていく。 

〇 市では、県との協力に基づいて自治会や町内会を通じて、耐震化の促進のための相談会

の開催やパンフレット配布等を行い耐震化の促進を図る。 

 

1-1-⑩ 住宅・建築物の耐震化の促進 

【建築指導課、建築保全課】 

〇 老朽化した耐震性に不安のある住宅については、除却、又は建替えにより耐震性のある

建築物とすることを基本としつつ、重点的に耐震化を促進する。 

〇 地震の発生に際して、避難所等として位置づけられている施設、また、自力では避難す

ることが難しい高齢者、幼児等が利用する高齢者福祉施設、幼稚園、保育所等は、耐震化

の必要性が特に高いため、こうした建築物を対象とした耐震化促進施策を検討していく。 

〇 つり天井など非構造部材の脱落防止対策などの安全対策については、建築基準法による

定期報告等の機会を捉えて、建築物の特定天井の脱落や設備の落下の危険がある部分につ

いて、その防止対策を促す。 

 

1-1-⑪ 医療施設の耐震化 

【地域医療課】 

〇 各種補助制度を有効に活用するなど、病院の医療施設の耐震化を促進する。 

 

1-1-⑫ 社会福祉施設／児童福祉施設の耐震化 

【建築指導課、建築保全課、高齢者支援課】 

〇 社会福祉施設（市有建築物）の耐震化は完了しているが、維持管理を適切に行い、安全

性を確保する。 

【保育課】 

〇 児童福祉施設（保育所等）の維持管理を適切に行い、安全性を確保する。 

 

1-1-⑬ 被災宅地危険度判定の充実 

【住宅政策課】 

〇 県及び建築関係団体等と協力して、被災宅地危険度判定体制の整備及び普及に努め、県

が主催する講習会及び被災宅地危険度判定士の認定登録に協力するなど、支援体制の整備

を図る。 
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1-1-⑭ 被災建築物の応急危険度判定体制の整備 

【建築指導課】 

〇 県及び建築関係団体等と協力して、応急危険度判定体制の整備及び普及に努め、県が主

催する講習会及び応急危険度判定士の認定登録に協力するなど、支援体制の整備を図る。 

 

１大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

１－２ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水等による多数の死傷者の発生 

1-2-① 大規模水害対策の推進 

【河川清流課、危機管理課、下水道整備課】 

〇 国や県の想定し得る最大規模の洪水や内水に係る浸水想定区域の指定を踏まえて更新

されたハザードマップに基づき、防災訓練の充実、河川改修や土砂災害の防止対策、情報

連絡手段の整備、避難体制等の充実、強化を推進する。 

 

1-2-② 洪水及び高潮ハザードマップの作成支援等減災対策 

【危機管理課、河川清流課】 

〇 浸水想定区域の住民へは、避難所その他避難確保のため必要な事項を、市広報紙、洪水・

高潮のハザードマップ等により住民へ周知する。 

【危機管理課、河川清流課】 

〇 洪水、高潮の浸水想定区域内に次の施設（要配慮者の利用施設、地下街等、大規模工場

等で洪水の浸水防止を図る必要があるもの）がある場合又は開発される場合には、これら

の施設の名称及び所在地を松戸市地域防災計画（資料編）に記載し、施設の管理者・所有

者に必要な対策の実施を促進する。 

 

1-2-③ 内水ハザードマップの住民への周知 

【下水道整備課】 

〇 下水道の能力を超える集中豪雨等の大雨に対する住民の備えとして、避難所その他避難

確保のため必要な事項を、市広報紙、内水ハザードマップ等を活用し、周知する。 

 

1-2-④ 水害に強い地域づくり（河川・排水路） 

【河川清流課】 

〇 排水不良地帯の対策 

市内の低地はもとより台地部においても凹状地には排水不良箇所が存在し、浸水被害が

生じているため、暫定策として小規模の排水ポンプを設置してきたが、昨今の集中豪雨に

は能力不足であることから、自然流下できるよう整備に努める。 

〇 流出抑制 

・公共施設等の対策 

市営住宅、学校等の公共施設について、貯留池、浸透トレンチ、浸透雨水桝、地下式簡

易貯留槽等を組合せた地域内流出抑制施設の設置を推進する。 
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・宅地開発等における雨水流出抑制施設の設置の義務付け 

「松戸市における宅地開発等に関する条例」に基づき、宅地開発事業等の実施に当り、

雨水流出抑制施設の設置を義務付け、河川等への雨水流出の抑制を図る。 

・住宅への雨水浸透桝等の設置促進 

松戸市雨水浸透施設設置指導要綱に基づき、一般住宅等の新築、増改築の際、その敷地

に雨水浸透施設の設置を指導し、河川の氾濫及び道路冠水等の防止を図る。 

・盛土規制 

松戸市盛土事業規制要綱による指定区域での埋め立て、盛土は、市との協議を要するも

のとし、降雨による住居等への浸水被害の軽減を図る。 

 

1-2-⑤ 河川管理施設の維持管理・更新 

【河川清流課】 

〇 定期点検や日々パトロールによる状況把握により排水施設の健全度を早期に把握し、安

全性を損なう排水施設を発見した際は、その改善に努める。 

〇 損傷が顕在化してから修繕を実施する対症療法型から損傷が顕在化する前に計画的な

修繕を実施する予防保全型の維持管理に転換することで、長寿命化や維持管理コストの縮

減を図る。 

 

1-2-⑥ 雨量・河川水位の情報伝達 

【河川清流課】 

〇 無人の水位、雨量測定装置、監視カメラ等による遠隔治水監視システムの活用により排

水施設や河川の水位の監視に努める。 

 

1-2-⑦ 下水道施設の耐震対策 

【下水道維持課、下水道整備課】 

〇 処理場、ポンプ場及び管路施設についての耐震化等の整備を進める。 

〇 下水道地震対策としてマンホールの浮上防止対策を推進する。特に緊急輸送路及び避難

路を優先的に推進する。 

〇 下水道地震対策として災害避難所（市内の小中学校）に既設下水道管を利用した井戸水

による簡易水洗式仮設トイレの整備を推進する。 

 

1-2-⑧ 広域的避難の枠組み整備 

【危機管理課】 

〇 想定外の大規模災害から住民を広域的に避難させる枠組の整備に向け、他都県市等の関

係機関と連携協力しながら検討を進める。 
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１大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

１－３ 大規模な火山噴火・土砂災害等による多数の死傷者の発生 

1-3-① 土砂災害防止法に基づく対策の推進 

【危機管理課】 

〇 県及び市は、土砂災害が発生するおそれのある区域を明らかにし、警戒避難体制の整備

や一定の行為の制限を行うことを趣旨とする「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律」に基づき、土砂災害警戒区域等の危険箇所の実態を調査し、必

要な手続きを推進する。 

〇 市は、土砂災害から住民の生命及び身体を守るため、災害情報の伝達、避難に関する警

戒避難体制を進める。特に、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、病弱者等の要配慮者の円

滑な避難に資するための土砂災害に関する情報等の伝達体制を整備する。 

〇 土砂災害発生のおそれのある場所については、松戸市防災マップの作成、広報紙、県の

作成したパンフレットの配布、説明会の開催、土砂災害ハザードマップの作成・配布等に

より周辺住民に対し周知徹底を図り、併せて広く市民への周知に努める。 

〇 土砂災害警戒情報や千葉県土砂災害警戒情報システムの活用、千葉県がインターネット

で公表している土砂災害危険箇所等についても周知する。 

〇 土砂災害警戒区域にかかる要配慮者利用施設で円滑な避難を要する施設の名称及び所

在地を松戸市地域防災計画（資料編）に記載するとともに、当該施設の管理者等に対して

避難確保計画の作成・提出、避難訓練の実施を促進する。 

 

1-3-② 急傾斜地崩壊対策 

【道路維持課、危機管理課、建築審査課】 

〇 急傾斜地崩壊危険区域は、建築基準法による災害危険区域にも指定されるため、区域内

の建築制限を徹底し、市は、必要に応じて「がけ地近接等危険住宅移転事業制度」等によ

り移転を促進する。 

 

【道路維持課】 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。 

 

 

1-3-③ 宅地造成工事規制区域内の保全対策 

【住宅政策課】 

〇 市は県と連携して、規制区域内の土地に、がけ崩れや土砂の流出等の災害の生じるおそ

れがあった場合、その所有者、管理者、占有者等に対して速やかに必要な措置を講じるよ

う指導するとともに、宅地防災工事融資制度の活用により、改善措置の推進に努める。 
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1-3-④ 土砂災害警戒区域の指定による警戒避難体制の整備等への支援 

【危機管理課、街づくり部各課、建設部各課】 

〇 災害対策本部及び本部事務局の機能強化 

風水害等への警戒、災害発生初動において、迅速かつ円滑に対応できる体制を保持する

ため、災害対策本部及び本部事務局の機能強化を推進し、災害発生時の対応全般の総合調

整を行う本部事務局を中心に、災害対策本部の円滑な運営ができるよう、体制を整備する。

この際、避難所担当職員の動員・配備については、事前準備等も含め、円滑に配備できる

ような体制を整備する。 

〇 土砂災害に関する情報の収集 

平常時から、巡視により土砂災害危険箇所等の状況把握に努めるとともに、台風及び豪

雨等により大雨が予測されるときは、随時、警戒パトロールを実施し、当該箇所での災害

発生の兆候を把握する。 

市は、土砂災害警戒情報が発表された際に、土砂災害警戒区域周辺の住民に対し、迅速

かつ確実に周知徹底できるよう情報伝達体制の強化を図る。 

〇 警戒・避難体制の整備 

土砂災害危険箇所の住民に対し、日頃から地域の危険性を周知し、自宅内での安全行動

や周辺にある避難所の場所、避難経路等について周知を図る。 

土砂災害危険箇所周辺地域に対する巡視、情報収集の手順を明確にするとともに、防災

行政無線、広報車での巡回、戸別訪問等により避難勧告等の伝達体制の強化を図る。 

自主防災組織は、災害に関する情報や気象予報及び警報、避難勧告等の伝達、区域周辺

の情報収集等、地域の実情に合った防災活動を行う。 

 

１大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

１－４ 暴風雪に伴う多数の死傷者の発生 

1-4-① 多様な情報ツールの活用 

【危機管理課】 

〇 多様な手段（インターネット、松戸市安全安心メール配信サービス、アマチュア無線局、

ケーブルテレビ、地上デジタル放送、ＦＭ、テレビ、防災ラジオ、同報系防災行政無線、

広報車等）をもって信頼性のある情報を収集・伝達する体制を整備・強化するとともに、

情報をわかりやすく提供するしくみを充実させる。 

〇 ポケベル電波を利用したデジタル同報無線等、災害関連情報の伝達手段の多様化等に努

める。【再掲】 

【保育課】 

〇 ＩＣＴを活用し、災害及び児童情報などを児童福祉施設（保育所等）及び保護者へ伝達

する。【再掲】 
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1-4-② 大雪時の公共交通 

【道路維持課、交通政策課、建設総務課、道路建設課】 

〇 大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こすおそれのある大雪時において、道路

ネットワーク全体として通行止め時間の最小化を図るため、ハード・ソフトの両面から道

路交通確保の取組を推進する。また、鉄道交通を確保するため、在来線の除雪体制の構築

等を進める。 

 

1-4-③ 雪害などの災害対応 

【道路維持課】 

〇 降雪、積雪状況を把握して、道路交通の確保、雪害による被災、警戒等を円滑に行う。

具体的には、職員、除雪業者との連携、路面凍結防止剤の備蓄、道路パトロール車等の滑

り止め装置、道路通行規制に使用する標識等の確保を進める。 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合

の必要な対応を含む） 

２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

2-1-① 燃料の仮貯蔵等 

【予防課】 

〇 消防法の規制を受ける危険物製造所等の所有者、管理者に対し、自衛消防体制の確立及

び危険物取扱従事者等に対する教育を計画的に実施するように指導する。 

 

2-1-② 上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 

【水道部総務課、工務課、危機管理課、教育施設課】 

〇 災害に強い水道施設を構築していくために、重要度の高い基幹管路の耐震化と優先度の

高い老朽管の更新を推進する。 

〇 あらゆる災害が発生した場合でも給水を止めないように、危機管理マニュアルの確認や

重要給水拠点の把握に日常から努めるとともに、応急給水資機材の充実、給水訓練の実施

など、災害に備えた体制の強化を図る。また、市営水道と隣接事業体等との災害時応援体

制を確立し、物資や給水の相互融通の拡充を図る。 

〇 各避難所となる小中学校の受水槽に緊急遮断弁の設置工事、老朽化した受水槽の改修を

推進する。 

 

2-1-③ 支援物資の調達・供給体制の構築 

【危機管理課】 

〇 千葉県防災情報システムの中の「物資管理サブシステム」により、備蓄情報の共有化を

図り、千葉県の備蓄等の活用を図る。 

〇 国や千葉県等からの食料、物資等の支援に対し、支援物資の集配拠点の確保を進めると

ともに、輸送や供給等における対応や役割分担を明確化し、受援体制の整備に努める。ま

た、被災者に迅速に食料、物資等を供給するため、集配拠点での仕分けや物資の配送等に
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関して、関係事業者との連携も含め、供給体制の整備を図る。 

〇 高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、病弱者等の要配慮者や女性の避難生活にも配慮した

物資の備蓄・確保を推進する。 

〇 市が保有する備蓄品に加え、民間流通事業者等との物資調達に関する協定により、食料・

生活必需品等の物資を確保する。救援物資の受け入れ・管理及び物資集配拠点の運用にお

いて、民間物流業者（物流専門家）の参画を図る。 

 

2-1-④ 道路施設の老朽化対策 

【道路維持課】 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」、「カルバート修繕計画」、「道路附属

物長寿命化修繕計画（道路照明、道路標識）」、「舗装修繕計画」に基づき、予防保全型の維

持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減を行うととも

に予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。 

2-1-⑤ 道路の法面対策 

【道路維持課】 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。【再掲】 

 

2-1-⑥ 道路橋梁の長寿命化 

【道路維持課】 

〇 橋梁の長寿命化を図るとともに、市街地や主要路線上の老朽橋及び耐荷力の不足してい

る橋梁についても、架替・補修等の整備促進を図る。 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」に基づき、予防保全型の維持管理の

採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減を行うとともに予算の

平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。 

 

2-1-⑦ 緊急輸送道路の確保 

【建設総務課、道路維持課】 

〇 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を

実施し道路の機能を確保する。 

【建築指導課、建築保全課】 

〇 千葉県が指定する緊急輸送道路のほかに、市が定める地震発生時に道路閉塞を防ぐべき

道路に接する建築物を、耐震改修促進法第 14 条第３号の特定建築物として、法による助

言や指導を通じて耐震化を促進する。 

【新拠点整備課】 

〇 国道６号上り方面に新拠点ゾーンへ進入できる右折レーンを設置する。 
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2-1-⑧ 自家発電設備の整備 

【危機管理課、消防総務課、地域医療課、教育施設課、健康福祉政策課、スポーツ課】 

〇 災害時の停電に備え、通信機器が使用できるよう、発電機を整備し電源の確保を図る。 

 

2-1-⑨ 備蓄品の確保 

【危機管理課】 

〇 千葉県防災情報システムの中の「物資管理サブシステム」により、備蓄情報の共有化を

図り、千葉県の備蓄等の活用を図る。【再掲】 

〇 国や千葉県等からの食料、物資等の支援に対し、支援物資の集配拠点の確保を進めると

ともに、輸送や供給等における対応や役割分担を明確化し、受援体制の整備に努める。ま

た、被災者に迅速に食料、物資等を供給するため、集配拠点での仕分けや物資の配送等に

関して、関係事業者との連携も含め、供給体制の整備を図る。【再掲】 

〇 高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、病弱者等の要配慮者や女性の避難生活にも配慮した

物資の備蓄・確保を推進する。【再掲】 

〇 市が保有する備蓄品に加え、民間流通事業者等との物資調達に関する協定により、食料・

生活必需品等の物資を確保する。救援物資の受け入れ・管理及び物資集配拠点の運用にお

いて、民間物流業者（物流専門家）の参画を図る。【再掲】 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合

の必要な対応を含む） 

２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-2-① ヘリコプターによる対策の充実 

【危機管理課、警防課】 

〇 航空輸送 

災害時にヘリコプターの離着陸が可能な施設を把握する。特に、使用の際に混乱が予想

される避難所の臨時離発着場については、避難住民の安全性等を考慮し避難場所と臨時離

発着場の区別等所要の措置を講じる。 

 

2-2-② 代替輸送路等の確保 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課】 

〇 東日本大震災を契機として防災・減災の意識はより高まっている。道路整備だけでその

対応が図れるものではないものの、都市防災を強化する輸送経路や避難場所へのアクセス

機能を担う道路機能の充実を図る。 

【河川清流課】 

〇 水上輸送 

災害時に水上輸送が有効な場合は、自衛隊及び船舶保有者による水上輸送を実施する。 
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2-2-③ 地域防災力の向上 

【危機管理課】 

〇 防災組織の整備 

防災関係機関との緊密な連携のもとに、災害対策を的確かつ効果的に実施できるよう体

制の整備に努める。【再掲】 

 

〇 自主防災組織の結成促進及び育成・強化 

災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動と

して住民自ら初期消火、救出・救護、避難誘導等を行うことが必要であり、組織の 100％

結成を促進する。【再掲】 

〇 防災教育の普及推進 

パートナー講座や地域で実施する避難所開設運営訓練等を活用し、地域住民へ正しい防

災知識を普及するとともに、市職員（避難所直行職員）及び消防団等を地区で行う防災活

動や訓練等に積極的に参加を求め、地域住民を含めた市全体の防災意識及び地域の防災力

の向上に努める。学校等の教育機関においては、災害発生時には児童生徒が自らの判断の

もとに適切な対応や避難が実施できる力を養うため、家庭や地域、行政等と連携し、防災

に関する教育の充実を図る。【再掲】 

〇 防災広報の充実 

災害による被害を最小限にとどめるためには、住民一人ひとりが災害についての正しい

知識を持ち、的確な行動がとれるようにすることが必要である。このため、市及び関係機

関は、防災知識の普及と啓発に努める。特に、高齢者、障害者、外国人等の要配慮者への

広報に配慮し、わかりやすい広報資料の作成に努める。【再掲】 

〇 性別の違いにより、災害から受ける影響の違い、ニーズの違いなどに十分配慮された災

害対応が必要であるため、「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点から

の防災・復興ガイドライン（内閣府、令和２年５月）」に基づき防災計画等の検討段階にお

ける女性の参画を進め、女性の視点を取り入れた防災体制や環境を充実させる。また、女

性防災リーダーや女性の防災の担い手を育成するため、男女共同参画課、松戸市男女共同

参画推進団体等と連携し、女性視点の防災に関する知識の普及、啓発、ネットワークづく

りを推進する。【再掲】 

【建築指導課】 

〇 市は、建築物の所有者等の意識啓発を図るため、発生のおそれがある地震の概要と地震

による危険性の程度等を記載した地図（地震ハザードマップ）を公表している。この地震

ハザードマップの内容は、地震による揺れやすさについて、個々の建築物の所在地が認識

可能となる程度の内容のものとして公表し、市民の防災意識の向上を図っていく。【再掲】 

〇 市では、県との協力に基づいて自治会や町内会を通じて、耐震化の促進のための相談会

の開催やパンフレット配布等を行い耐震化の促進を図る。【再掲】 

 

 



 

37 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合

の必要な対応を含む） 

２－３ 自衛隊、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-3-① 災害対策用装備資器材の整備充実 

【危機管理課】 

〇 防災倉庫に必要な資機材等の充実を図り、点検整備及び操作訓練等を実施する。 

 

2-3-② 防災倉庫等の整備 

【危機管理課】 

〇 避難所となる全市立小・中学校等への分散備蓄倉庫の整備・改修を推進する。 

〇 拠点倉庫の改修等を推進する。 

 

2-3-③ 消防団員の確保対策の充実強化 

【消防総務課】 

〇 消防団の強化・活性化を図るため、消防団員の確保、資器材等の装備の整備拡充を図る

とともに、消防センターの施設管理を行い、地域の防災機能の充実・強化を図る。 

〇 消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律を踏まえ、次の取組を検討する。 

- 事業者の消防団活動に対する理解の促進 

- 消防団への加入の促進 

- 処遇の改善 

- 装備の改善 

 

2-3-④ 自主防災組織等の充実強化 

【危機管理課】 

〇 自主防災組織の結成促進及び育成・強化 

災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動と

して住民自ら初期消火、救出・救護、避難誘導等を行うことが必要であり、組織の 100％

結成を促進する。【再掲】 

〇 十分な活動ができるよう防災知識の普及、自主防災組織の訓練への指導・助言を行うと

ともに、日頃から地域活動に大きな役割を果たしている女性の経験・能力を活用するなど、

防災行動力の向上を図る。また、自主防災組織のリーダーを対象とした研修会等への参加

を促し、対応力の向上を図る。特に、地域防災の指導的な役割を担い、災害発生時には、

消火活動、被災者の救出・救護その他災害救助活動を迅速かつ効果的に実践できるよう、

自主防災組織の構成員から地域防災リーダーを委嘱し、計画的に研修会を実施し育成する。 

〇 松戸市自主防災組織補助金交付要綱に基づき、自主防災組織に対して防災資器材の購入

を助成し、活動を支援する。 

〇 住民に対しては、普通救命講習等を実施し、災害事故における被害の軽減に努める。 
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2-3-⑤ 常備消防力の強化 

【消防企画課】【警防課】 

〇 災害対応力強化のための体制、装備資機材等の充実強化を推進する。 

〇 ちば北西部消防指令センターの事業を推進する。 

〇 松戸市南西部地域の災害対応力強化を図るため、二十世紀が丘消防署の建替えに取組む。 

〇 松戸市消防局災害活動要綱に基づいた職員の非常参集。 

〇 地震時には、水道施設の破損により消火栓が使用できないことがあるため、耐震性を有

する防火水槽の整備を進めるとともに自然水利の活用が可能なように整備を行う。 

2-3-⑥ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等との連携強化 

【危機管理課】 

〇 国から派遣されるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連携強化を推進することにより、

復旧を迅速に行える応急態勢の充実を図る。 

 

2-3-⑦ 受援体制の整備 

【各担当課】 

〇 松戸市受援計画を策定するとともに、国や千葉県等からの食料、物資等の支援に対し、

支援物資の集配拠点の確保を進めるとともに、衛星電話、輸送や供給等における対応や役

割分担を明確化し、受援体制の整備に努める。 

〇 松戸市災害時受援計画の実効性を確保し、災害時には応援協力団体の円滑な受援によっ

て被災者の救助、救援を速やかに実施することで、災害関連死等の人的被害を低減する。 

【千葉県警察、陸上自衛隊、医療機関】 

〇 特殊災害対応訓練による関係機関との連携強化。 

 

2-3-⑧ 緊急輸送道路の確保 

【建設総務課、道路維持課】 

〇 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を

実施し道路の機能を確保する。【再掲】  

【建築指導課、建築保全課】 

〇 千葉県が指定する緊急輸送道路のほかに、市が定める地震発生時に道路閉塞を防ぐべき

道路に接する建築物を、耐震改修促進法第 14 条第３号の特定建築物として、法による助

言や指導を通じて耐震化を促進する。【再掲】  

 

2-3-⑨ 地域防災力の向上 

【危機管理課】 

〇 防災組織の整備 

防災関係機関との緊密な連携のもとに、災害対策を的確かつ効果的に実施できるよう体

制の整備に努める。【再掲】 

〇 自主防災組織の結成促進及び育成・強化 

災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動と
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して住民自ら初期消火、救出・救護、避難誘導等を行うことが必要であり、組織の 100％

結成を促進する。【再掲】 

〇 防災教育の普及推進 

パートナー講座や地域で実施する避難所開設運営訓練等を活用し、地域住民へ正しい防

災知識を普及するとともに、市職員（避難所直行職員）及び消防団等を地区で行う防災活

動や訓練等に積極的に参加を求め、地域住民を含めた市全体の防災意識及び地域の防災力

の向上に努める。学校等の教育機関においては、災害発生時には児童生徒が自らの判断の

もとに適切な対応や避難が実施できる力を養うため、家庭や地域、行政等と連携し、防災

に関する教育の充実を図る。【再掲】 

〇 防災広報の充実 

災害による被害を最小限にとどめるためには、住民一人ひとりが災害についての正しい

知識を持ち、的確な行動がとれるようにすることが必要である。このため、市及び関係機

関は、防災知識の普及と啓発に努める。特に、高齢者、障害者、外国人等の要配慮者への

広報に配慮し、わかりやすい広報資料の作成に努める。【再掲】 

〇 性別の違いにより、災害から受ける影響の違い、ニーズの違いなどに十分配慮された災

害対応が必要であるため、「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点から

の防災・復興ガイドライン（内閣府、令和 2 年 5 月）」に基づき防災計画等の検討段階に

おける女性の参画を進め、女性の視点を取り入れた防災体制や環境を充実させる。また、

女性防災リーダーや女性の防災の担い手を育成するため、男女共同参画課、松戸市男女共

同参画推進団体等と連携し、女性視点の防災に関する知識の普及、啓発、ネットワークづ

くりを推進する。【再掲】 

【建築指導課】 

〇 市は、建築物の所有者等の意識啓発を図るため、発生のおそれがある地震の概要と地震

による危険性の程度等を記載した地図（地震ハザードマップ）を公表している。この地震

ハザードマップの内容は、地震による揺れやすさについて、個々の建築物の所在地が認識

可能となる程度の内容のものとして公表し、市民の防災意識の向上を図っていく。【再掲】 

〇 市では、県との協力に基づいて自治会や町内会を通じて、耐震化の促進のための相談会

の開催やパンフレット配布等を行い耐震化の促進を図る。【再掲】 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合

の必要な対応を含む） 

２－４ 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

2-4-① 総合的な帰宅困難者対策の検討・実施 

【危機管理課】 

〇 関係機関と連携した協議会を逐次立ち上げ、帰宅困難者の安全を確保、一時滞在施設の

開設･運営及び帰宅困難者等対策に関する基本的指針等、帰宅困難者への支援体制を強化

する。 

〇 「むやみに移動を開始しない」という基本原則を、平常時から市民や市内の事業者等に

対して広報・周知に努める。鉄道事業者や駅周辺事業者等の関係機関に対し、各機関の従
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業員や職員等への基本原則の周知と、利用客等へのルールの普及・啓発を促進する。 

〇 一時滞在施設の確保 

帰宅困難者を一時的に受け入れ、可能な範囲での物資提供等の帰宅困難者支援を行うた

めの一時滞在施設を、関係機関との協定締結を含め、さらなる確保に努める。 

また、一時滞在施設における帰宅困難者用の飲料水、食料、物資の整備を進める。 

さらに、帰宅困難者を一時滞在施設等へ速やかに誘導できる体制を整えるとともに、一

時滞在施設の開設・運営についての体制も整備する。 

 

〇 支援体制の整備 

「帰宅困難者等対策に関する基本的な指針」を交通事業者や企業・学校、警察、消防機

関等と連携して作成を進める。 

また、帰宅困難者支援についての訓練を定期的に実施するとともに、各機関の積極的な

参加を促進し、帰宅困難者への支援体制の強化を図る。 

〇 帰宅困難者向け備蓄等の整備促進 

遠方から通勤・通学している従業員や学生等がいる事業所、大学、高等学校等について

は、それらの者が帰宅困難者になる可能性があることから、帰宅困難になった場合、基本

原則や必要な備蓄等の整備について、普及・啓発する。 

〇 関係機関と連携した取組み 

市では、千葉県が示した「駅周辺帰宅困難者等対策協議会設置のためのガイドライン」

に基づき、松戸駅、新松戸・幸谷駅に駅を中心とした鉄道事業者及び駅周辺事業者、学校、

警察、消防機関等により構成する「駅周辺帰宅困難者等対策協議会」を設立し、帰宅困難

者対策の強化を図っている。その他の駅周辺においても関係機関の認識の共有を図り、市

全体での帰宅困難者対策の強化に努める。 

 

2-4-② 帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用 

【公園緑地課、危機管理課】 

〇 都市公園等のオープンスペースは、災害時における延焼防止、避難場所や救援活動の拠

点として重要な役割を持っていることから、これらが不足する地域において、計画的に都

市公園等の整備を行い防災機能の充実に努める。また、帰宅困難者の支援スポットとして

活用する。 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合

の必要な対応を含む） 

２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による

医療機能の麻痺  

2-5-① 病院における電力供給体制の確保 

【病院管財課、地域医療課、危機管理課、健康福祉政策課】 

〇 災害時における県内の医療救護活動の拠点となる災害拠点病院では、災害時においても

病院の基本的な機能を維持するため、平時から自家用発電機等の整備状況や、非常時に使
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用可能かどうか検証を行うとともに、自立・分散型エネルギー（コージェネレーション等）

導入の検討を行うなど、病院における電力供給体制の確保を図る。 

〇 非常電源の整備促進 

大規模停電時における医療機能の確保、入院患者の人命確保のため、市内の医療機関の

非常用電源の整備、強化を促進する。 

 

【東松戸病院 総務課】 

〇 災害時停電が発生した場合の安定的な電力の供給を図る。災害時においても、安全な医

療・介護サービスを提供する。 

 

2-5-② 災害時の石油類燃料の確保 

【財産活用課、警防課】 

〇 災害時における緊急通行車両や災害拠点病院等へ優先的に燃料の供給を行うため、石油

商業組合や石油連盟との協定等に基づく供給体制の整備を図る。 

〇 松戸市中央消防署自家用給油所の緊急車両用の燃料を確保する。 

 

2-5-③ 道路施設の老朽化対策 

【道路維持課】 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」、「カルバート修繕計画」、「道路附属

物長寿命化修繕計画（道路照明、道路標識）」、「舗装修繕計画」に基づき、予防保全型の維

持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減を行うととも

に予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。【再掲】  

 

2-5-④ 道路の新設整備 

【交通政策課、建設総務課、道路維持課】 

〇 平成 17 年に策定された「松戸市交通バリアフリー基本構想」に基づき、重点地区のバ

リアフリー化を進め、高齢者、障害者等の移動や施設利用の利便性、安全性の向上を促進

する。特に道路に関するバリアフリー整備は、重点地区ごとに「道路特定事業計画」を策

定し、同計画に則って整備を進める。 

【建設総務課、道路維持課】 

〇 平成 30 年に策定された「松戸市自転車走行空間ネットワーク整備計画」に基づき、自

転車走行空間を整備し、誰もが安全で快適に利用できる道路環境作りを推進する。  

【学校教育部 保健体育課】 

〇 平成 26 年に策定された「松戸市通学路交通安全プログラム」に基づき、関係機関が連

携して、児童生徒が安全に通学できるように通学路の安全確保を図る。 

【道路建設課】 

〇 平成 25 年に策定された「松戸市都市計画道路見直しの基本的な考え方」に基づき、交

通処理機能はもとより、超高齢社会への対応や地球環境の保全、都市防災の強化などのま

ちづくりの課題への対応に留意し、都市計画道路の整備を進める。 
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【街づくり課】 

〇 主要幹線道路から新松戸東側へのアクセス改善のため、都市計画道路の整備を行う。【再

掲】 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課、新拠点整備課、街づくり課】 

〇 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の

防止等、防災性の向上を進める。【再掲】 

 

2-5-⑤ 道路の法面対策 

【道路維持課】 

〇 本市においては、“地域の防災計画上の位置付け”として災害時重要路線に該当する構

造物、“他の構造物や施設への影響度”として鉄道、病院、避難所（主に学校）の近傍にあ

る構造物は「重要度１」に位置付けられ、これらの法面対策を着実に推進する。また、「松

戸市法面等修繕計画」に基づいた計画的な法面の補修、施設の更新を行う。 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。【再掲】 

 

2-5-⑥ 道路橋梁の長寿命化  

【道路維持課】 

〇 橋梁の長寿命化を図るとともに、市街地や主要路線上の老朽橋及び耐荷力の不足してい

る橋梁についても、架替・補修等の整備促進を図る。【再掲】 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」に基づき、予防保全型の維持管理の

採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減を行うとともに予算の

平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。【再掲】 

 

2-5-⑦ 災害拠点病院等の耐震化 

【建築保全課、地域医療課】 

〇 大規模地震により災害時医療の中核としての医療機能を提供できない事態を避けるた

め、耐震化が未了の拠点病院等の耐震化を着実に推進する。 

 

2-5-⑧ 社会福祉施設の孤立対策 

【各施設管理者】 

〇 電気、水道等の供給停止に備えて、入所者等が最低限度の生活維持に必要な飲料水、食

料、医薬品類等の備蓄を行うとともに、施設機能の応急復旧等に必要な非常用の非常用発

電機等の防災設備の整備に努める。 

【危機管理課、河川清流課、保育課、学務課、子育て支援課、障害福祉課、健康福祉政策課、

子供政策課、高齢者支援課、教育企画課、地域医療課】 

〇 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・避難訓練の実施 

水防法、土砂災害警戒区域における土砂災害防止対策の推進に関する法律の改正により、
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浸水想定区域又は土砂災害警戒区域にかかる要配慮者利用施設には避難確保計画の作成

及び避難訓練が義務化されたことを踏まえ、施設管理者は市に対して避難確保計画を提出

するとともに、避難訓練の実施状況を適宜報告する。 

 

2-5-⑨ 緊急輸送道路の確保 

【建設総務課、道路維持課】 

〇 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を

実施し道路の機能を確保する。【再掲】 

【建築指導課、建築保全課】 

〇 千葉県が指定する緊急輸送道路のほかに、市が定める地震発生時に道路閉塞を防ぐべき

道路に接する建築物を、耐震改修促進法第 14 条第３号の特定建築物として、法による助

言や指導を通じて耐震化を促進する。【再掲】 

 

2-5-⑩ 医療救護に関する受援体制 

【健康福祉政策課、危機管理課、警防課】 

〇 市外からの医療救護支援を円滑な受け入れや被災地を迅速に支援するため、応援受入計

画を活用するとともに、県災害医療救護計画の運用体制を強化していく。【再掲】 

 

2-5-⑪ 受援体制の整備 

【各担当課】 

〇 松戸市災害時受援計画の実効性を確保し、災害時には応援協力団体の円滑な受援によっ

て被災者の救助、救援を速やかに実施することで、災害関連死等の人的被害を低減する。

【再掲】 

〇 松戸市受援計画を策定するとともに、国や千葉県等からの食料、物資等の支援に対し、

支援物資の集配拠点の確保を進めるとともに、衛星電話、輸送や供給等における対応や役

割分担を明確化し、受援体制の整備に努める。【再掲】 

【千葉県警察、陸上自衛隊、医療機関】 

〇 特殊災害対応訓練による関係機関との連携強化。【再掲】 

 

2-5-⑫ ＢＣＰの作成及び防災訓練の実施 

【健康福祉政策課、地域医療課】 

〇 災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に努めるとともに、

防災訓練の実施、復旧計画の策定、サプライチェーンの確保等の事業継続マネジメント（Ｂ

ＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努める。 

 

2-5-⑬ 医師会等との連携強化 

【健康福祉政策課、地域医療課、危機管理課】 

〇 医療機関、医師会等と協力し、超急性期を重視した松戸市災害時医療救護マニュアルを

整備する。 
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〇 平成 26 年度に設置した「医療部会」において、災害時超急性期及び応急医療について

検討し、より実効性のある体制を整備する。 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合

の必要な対応を含む） 

２－６ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生  

2-6-① 予防接種や消毒、害虫駆除等の実施 

【健康推進課・環境保全課】 

〇 平時から、感染症の発生や蔓延を防止するための予防接種を促進する。また、消毒や衛

生害虫に係る相談等の生活衛生環境を確保するための体制を構築する。 

 

2-6-② 感染症対策の充実 

【健康福祉政策課】 

〇 新型コロナウイルス等の感染症に対する国の指針等を踏まえ、避難者の感染防止対策を

実施する。 

〇 避難行動の普及 

平時から感染を防止するための適切な避難行動を市民等に周知する。 

【健康福祉政策課、危機管理課】 

〇 指定感染症や麻しん等、松戸保健所が所在を把握している者の避難 

指定感染症、麻しん、風しん、侵襲性髄膜炎菌感染症等、松戸保健所が所在を把握して

いる自宅療養者とその濃厚接触者について松戸保健所から情報を得て、自宅避難が困難な

場合は避難先を案内する。 

避難先は避難所内に隔離スペースを設ける、又は災対本部が確保した感染者専用の避難

所を案内する。 

〇 病院や施設等に感染者のための避難先を確保できない場合は、避難所の一部を感染者用

とする。 

【健康福祉政策課、危機管理課】 

〇 ホテル・旅館等の活用 

指定避難所の過密を防止するため、市内の宿泊施設や研修施設と避難所の協定を推進す

る。 

 

2-6-③ 感染症用資材の確保 

【健康福祉政策課】 

〇 避難者にインフルエンザ、ノロウィルス、O157、新型コロナウイルスなどが広まらない

よう、避難所となる施設の衛生環境を災害時にも良好に保つため、必要な薬剤や備品（マ

スクや手指消毒薬）について、備蓄や流通事業者等との連携により、的確に確保できるよ

うにしておく。また、避難所以外へ避難する者の発生を考慮し、正しい感染症予防の情報

を行き渡らせる方策を、各地方公共団体において計画しておく。 

【健康福祉政策課、危機管理課】 
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〇 平時から避難所での感染防止に必要な装備や備品を備蓄しておくとともに、運営職員等

が適切な対応を習熟する訓練を実施しておく。 

 

【保育課】 

〇 児童福祉施設（保育所等）で自然災害発生時に感染症等の拡大防止に努めるため、マス

ク・手袋・消毒用アルコール等を備蓄できる倉庫等の設置をする。 

 

2-6-④ 下水道ＢＣＰの策定 

【下水道整備課、下水道維持課】 

〇 災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に努めるとともに、

防災訓練の実施、復旧計画の策定、サプライチェーンの確保等の事業継続マネジメント（Ｂ

ＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努める。【再掲】 

 

2-6-⑤ 広域火葬体制の構築 

【地域福祉課】 

〇 大規模災害により単独での対応が困難な場合に備えて、「千葉県広域火葬計画」に基づ

き、県や他市町村の火葬場を活用した広域火葬を実施する体制を構築する。 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合

の必要な対応を含む） 

２－７ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の

発生  

2-7-① 避難所における衛生管理 

【下水道整備課】 

〇 下水道地震対策として災害避難所（市内の小中学校）に既設下水道管を利用した井戸水

による簡易水洗式仮設トイレの整備を推進する。【再掲】 

 

2-7-② 避難所の生活環境の改善 

【下水道整備課】 

〇 下水道地震対策として災害避難所（市内の小中学校）に既設下水道管を利用した井戸水

による簡易水洗式仮設トイレの整備を推進する。【再掲】 

【危機管理課、教育施設課、廃棄物対策課、環境政策課、スポーツ課、市民自治課、高齢者支

援課、商工振興課、男女共同参画課、生涯学習推進課、和名ケ谷クリーンセンター】 

〇 避難所に指定した建物については、「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取

組指針」（内閣府、平成 25年８月）等を踏まえ、次のような整備を推進する。 

・避難所に指定した建物については、耐震性（天井等の非構造部材を含む。）、耐火性及

び長寿命化を含めた老朽化対策による安全性を確保するとともに、対象地域の被災住民

を収容できる規模に配慮し、必要に応じ避難生活の環境を良好に保つための設備の整備

に努める。 
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・救護所、通信機器等施設・設備の整備を図る。また、必要に応じ、冷暖房施設、換気

や照明など避難生活の環境を良好に保つための設備（必要な電源や燃料を含む。）、要配

慮者用の福祉避難室の確保に努める。 

・備蓄倉庫の整備を図るとともに、食料（アレルギー対応食品等を含む。）、飲料水、非

常用電源、常備薬、炊き出し用具、毛布、仮設トイレ等の物資等の備蓄を進める。また、

灯油、ＬＰガスなどの非常用燃料の確保等に努める。 

・被災者のプライバシー及び安全の確保（間仕切り、照明等）、男女のニーズの違いへの

配慮、ペット対策等について対応するための設備の整備に努める。 

・一般の避難所では生活することが困難な要配慮者のため、特別の配慮がなされた福祉

避難所の指定に努め、福祉避難所には、簡易ベッド、簡易トイレ等の整備及び避難時の

介助員の配置等について検討する。 

・指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難所

運営に関する役割分担等を定めるよう努める。 

・各避難所は、市、施設管理者、自主防災組織やボランティア組織が協力して避難所の

効果的な運営を行うため、県の「災害時における避難所運営の手引き」、松戸市の「避難

所開設･運営マニュアル（平成 25 年 10 月）」等を参考とし避難所開設運営計画を作成

する。 

・福祉避難所の運営支援のため、関係部課から職員を選定し、支援班等を設置する。ま

た、福祉避難所を設置する施設との連絡手段や各主体の役割分担について事前協議を行

い、連携体制の強化を図る。 

〇 避難施設等の整備 

避難行動要支援者に特別な配慮をするための福祉避難所の整備に努め、「避難所におけ

る良好な生活環境の確保に向けた取組指針（内閣府、平成 25年８月）」、「福祉避難所の確

保・運営ガイドライン（内閣府、平成 25年４月）」、「災害時における避難所運営の手引き」

（千葉県、平成 29年７月）及び「松戸市避難行動要支援者避難支援基本方針」（平成 27年

３月）に基づき、避難行動要支援者が避難生活を送るために必要となる資器材等の避難施

設等への配備、避難場所への手話通訳及び介護ボランティア等の派遣ができるよう（社）

松戸市社会福祉協議会等との連携など、要配慮者に十分配慮した運営に努める。 

【和名ケ谷クリーンセンター】 

〇 災害時に避難場所となる和名ケ谷スポーツセンターの環境を改善し、避難施設の機能を

向上させる。 

 

2-7-③ 食料・飲料水等の備蓄 

【危機管理課】 

〇 災害により住家を失った住民に対し、飲料水、食料、生活必需品等を供給するため、県

の備蓄供給体制と連携しながら供給支援できるように、体制の整備を図る。 

〇 千葉県防災情報システムの中の「物資管理サブシステム」により、備蓄情報の共有化を

図り、千葉県の備蓄等の活用を図る。【再掲】 

〇 国や千葉県等からの食料、物資等の支援に対し、支援物資の集配拠点の確保を進めると
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ともに、輸送や供給等における対応や役割分担を明確化し、受援体制の整備に努める。ま

た、被災者に迅速に食料、物資等を供給するため、集配拠点での仕分けや物資の配送等に

関して、関係事業者との連携も含め、供給体制の整備を図る。【再掲】 

〇 高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、病弱者等の要配慮者や女性の避難生活に配慮した物

資の備蓄・確保を推進する。【再掲】 

〇 市が保有する備蓄品に加え、民間流通事業者等との物資調達に関する協定により、食料・

生活必需品等の物資を確保する。救援物資の受け入れ・管理及び物資集配拠点の運用にお

いて、民間物流業者（物流専門家）の参画を図る。【再掲】 

〇 備蓄倉庫の整備を図るとともに、食料（アレルギー対応食品等を含む。）、飲料水、非常

用電源、常備薬、炊き出し用具、毛布、仮設トイレ等の物資等の備蓄を進める。また、灯

油、ＬＰガスなどの非常用燃料の確保等に努める。【再掲】 

 

2-7-④ 被災者の情報収集 

【各部・各班、関係機関】 

〇 関係各班は連携して被災者への各種援護措置を実施し、被災者ごとの被害状況や援護の

実施状況等の情報を被災者台帳に整理し、被災状況に応じて被災者が受けられる援護措置

に漏れなどがないか確認する。なお、災害救助法による救助が行われたときは、災害救助

法第 30 条の規定により、必要に応じて県に対して被災者に関する情報提供を要請する。 

 

2-7-⑤ 避難場所の分散 

【危機管理課】 

〇 指定避難所だけでなく、ホテル、旅館、知人宅など、多様な避難場所を確保することに

ついて、平時から啓発する。 

〇 ホテル・旅館等の活用 

指定避難所の過密を防止するため、市内の宿泊施設や研修施設と避難所の協定を推進す

る。【再掲】 

〇 車中泊等の対策 

浸水等の危険がないグラウンドや駐車場での車中泊による避難は可とし、避難所に滞在

する避難者と同様の感染防止対策を講じるとともに、エコノミークラス症候群等を防止す

るための保健指導を行う。 

 

３大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下  

3-1-① 業務継続計画の作成 

【危機管理課】 

〇 業務継続体制の確保 

災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、下記の重要事項

を明確にした業務継続計画を策定し、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に

的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の強化を図る。 



 

48 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、地域や想定される災害の特性等を踏

まえつつ、必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通

じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた改

訂などを行う。 

【ＢＣＰの６原則】 

① 首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

② 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

③ 電気・水・食料等の確保 

④ 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

⑤ 重要な行政データのバックアップ 

⑥ 非常時優先業務の整理 

 

3-1-② 地域防災力の向上 

【危機管理課】 

〇 防災組織の整備 

防災関係機関との緊密な連携のもとに、災害対策を的確かつ効果的に実施できるよう体

制の整備に努める。【再掲】 

〇 自主防災組織の結成促進及び育成・強化 

災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動と

して住民自ら初期消火、救出・救護、避難誘導等を行うことが必要であり、組織の 100％

結成を促進する。【再掲】 

〇 防災教育の普及推進 

パートナー講座や地域で実施する避難所開設運営訓練等を活用し、地域住民へ正しい防

災知識を普及するとともに、市職員（避難所直行職員）及び消防団等を地区で行う防災活

動や訓練等に積極的に参加を求め、地域住民を含めた市全体の防災意識及び地域の防災力

の向上に努める。学校等の教育機関においては、災害発生時には児童生徒が自らの判断の

もとに適切な対応や避難が実施できる力を養うため、家庭や地域、行政等と連携し、防災

に関する教育の充実を図る。【再掲】 

〇 防災広報の充実 

災害による被害を最小限にとどめるためには、住民一人ひとりが災害についての正しい

知識を持ち、的確な行動がとれるようにすることが必要である。このため、市及び関係機

関は、防災知識の普及と啓発に努める。特に、高齢者、障害者、外国人等の要配慮者への

広報に配慮し、わかりやすい広報資料の作成に努める。【再掲】 

〇 性別の違いにより、災害から受ける影響の違い、ニーズの違いなどに十分配慮された災

害対応が必要であるため、「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点から

の防災・復興ガイドライン（内閣府、令和 2 年 5 月）」に基づき防災計画等の検討段階に

おける女性の参画を進め、女性の視点を取り入れた防災体制や環境を充実させる。また、

女性防災リーダーや女性の防災の担い手を育成するため、男女共同参画課、松戸市男女共

同参画推進団体等と連携し、女性視点の防災に関する知識の普及、啓発、ネットワークづ
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くりを推進する。【再掲】 

 

 

【建築指導課】 

〇 市は、建築物の所有者等の意識啓発を図るため、発生のおそれがある地震の概要と地震

による危険性の程度等を記載した地図（地震ハザードマップ）を公表している。この地震

ハザードマップの内容は、地震による揺れやすさについて、個々の建築物の所在地が認識

可能となる程度の内容のものとして公表し、市民の防災意識の向上を図っていく。【再掲】 

〇 市では、県との協力に基づいて自治会や町内会を通じて、耐震化の促進のための相談会

の開催やパンフレット配布等を行い耐震化の促進を図る。【再掲】 

3-1-③ 防災を担う人材の育成 

【危機管理課】 

〇 県、日本赤十字社千葉県支部等が開催する研修会や講習会への参加を促し、ボランティ

アリーダーやコーディネーターの養成を進める。 

〇 十分な活動ができるよう防災知識の普及、自主防災組織の訓練への指導・助言を行うと

ともに、日頃から地域活動に大きな役割を果たしている女性の経験・能力を活用するなど、

防災行動力の向上を図る。また、自主防災組織のリーダーを対象とした研修会等への参加

を促し、対応力の向上を図る。特に、地域防災の指導的な役割を担い、災害発生時には、

消火活動、被災者の救出・救護その他災害救助活動を迅速かつ効果的に実践できるよう、

自主防災組織の構成員から地域防災リーダーを委嘱し、計画的に研修会を実施し育成する。

【再掲】 

 

3-1-④ 総合防災訓練の実施 

【危機管理課】 

〇 防災関係機関、県等と連携して、住民、事業所等も参加する実践的な総合防災訓練を実

施する。実施の時期については、毎年 11 月の第２週の土曜日を基準とした適切な時期に

実施し、定着化を図る。 

 

3-1-⑤ 公共施設の耐震化 

【建築保全課】【情報政策課（システムのバックアップを担当）】 

〇 市有建築物は、松戸市市有建築物耐震対策要綱に基づいて、耐震改修を進める。また、

改修状況の公表等により、耐震化の実行を推進する。その他、公共建築物におけるコンピ

ューターシステムやデータのバックアップ、自家発電機等の設備の設置、棚等の転倒防止

等の安全対策を行う。 

 

3-1-⑥ 避難所等の電源確保 

【教育施設課、廃棄物対策課、環境政策課、スポーツ課、市民自治課、高齢者支援課、商工振

興課、男女共同参画課、生涯学習推進課、危機管理課】 

〇 電力供給遮断などの非常時に、避難住民の受入れを行う避難所や防災拠点等（公共施設
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等）において、移動用発電機の整備等、避難住民の生活等に必要不可欠な電力の確保を図

る。 

 

 

3-1-⑦ 基幹業務システム等の耐災害性の確保 

【情報政策課】 

〇 大規模災害時においてもシステムの継続利用及び早期復旧ができるように、情報システ

ムの業務継続計画（ＩＣＴ-ＢＣＰ）を策定し、運用する。 

3-1-⑧ 災害対策本部の体制強化 

【危機管理課】 

〇 災害発生時、確実に災害対策業務を実施するため、災害対策本部を設置する市庁舎の防

災機能の充実、災害対策本部の施設、設備等の機能強化を図るとともに、市庁舎が被災等

により災害対策本部としての機能を果たせなくなった場合を想定した代替施設を検討す

る。 

【情報政策課】 

〇 住民基本台帳、固定資産課税台帳、その他個人情報等の電子データ類の保護に努め、災

害発生時においてもデータを喪失しないよう、データのバックアップ体制を強化する。 

 

４大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止  

4-1-① 防災情報の収集機能強化 

【危機管理課】 

〇 災害に対処するために、情報収集、広報活動が迅速かつ的確に行われるよう、市防災行

政無線を中心に、県及び指定地方行政機関等の出先機関、管内の公共的団体等との間に通

信連絡系統を整備し、災害時の通信を確保する。 

 

4-1-② 電源途絶に対する予備電源の確保 

【病院管財課、財産活用課、地域医療課、危機管理課、健康福祉政策課、消防総務課】 

〇 災害時の停電に備え、通信機器が使用できるよう、発電機を整備し電源の確保を図る。

【再掲】 

 

４大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態  

4-2-① 災害情報の伝達手段の多様化 

【危機管理課】 

〇 多様な手段（ インターネット、松戸市安全安心メール配信サービス、アマチュア無線

局、ケーブルテレビ、地上デジタル放送、ＦＭ、テレビ、防災ラジオ、同報系防災行政無

線、広報車、等）をもって信頼性のある情報を収集・伝達する体制を強化するとともに、
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情報をわかりやすく提供するしくみを充実させる。【再掲】 

〇 ポケベル電波を利用したデジタル同報無線等、災害関連情報の伝達手段の多様化等に努

める。【再掲】 

 

【障害福祉課】 

〇 緊急時に迅速かつ適切な対応を図るために、一人暮らしの重度身体障害者等へ緊急通報

装置を貸与し、障害者の安心と安全に寄与する。 

【保育課】 

〇 ＩＣＴを活用し、災害及び児童情報などを児童福祉施設（保育所等）及び保護者へ伝達

する。【再掲】 

 

4-2-② メディアに対する情報提供 

【危機管理課】 

〇 多様な手段（ インターネット、松戸市安全安心メール配信サービス、アマチュア無線

局、ケーブルテレビ、地上デジタル放送、ＦＭ、テレビ、防災ラジオ、同報系防災行政無

線、広報車、等）をもって信頼性のある情報を収集・伝達する体制を強化するとともに、

情報をわかりやすく提供するしくみを充実させる。【再掲】 

 

４大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

４－３ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救

助・支援が遅れる事態  

4-3-① 防災情報の収集機能強化 

【危機管理課、警防課】 

〇 通信施設の耐震化を図るとともに、施設が被災した場合においても、応急の通信が確保

できるよう二次的な通信施設の整備を図る。 

〇 災害に対処するために、情報収集、広報活動が迅速かつ的確に行われるよう、市防災行

政無線を中心に、県及び指定地方行政機関等の出先機関、管内の公共的団体等との間に通

信連絡系統を整備し、災害時の通信を確保する。【再掲】 

〇 市及び防災関係機関は、災害時等に自己の所有する無線通信施設又は一般加入電話等が

使用できないとき、又は使用が困難になった場合における非常通信の活用を図るため、関

東地方非常通信協議会が開催する防災通信講演会等へ参加し、災害発生時の非常通信体制

についての理解を深める。 

 

4-3-② 災害時避難行動要支援者対策の促進 

【地域福祉課】【危機管理課】【消防総務課】 

〇 避難行動要支援者への支援体制の整備 

「避難行動要支援者の避難行動に関する取組指針（内閣府、平成 25 年８月）」、「災害時

要援護者 避難支援の手引き（千葉県、平成 21年 10月）」及び「松戸市避難行動要支援者

避難支援基本方針（平成 27年３月）」に基づき、避難行動要支援者に対する避難支援プラ
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ンを作成し、自主防災組織、消防団、民生委員・児童委員等、地域社会全体で避難行動要

支援者を支援する体制づくりを行う。 

 

4-3-③ 外国人旅行者、住民等に対する災害情報の迅速かつ着実な伝達 

【文化観光国際課、危機管理課】 

〇 言語、生活習慣、防災意識が異なり、日本語の理解が十分でない外国人を要配慮者と位

置づけ、多言語による広報の充実、避難場所等の標識の多言語化、外国人を含めた防災訓

練・防災教育を実施する。また、通訳派遣等に関するボランティア団体との連携などを行

う。 

【危機管理課】 

〇 ピクトグラムを用いた外国人旅行者、住民等に対する災害情報の伝達 

災害時ピクトグラムは、避難所となる施設等に設置する標識であり、文字だけではなく、

図や記号を用いて表現することにより、日本語が読めない外国人等の災害弱者に対しても、

避難情報を正しく伝達することができるため、避難所等への設置を進める。 

 

4-3-④ 大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 

【危機管理課】 

〇 自助・共助の意識を醸成し、自主防災組織、地域防災リーダー、地域防災協力員、消防

団、社会福祉協議会など地域との連携を深める。また、中でも、災害時に援助を必要とす

る人が安心できるような仕組みを地域との連携により構築する。 

 

５大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下  

5-1-① 中小企業に対する資金調達支援 

【商工振興課】 

〇 金融機関と連携し、災害発生時における中小企業の資金調達支援を行う。 

 

5-1-② 沿道建築物の耐震化の促進 

【建築指導課、建築保全課】 

〇 千葉県が指定する緊急輸送道路のほかに、市が定める地震発生時に道路閉塞を防ぐべき

道路に接する建築物を、耐震改修促進法第 14 条第３号の特定建築物として、法による助

言や指導を通じて耐震化を促進する。【再掲】 

 

５大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響   

5-2-① 燃料供給ルートの確保 

【道路維持課】 

〇 大規模災害発生時の燃料供給ルートの途絶を防ぐ。 
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５大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

５－３ 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響    

5-3-① 代替性確保のための道路ネットワークの強化 

【道路建設課】 

〇 市内の道路整備でまちづくり、渋滞の解消、都市防災の強化を目的として選択と集中に

より、効率的な道路整備に努める。 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課、新拠点整備課、街づくり課】 

〇 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の

防止等、防災性の向上を進める。【再掲】 

【道路維持課】 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。【再掲】 

【道路維持課】 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」、「カルバート修繕計画」に基づき、

予防保全型の維持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮

減を行うとともに予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。【再掲】 

 

5-3-② 雪害の予防 

【道路維持課】 

〇 降雪、積雪状況を把握して、道路交通の確保、雪害による被災、警戒等を円滑に行う。

具体的には、職員、除雪業者との連携、路面凍結防止剤の備蓄、道路パトロール車等の滑

り止め装置、道路通行規制に使用する標識等の確保を進める。【再掲】 

 

5-3-③ 交通・輸送対策 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課】 

〇 各道路管理者、警察が連携して道路の状況を把握、共有するとともに、通行規制や応急

復旧を円滑に行う。 

〇 ヘリコプター等、可能な輸送手段を最大限活用するため、陸路・空路のネットワークが

有機的に結合するように輸送環境を確立する。 

 

5-3-④ 沿道建築物の耐震化の促進 

【建築指導課、建築保全課】 

〇 千葉県が指定する緊急輸送道路のほかに、市が定める地震発生時に道路閉塞を防ぐべき

道路に接する建築物を、耐震改修促進法第 14 条第３号の特定建築物として、法による助

言や指導を通じて耐震化を促進する。【再掲】 
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5-3-⑤ 道路の防災対策 

【道路維持課】 

〇 道路及び橋梁の水害予防については、側溝、暗きょの整備、橋脚の補強、崩土の防止等、

平常からその維持補修を行い災害の拡大防止と災害時の交通確保に留意する。 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課、新拠点整備課、街づくり課】 

〇 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の

防止等、防災性の向上を進める。【再掲】 

【道路維持課】 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。【再掲】 

【道路維持課】 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」、「カルバート修繕計画」に基づき、

予防保全型の維持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮

減を行うとともに予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。【再掲】 

【道路建設課】 

〇 市内の道路整備でまちづくり、渋滞の解消、都市防災の強化を目的として選択と集中に

より、効率的な道路整備に努める。【再掲】 

 

５大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

５－４ 食料等の安定供給の停滞   

5-4-① 農地・農業水利施設等の適切な保全管理 

【農政課】 

〇 安定した農業用水を維持するとともに、農地の持つ雨水の貯留や土壌流出の防止など国

土保全機能を保持するため、地域資源である農業水利施設の計画的な整備、補修及び更新

を推進する。 

 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ＬＰガスサプライチ

ェーン等の長期間にわたる機能の停止   

6-1-① 災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援 

【環境政策課】 

〇 災害発生により発電所等が被害を受けた場合、生活・経済活動に必要最低限のエネルギ

ーを供給できない状況が生じることから、生活・経済活動の重要施設への非常用発電機や

自家発電設備の導入を促進するとともに、エネルギー供給源の多様化を図るため、コージ

ェネレーション、燃料電池、再生可能エネルギー等の地域における自立・分散型エネルギ

ーの導入を促進する。 
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【地域福祉課】 

〇 不測の事態（災害等）により、電力供給が断たれた場合における緊急時火葬機能を確保

するため、発電設備の設置を図る。 

 

【健康福祉会館】 

〇 地域防災計画により災害時の避難施設等として位置づけられた福祉施設において、平時

の温室効果ガス排出抑制及び災害時においてもエネルギー供給を受けることにより、事業

継続性の向上に寄与する再生可能エネルギー設備の設置を検討する。 

 

6-1-② 災害時石油供給連携計画の実効性確保 

【危機管理課】 

〇 訓練への参加等により災害時石油供給連携計画の実効性の確保を図る。 

 

6-1-③ ライフライン事業者等との連携強化 

【危機管理課】 

〇 大規模災害発生後の電力や石油等の早期供給体制を構築するため、県内の防災・危機管

理関係機関等との連携強化を図り、国、県、市町村、ライフライン事業者と連携した総合

防災訓練等を定期的に実施する。 

〇 関係機関から得た航空写真、地図情報等については、被害状況の早期把握のため、必要

に応じて、ライフライン関係者に提供し、情報連携を図る。 

 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止   

6-2-① 上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 

【水道部総務課、工務課】 

〇 災害に強い水道施設を構築していくために、重要度の高い基幹管路の耐震化と優先度の

高い老朽管の耐震化を推進する。【再掲】 

〇 あらゆる災害が発生した場合でも給水を止めないように、危機管理マニュアルの確認や

重要給水拠点の把握に日常から努めるとともに、応急給水資機材の充実、給水訓練の実施

など、災害に備えた体制の強化を図る。また、市営水道と隣接事業体等との災害時応援体

制を確立し、物資や給水の相互融通の拡充を図る。【再掲】 

 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止   

6-3-① 下水道ＢＣＰの策定 

【下水道整備課、下水道維持課】 

〇 災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に努めるとともに、
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防災訓練の実施、復旧計画の策定、サプライチェーンの確保等の事業継続マネジメント（Ｂ

ＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努める。【再掲】 

 

6-3-② 下水道施設の耐震 

【下水道整備課、下水道維持課】 

〇 下水道施設において、災害時に汚水処理機能が確保できるように施設の耐震化を図る。

また、終末処理場施設で特に破損しやすい継手部の補強を行うことにより、漏水を防止し、

地震時における汚水処理機能を確保する。 

〇 被災時に他の流域下水道との相互協力が可能な連携を進める。 

〇 下水道総合地震対策計画に基づき事業を実施する。 

 

6-3-③ 下水道施設の戦略的維持管理・更新 

【下水道整備課】【下水道維持課】 

〇 令和元年に策定された「松戸市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、下水道施

設を計画的かつ効率的に管理する。 

 

6-3-④ 一般廃棄物処理施設の老朽化対策 

【廃棄物対策課、和名ケ谷クリーンセンター、東部クリーンセンター、日暮クリーンセンター】 

〇 計画的な補修・更新を行うとともに、適切な維持管理を実施する。 

 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６－４ 基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期間にわたる機能停止   

6-4-① 代替性確保のための道路ネットワークの強化 

【道路建設課】 

〇 市内の道路整備でまちづくり、渋滞の解消、都市防災の強化を目的として選択と集中に

より、効率的な道路整備に努める。【再掲】 

〇 道路は、災害時の緊急輸送のみならず火災の延焼防止機能を有している。そのため、幹

線道路となる広幅員の道路については、都市の構造、交通機能を防災上の観点からも検討

し、必要性と効果の高い路線から整備を進めるものとする。【再掲】 

〇 県の指定する緊急輸送道路を補完し、避難場所、医療機関、主要公共施設を結ぶ道路を

選定し、その整備推進を図る。【再掲】 

〇 緊急輸送道路等における障害物の除去等応急復旧に必要な人材や資器材を確保するた

めに、建設事業者等と協定を締結するなど交通を確保する協力体制を整備する。【再掲】 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課、新拠点整備課、街づくり課】 

〇 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の

防止等、防災性の向上を進める。【再掲】 

【道路維持課】 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進
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するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。【再掲】 

【道路維持課】 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」、「カルバート修繕計画」に基づき、

予防保全型の維持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮

減を行うとともに予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。【再掲】 

 

6-4-② 緊急輸送道路を含む沿道等の整備と適切な維持管理 

【道路維持課、道路建設課、建築指導課、建築保全課】 

〇 主要な生活道路の整備などにより消防活動が困難な区域を解消するとともに、市民の避

難路を確保する。避難路および緊急輸送路となる幹線道路の整備を推進し、あわせて沿道

の建物の不燃化や耐震化を促進する。 

【道路維持課】 

〇 防災上重要な路線を重点的に、法面の安全対策を推進し、必要な補修を計画的に実施す

る。 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。【再掲】 

【みどりと花の課】 

〇 街路樹が災害時の通行障害を引き起こさないように、街路樹の適正な維持管理に努める。 

 

6-4-③ 道路施設の老朽化対策 

【道路維持課】  

〇 損傷が顕在化してから修繕を実施する対症療法型から損傷が顕在化する前に計画的な

修繕を実施する予防保全型の維持管理に転換することで、長寿命化や維持管理コストの縮

減を図る。【再掲】 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」、「カルバート修繕計画」、「道路附属

物長寿命化修繕計画（道路照明、道路標識）」、「舗装修繕計画」に基づき、予防保全型の維

持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減を行うととも

に予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。【再掲】 

 

6-4-④ 道路の法面対策 

【道路維持課】 

〇 本市においては、“地域の防災計画上の位置付け”として災害時重要路線に該当する構

造物、“他の構造物や施設への影響度”として鉄道、病院、避難所（主に学校）の近傍にあ

る構造物は「重要度１」に位置付けられ、これらの法面対策を着実に推進する。また、「松

戸市法面等修繕計画」に基づいた計画的な法面の補修、施設の更新を行う。【再掲】 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行



 

58 

う。【再掲】 

 

6-4-⑤ 道路橋梁の長寿命化 

【道路維持課】 

〇 橋梁の長寿命化を図るとともに、市街地や主要路線上の老朽橋及び耐荷力の不足してい

る橋梁についても、架替・補修等の整備促進を図る。【再掲】 

〇 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」に基づき、予防保全型の維持管理の

採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減を行うとともに予算の

平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。【再掲】 

 

6-4-⑥ 緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化 

【建築指導課、建築保全課】 

〇 千葉県が指定する緊急輸送道路のほかに、市が定める地震発生時に道路閉塞を防ぐべき

道路に接する建築物を、耐震改修促進法第 14 条第３号の特定建築物として、法による助

言や指導を通じて耐震化を促進する。【再掲】 

 

6-4-⑦ 無電柱化の推進 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課、新拠点整備課、街づくり課】 

〇 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の

防止等、防災性の向上を進める。【再掲】 

 

 

6-4-⑧ 輸送ルートの確保 

【危機管理課、建設総務課、道路維持課】 

〇 県の指定する緊急輸送道路を補完し、避難場所、医療機関、主要公共施設を結ぶ道路を

選定し、その整備推進を図る。【再掲】 

〇 緊急輸送道路等における障害物の除去等応急復旧に必要な人材や資器材を確保するた

めに、建設事業者等と協定を締結するなど交通を確保する協力体制を整備する。【再掲】 

【危機管理課】 

〇 陸上輸送 

災害時の緊急輸送が円滑に行えるよう運送事業者等との協定を締結する。また、市有車

両の配備計画を事前に作成するとともに、緊急通行車両の事前届け出手続きを行う。 

【危機管理課、警防課】 

〇 航空輸送 

災害時にヘリコプターの離着陸が可能な施設を把握する。特に、使用の際に混乱が予想

される避難所の臨時離発着場については、避難住民の安全性等を考慮し避難場所と臨時離

発着場の区別等所要の措置を講じる。【再掲】 

【河川清流課】 

〇 水上輸送 
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災害時に水上輸送が有効な場合は、自衛隊及び船舶保有者による水上輸送を実施する。

【再掲】 

 

6-4-⑨ 緊急輸送のための交通の確保 

【危機管理課、道路維持課、建設総務課】 

〇 緊急輸送道路等における障害物の除去等応急復旧に必要な人材や資器材を確保するた

めに、建設事業者等と協定を締結するなど交通を確保する協力体制を整備する。 

 

6-4-⑩ 輸送手段の確保 

【交通政策課】 

〇 災害時において臨時バスやタクシーなどの代替輸送手段を確保するため、関係機関や事

業者との協力体制の確保に努める。 

【危機管理課、警防課、河川清流課】 

〇 ヘリコプター等、可能な輸送手段を最大限活用するため、陸路・空路のネットワークが

有機的に結合するように輸送環境を確立する。【再掲】 

【危機管理課】 

〇 陸上輸送 

災害時の緊急輸送が円滑に行えるよう運送事業者等との協定を締結する。また、市有車

両の配備計画を事前に作成するとともに、緊急通行車両の事前届け出手続きを行う。【再

掲】 

 

 

【危機管理課、警防課】 

〇 航空輸送 

災害時にヘリコプターの離着陸が可能な施設を把握する。特に、使用の際に混乱が予想

される避難所の臨時離発着場については、避難住民の安全性等を考慮し避難場所と臨時離

発着場の区別等所要の措置を講じる。【再掲】 

 

【河川清流課】 

〇 水上輸送 

災害時に水上輸送が有効な場合は、自衛隊及び船舶保有者による水上輸送を実施する。

【再掲】 

 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６－５ 防災インフラの長期間にわたる機能不全  

6-5-① 水門等の防災インフラの耐震化・液状化対策 

【河川清流課】 

〇 大規模地震想定地域等における水門等の防災インフラについては、完了に向けて計画的
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かつ着実に耐震化・液状化対策等を推進する。 

 

6-5-② 防災インフラの速やかな復旧策 

【危機管理課】 

〇 大規模災害時に防災インフラを速やかに復旧するために、広域的な応援体制、地域建設

業等の防災減災の担い手確保、ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥの体制・機能の拡充・強化、迅速な応

急・災害復旧のための地方公共団体への研修や講習会、技術支援等に参加し、各対策部に

て取り組めるようにする。 

 

6-5-③ 関係機関への情報共有 

【危機管理課】 

〇 市の総合防災情報システム、統合災害情報システム等により、関係機関における情報共

有を円滑に進める。 

 

７制御不能な二次災害を発生させない 

７－１ 地震に伴う市街地での大規模火災の発生による多数の死傷者の発生  

7-1-① 延焼防止等に資する緑地の確保 

【公園緑地課、みどりと花の課】 

〇 緑地や生産緑地を保全し生活環境を整備するとともに、火災の延焼防止機能をあわせも

つようにする。このため、市内の樹林地は基本的に全て保全対象とし、樹林地の重要性に

応じて、松戸市緑の条例に基づく「保全樹林地区」・「特別保全樹林地区」・「保護樹木」の

指定や、都市緑地法に基づく「市民緑地」、「特別緑地保全地区」の指定をするなど、段階

的に保全に取り組む。また、江戸川沿いの斜面林については、引き続き「特別緑地保全地

区」の指定を進め、保全を図る。 

〇 都市公園等のオープンスペースは、災害時における延焼防止、避難場所や救援活動の拠

点として重要な役割を持っていることから、これらが不足する地域において、計画的に都

市公園等の整備を行い防災機能の充実に努める。また、帰宅困難者の支援スポットとして

活用する。【再掲】 

 

7-1-② 都市防災機能を有する街路の整備推進 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課】 

〇 道路は、災害時の緊急輸送のみならず火災の延焼防止機能を有している。そのため幹線

道路となる広幅員の道路については、都市の構造、交通機能を防災上の観点からも検討し、

必要性と効果の高い路線から整備を進めるものとする。【再掲】 

 

7-1-③ 救助活動能力の強化 

【消防総務課】 

〇 消防団の強化・活性化を図るため、消防団員の確保、資器材等の装備の整備拡充を図る

とともに、消防センターの施設管理を行い、地域の防災機能の充実・強化を図る。【再掲】 
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【警防課】 

〇 資機材等の充実に努め、処遇、装備の改善を行い、活動の充実を目指して自主防災組織

等と協力し地域防災力の強化を図る。 

【危機管理課、予防課】  

〇 十分な活動ができるよう防災知識の普及、自主防災組織の訓練への指導・助言を行うと

ともに、日頃から地域活動に大きな役割を果たしている女性の経験・能力を活用するなど、

防災行動力の向上を図る。また、自主防災組織のリーダーを対象とした研修会等への参加

を促し、対応力の向上を図る。特に、地域防災の指導的な役割を担い、災害発生時には、

消火活動、被災者の救出・救護その他災害救助活動を迅速かつ効果的に実践できるよう、

自主防災組織の構成員から地域防災リーダーを委嘱し、計画的に研修会を実施し育成する。

【再掲】 

【危機管理課】 

〇 松戸市自主防災組織補助金交付要綱に基づき、自主防災組織に対して防災資器材の購入

を助成し、活動を支援する。【再掲】 

〇 災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動と

して住民自ら初期消火、救出・救護、避難誘導等を行う組織の 100％結成を促進する。【再

掲】 

 

7-1-④ 火災予防対策等の推進 

【予防課】 

〇 それぞれの建物に適した火災予防を講じさせるとともに、火災原因調査技術の強化をよ

り一層高めて、安全安心な情報を積極的に発信することにより、出火防止及び被害の軽減

を図る。【再掲】 

〇 事業所等の火災予防啓発をより一層深めるとともに、違反対象物に対して強力な指導を

行っていく。【再掲】  

〇 全ての一般住宅への設置が義務付けられた住宅用火災警報器の設置促進にむけ、啓発活

動を推進する。【再掲】 

7-1-⑤ 高層建築物等における災害対策 

【警防課】 

〇 「松戸市緊急離着陸場等設置指導基準」に基づき、ヘリコプターの屋上緊急離着陸場等

を設置する。 

 

7-1-⑥ 地域防災力の向上 

【危機管理課】 

〇 防災組織の整備 

防災関係機関との緊密な連携のもとに、災害対策を的確かつ効果的に実施できるよう体

制の整備に努める。【再掲】 

〇 自主防災組織の結成促進及び育成・強化 

災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動と
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して住民自ら初期消火、救出・救護、避難誘導等を行うことが必要であり、組織の 100％

結成を促進する。【再掲】 

【危機管理課】 

〇 防災教育の普及推進 

パートナー講座や地域で実施する避難所開設運営訓練等を活用し、地域住民へ正しい防

災知識を普及するとともに、市職員（避難所直行職員）及び消防団等を地区で行う防災活

動や訓練等に積極的に参加を求め、地域住民を含めた市全体の防災意識及び地域の防災力

の向上に努める。学校等の教育機関においては、災害発生時には児童生徒が自らの判断の

もとに適切な対応や避難が実施できる力を養うため、家庭や地域、行政等と連携し、防災

に関する教育の充実を図る。【再掲】 

〇 防災広報の充実 

災害による被害を最小限にとどめるためには、住民一人ひとりが災害についての正しい

知識を持ち、的確な行動がとれるようにすることが必要である。このため、市及び関係機

関は、防災知識の普及と啓発に努める。特に、高齢者、障害者、外国人等の要配慮者への

広報に配慮し、わかりやすい広報資料の作成に努める。【再掲】 

〇 性別の違いにより、災害から受ける影響の違い、ニーズの違いなどに十分配慮された災

害対応が必要であるため、「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点から

の防災・復興ガイドライン（内閣府、令和２年５月）」に基づき防災計画等の防災計画等の

検討段階における女性の参画を進め、女性の視点を取り入れた防災体制や環境を充実させ

る。また、女性防災リーダーや女性の防災の担い手を育成するため、男女共同参画課、松

戸市男女共同参画推進団体等と連携し、女性視点の防災に関する知識の普及、啓発、ネッ

トワークづくりを推進する。【再掲】 

 

【建築指導課】 

〇 市は、建築物の所有者等の意識啓発を図るため、発生のおそれがある地震の概要と地震

による危険性の程度等を記載した地図（地震ハザードマップ）を公表している。この地震

ハザードマップの内容は、地震による揺れやすさについて、個々の建築物の所在地が認識

可能となる程度の内容のものとして公表し、市民の防災意識の向上を図っていく。【再掲】 

【建築指導課】 

〇 市では、県との協力に基づいて自治会や町内会を通じて、耐震化の促進のための相談会

の開催やパンフレット配布等を行い耐震化の促進を図る。【再掲】 

 

７制御不能な二次災害を発生させない 

７－２ 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺  

7-2-① 沿道建築物の耐震化の推進 

【道路維持課、建築指導課、建築保全課、道路建設課】 

〇 主要な生活道路の整備などにより消防活動が困難な区域を解消するとともに、市民の避

難路を確保する。避難路および緊急輸送路となる幹線道路の整備を推進し、あわせて建物

の不燃化や耐震化を促進する。【再掲】 
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〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。【再掲】  

〇 「道路附属物長寿命化修繕計画（道路照明、道路標識）」、「舗装修繕計画」に基づき、予

防保全型の維持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減

を行うとともに予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課、新拠点整備課、街づくり課】 

〇 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の

防止等、防災性の向上を進める。【再掲】 

【道路維持課】 

〇 防災上重要な路線を重点的に、法面の安全対策を推進し、必要な補修を計画的に実施す

る。【再掲】 

【建築指導課、建築保全課】 

〇 千葉県が指定する緊急輸送道路のほかに、市が定める地震発生時に道路閉塞を防ぐべき

道路に接する建築物を、耐震改修促進法第 14 条第３号の特定建築物として、法による助

言や指導を通じて耐震化を促進する。【再掲】 

 

7-2-② 関係機関の耐災害性の向上 

【警防課】 

〇 被害により人材、資機材、通信基盤を含む行政機能が低下し、災害時における救助、救

急活動等が十分になされないおそれがあることから、それらの設備等の耐災害性の向上を

図る。 
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７制御不能な二次災害を発生させない 

７－３ 防災インフラ等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出物の流出による多数の死傷者の

発生  

7-3-① 土砂災害防止法に基づく対策の推進 

【危機管理課】 

〇 県及び市は、土砂災害が発生するおそれのある区域を明らかにし、警戒避難体制の整備

や一定の行為の制限を行うことを趣旨とする「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律」に基づき、土砂災害警戒区域等の危険箇所の実態を調査し、必

要な手続きを推進する。【再掲】 

〇 市は、土砂災害から住民の生命及び身体を守るため、災害情報の伝達、避難に関する警

戒避難体制を進める。特に、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、病弱者等の要配慮者の円

滑な避難に資するための土砂災害に関する情報等の伝達体制を整備する。 

〇 土砂災害発生のおそれのある場所については、松戸市防災マップの作成、広報紙、県の

作成したパンフレットの配布、説明会の開催等により周辺住民に対し周知徹底を図り、併

せて広く市民への周知に努める。【再掲】 

〇 土砂災害警戒情報や千葉県土砂災害警戒情報システムの活用、千葉県がインターネット

で公表している土砂災害危険箇所等についても周知する。【再掲】 

【危機管理課】 

〇 土砂災害警戒区域にかかる要配慮者利用施設で円滑な避難を要する施設の名称及び所

在地を松戸市地域防災計画（資料編）に記載するとともに、当該施設の管理者等に対して

避難確保計画の作成・提出、避難訓練の実施を促進する。【再掲】 

 

7-3-② 急傾斜地崩壊対策 

【道路維持課、危機管理課、建築審査課】 

〇 急傾斜地崩壊危険区域は、建築基準法による災害危険区域にも指定されるため、区域内

の建築制限を徹底し、市は、必要に応じて「がけ地近接等危険住宅移転事業制度」等によ

り移転を促進する。【再掲】 

 

 

【道路維持課】 

〇 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進

するとともに、「松戸市法面等修繕計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行

う。【再掲】 

 

7-3-③ 宅地造成工事規制区域内の保全対策 

【住宅政策課】 

〇 市は県と連携して、規制区域内の土地に、がけ崩れや土砂の流出等の災害の生じるおそれ

があった場合、その所有者、管理者、占有者等に対して速やかに必要な措置を講じるよう指

導するとともに、宅地防災工事融資制度の活用により、改善措置の推進に努める。【再掲】 
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７制御不能な二次災害を発生させない 

７－４ 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

7-4-② 危険物による危害防止 

【予防課】 

〇 県及び関係機関の指導に基づいて、災害発生時に有効な防災活動を行い、二次災害の発

生を防止し被害の軽減を図るため、防災体制を確立する。 

〇 危険物及び指定可燃物について、消防法その他法令に基づき立入検査を行い、法令に定

める基準に不適合な場合は、改修、移転など危険物等の規制を実施する。 

〇 事業所防災対策の強化 

危険物施設の管理者等に対し、危険物施設の規模に応じて、危険物保安監督者等の選任、

予防規程等の作成、消防用設備等の設置、防災訓練等を指導する。 

 

７制御不能な二次災害を発生させない 

７－５ 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

7-5-① 農地等の適切な保全管理 

【農政課】 

〇 農地等の有する多面的機能を維持していくため、地域が共同で行う保全活動への支援を

行う。 

 

【みどりと花の課、農政課】 

〇 樹林地が有する公益的機能を維持していくために、市内に残された樹林地を保全する。 

 

８大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する  

８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態   

8-1-① 災害廃棄物処理計画の策定と円滑な処理の推進 

【廃棄物対策課】 

〇 平成 27 年に策定された「松戸市震災廃棄物処理計画」について、必要に応じて見直し

をする。 

 

8-1-② 一般廃棄物処理施設の防災機能の向上 

【廃棄物対策課】 

〇 市の一般廃棄物処理施設の耐震化等を進め、損壊を防止する。施設損壊の場合は、早急

に復旧させる。 

 

8-1-③ 災害廃棄物を仮置きするストックヤードの確保 

【廃棄物対策課】 

〇 がれきの再利用・再資源化、中間処理あるいは最終処分するまでに一時的に保管するた

めの仮置場を確保し、運用する。  



 

66 

〇 仮置場での分別の徹底や民間の再資源化施設の活用等で、がれきの再利用・再資源化を

可能な限り推進し、最終処分量の削減を図る。 

 

8-1-④ 災害廃棄物処理の支援体制の構築 

【廃棄物対策課】 

〇 大量に発生する災害廃棄物の運搬・分別・処分を円滑に進めるため、自治体間や民間団

体との協力体制を構築し、連携強化を図る。 

 

８大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する  

８－２ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不

足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態   

8-2-① 関係機関との災害対応訓練の実施 

【危機管理課】 

〇 防災関係機関、県等と連携して、住民、事業所等も参加する実践的な総合防災訓練を実

施する。実施の時期については、毎年 11 月の第２週の土曜日を基準とした適切な時期に

実施し、定着化を図る。【再掲】 

 

8-2-② 防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

【危機管理課】 

〇 発災時に各種団体との応急業務協定が有効に機能するよう、あらゆる災害を想定した防

災訓練等を実施することにより、災害応急業務協定による対応強化を図る。 

 

8-2-③ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等との連携強化 

【危機管理課】 

〇 国から派遣されるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連携強化を推進し、復旧を迅速

に行える応急態勢の充実を図る。【再掲】 

 

8-2-④ 道路機能の確保 

【建設総務課、道路維持課】 

〇 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を

実施し道路の機能を確保する。【再掲】 

 

8-2-⑤ 防災を担う人材の育成 

【危機管理課】 

〇 県、日本赤十字社千葉県支部等が開催する研修会や講習会への参加を促し、ボランティ

アリーダーやコーディネーターの養成を進める。【再掲】 

〇 十分な活動ができるよう防災知識の普及、自主防災組織の訓練への指導・助言を行うと

ともに、日頃から地域活動に大きな役割を果たしている女性の経験・能力を活用するなど、

防災行動力の向上を図る。 
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また、自主防災組織のリーダーを対象とした研修会等への参加を促し、対応力の向上を

図る。特に、地域防災の指導的な役割を担い、災害発生時には、消火活動、被災者の救出・

救護その他災害救助活動を迅速かつ効果的に実践できるよう、自主防災組織の構成員から

地域防災リーダーを委嘱し、計画的に研修会を実施し育成する。【再掲】 

 

8-2-⑥ 建物被害認定体制の充実 

【税制課、市民税課、固定資産税課、収納課、債権管理課、危機管理課】 

〇 地震発生後できる限り早期に被災家屋の調査を行い、被災者の生活再建の根拠となる罹

災証明書の発行ができる体制を整える。 

 

8-2-⑦ 地区防災計画制度の普及・啓発 

【危機管理課】 

〇 地域の防災力の向上を図るため、町会・自治会、自主防災組織等を対象に、地区内の居

住者及び事業者等が共同して行う防災活動、訓練、備蓄等の計画（以下「地区防災計画」

という。）の作成を促進し、各地区の共助による計画的な防災活動の推進を図る。このた

め、「地区防災計画ガイドライン」（内閣府 平成２６年３月）や地区防災計画の事例等を活

用し、自治会や自主防災組織等に計画の作成方法、手順、提案の手続き等を普及、啓発す

る。 

 

８大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する  

８－３ 広域・長期にわたる浸水被害等の発生により復興が大幅に遅れる事態   

8-3-① 生活再建支援 

【会計課・財政課・契約課・技術管理課、財産活用課】 

〇 住民生活安定対策計画 

被災者の生活再建を促進するため、市及び関係機関は、生活再建支援策を速やかに周知

し、手続きの円滑化を図る。 

【各部・各班】 

〇 生活関連施設の復旧計画 

災害発生後、被災した施設の原形復旧に併せて、再度災害の発生を防止するため、必要

な施設の設計又は改良を行う等、将来の災害に備える事業計画を作成し、早期復旧を目標

にその実現を図る。 

【政策推進課】 

〇 災害復興支援 

再建の途上にある住民や企業者、その他関係機関が積極的に復興事業に参画できる条件

や環境の整備を速やかに行い、調整及び合意形成を十分に行う。 

8-3-② 被災者台帳の整備・推進 

【危機管理課】 

〇 被災者の援護の総合的かつ効率的な実施を図るため、被災者台帳の作成を円滑に行う体

制を確立する。 
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【各部・各班、関係機関】 

〇 関係各班は連携して被災者への各種援護措置を実施し、被災者ごとの被害状況や援護の

実施状況等の情報を被災者台帳に整理し、被災状況に応じて被災者が受けられる援護措置

に漏れなどがないか確認する。なお、災害救助法による救助が行われたときは、災害救助

法第 30 条の規定により、必要に応じて県に対して被災者に関する情報提供を要請する。

【再掲】 

 

8-3-③ 行政機関等の機能低下回避 

【危機管理課、消防企画課 】 

〇 「松戸市業務継続計画」を策定し、大規模災害時にあっても行政機能が早期復旧するた

めの事前対策を推進する。 

〇 大規模な地震が発生した場合に、少ない職員でも災害状況に応じて的確に非常時優先業

務を遂行できるよう、平常時から訓練を実施するなど習熟度を高めておく。 

 

８大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する  

８－４ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰

退・損失   

8-4-① 文化財の防火対策 

【社会教育課、博物館、戸定歴史館】 

〇 文化財の所有者又は管理者は、火災の発生を報知し、迅速な消火活動ができるよう設備

の設置・整備を行うとともに、火災の発生を未然に防止するため、適切な防火管理を行う。 

〇 国指定重要文化財（建造物）である「戸定邸」について、防火防災耐震化等の施設整備

を実施する。【再掲】 

 

８大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する  

８－５ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態   

8-5-① 応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備の推進 

【住宅政策課】 

〇 災害時における応急仮設住宅の建設及び民間賃貸住宅の提供について協力体制の整備

を推進する。 

 

8-5-② 被災者の住宅の復興支援 

【危機管理課、税制課、市民税課、固定資産税課、収納課、債権管理課、住宅政策課】 

〇 地震発生後できる限り早期に被災家屋の調査を行い、被災者の生活再建の根拠となる罹

災証明書の発行ができる体制を整える。【再掲】 

【住宅政策課、廃棄物対策課】 

〇 国、千葉県の支援内容にしたがって、地震発生後、できる限り早期に家屋の解体撤去を

実施するとともに、住宅を失った被災者がいる場合、応急仮設住宅の建築、空き家のあっ

せんなど、必要に応じた被災者の支援を実施する。 
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【住宅政策課】 

〇 公営賃貸住宅の空き家のあっせんなど被災者の住宅確保を支援する。 

 

８大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する  

８－６ 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による経済等への甚大な影

響   

8-6-① 国内外への情報発信 

【広報広聴課、環境保全課】 

〇 国及び県等と連携し、各種モニタリング結果や放射能に関する正しい知識を、広く正確

にわかりやすく広報することにより風評被害の発生を抑制する。 
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３－３ 施策分野ごとの推進方針 

 

脆弱性評価結果に基づき、各々の「起きてはならない最悪の事態」及び脆弱性評価を行うに

あたって設定した 10 項目の個別施策分野と４つの横断的分野について、今後必要となる施策

を検討し、推進方針（施策の策定にかかる基本的な指針）として整理した。（巻末の資料４に示

す。） 

 

 

 

３－４ 今後の防災・減災対策の方針 

 

本市は、防災・減災対策の充実した地域づくりを進めることで、安全で安心して暮らせるま

ちづくりの実現を目指している。今後の本市の国土強靭化は、以下の方針で取り組みを推進す

る。 

 

〇 江戸川河道掘削や堤防整備 

〇 河川・水路・雨水管の改修事業の促進 

〇 避難路や緊急輸送路となる幹線道路の整備 

〇 無電柱化の推進 

〇 江戸川低地部での垂直避難場所の確保と氾濫時の台地部への避難誘導も含めた防災まち

づくりの検討 

〇 木造住宅の密度が高い市街地の防災性の向上、住環境の改善 

〇 公共施設の耐震化の推進 

〇 雨水浸透施設・貯留施設の整備 

〇 避難場所・避難所の機能の強化 

〇 都市公園等のオープンスペースの防災機能の強化 

〇 リアルタイム災害情報配信サービスの構築 

〇 ハザードマップの作成・公表 

〇 マイタイムライン等の活用の啓発 

〇 自主防災組織等の活性化、地区防災計画の普及 
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４－１ 進捗状況の把握 

 

（１）施策の推進 

本市の国土強靱化は、いかなる大規模自然災害等が発生しても、人命の保護が最大限図られ、

様々な重要機能が機能不全に陥らず、迅速な復旧・復興を可能にするための事前対策であり、

その取組は広範な各課の所掌にまたがる。 

したがって、市地域計画に位置づける施策の推進に当たっては、庁内の全庁横断的な体制の

もと、県をはじめ、国の関係組織、近隣市町等の地方公共団体、自主防災組織等の地域組織、

民間事業者等と連携・協力しながら進めていく。 

 

（２）ＰＤＣＡサイクル 

本市の国土強靱化に向けては、国基本計画及び県地域計画と絶えず整合性を保つとともに、

市地域計画に掲げる関連施策を総合的かつ計画的に実施することが必要である。 

そのためには、施策の進捗状況等を定期的に把握、検証し、必要に応じて見直しを行う等、

ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクルを繰り返して取組を推進していくとともに、新

たな施策展開を図っていくものとする。 

 

●ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 計画の推進と見直し 

PDCAサイクル 

による継続的改善 

ＰＬＡＮ 

①地域を強靱化する上での事前に備えるべき目標の明確化 

②リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）の設定 

③脆弱ポイントの分析・評価・検証 

④リスクに対する取組、対応方策の検討 

ＣＨＥＣＫ 

①結果の評価 

②関連施策の進捗状況を管理 

ＤＯ 

①総合的かつ計画的に実施 

 

 

ＡＣＴ 

①施策の見直し、改善 

②新たな施策の展開 
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【資料１】リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）ごとの脆弱性

評価結果 
 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数

が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生 

脆弱性評価結果 

〇 地震対策の推進 

・ 松戸市地域防災計画（令和３年１月改正版）によると、想定地震による建物被害、火災、人的被害、ライフラ

イン被害等として、約 4,800 人が死傷し、２万人以上が避難すると予想されており、地震による被害軽減施策を

進める必要がある。 

〇 液状化 

・ 大地震が発生した場合、江戸川沿いの低地や谷底平野では液状化が発生する可能性が非常に高い。このため、

調査結果の周知等により、耐震化とあわせて液状化対策を促進することが重要である。 

〇 火災予防対策等の推進 

・ 本市における防火対象物数は、既存建物の老朽化による建替え等も含め、今後微増する。また、各種技術の進

歩等により今後も防火対象物あるいは危険物施設は、構造の多様化、管理形態の多様化が予想されることから、

それぞれの建物に適した火災予防を講じる必要がある。 

〇 要配慮者等への災害情報の伝達 

・ 要配慮者等への災害情報の伝達を確実に行う必要がある。 

〇 宅地の耐震化の推進 

・ 大規模地震時に被害を受けやすい大規模盛土造成地の有無を調査し、その結果を公表し、住宅造成地に伴う災

害に対する市民の理解を深める必要がある。 

〇 防災上懸念のある地域等の改善 

・ 大規模火災のリスクの低減等のために、道路等の交通基盤整備が不十分な地域や、木造住宅の密度が高い地域

等について、被害低減のための改善整備について取り組む必要がある。また、地震により沿道建築物が倒壊し、道

路を閉塞する恐れがあることから、対象となる建築物を明確にし、対策を行う必要がある。 

〇 緊急時の避難路等の整備 

・ 狭あいの道路が多くある市街地等は、地域住民の避難や救助活動、必要物資の運搬等、災害時の活動を円滑

に進めるために道路等を面的に整備する必要がある。 

〇 無電柱化の推進 

・ 大規模災害時に液状化や建物損壊等による被害を受けやすい電柱については、松戸市無電柱化を推進し、ライフ

ラインの確保や道路閉塞の防止等、防災性の向上を図る必要がある。 

〇 地域防災力の向上 

・ 地域一丸となった災害対応体制を構築するため、消防団や自主防災組織等の充実強化や防災教育の推進、家

庭内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自助・共助を促す取組みを促進し、地域防災力の向上を図る必

要がある。 

〇 住宅・建築物の耐震化の促進 

• 住宅の耐震化率は約 84％（R2）であるが、耐震化の必要性に対する認識不足、耐震診断及び耐震改修の経

済的負担が大きいことから、目標達成に向けてきめ細かな対策が必要である。 

• 庁舎、病院、学校等の公共建築物は、応急活動拠点として活用されるため、重点的に耐震化を推進する必要が
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ある。 

• つり天井など非構造部材等について安全対策を推進する必要がある。 

〇 医療施設の耐震化 

• 病院の耐震化を促進する必要がある。 

〇 社会福祉施設の耐震化 

• 社会福祉施設は、自ら避難することが困難な方が多く利用している施設であり、施設の耐震化等により安全性を確

保し、安心して暮らせる環境づくりを推進する必要がある。 

〇 被災宅地危険度判定の充実 

• 大規模地震や豪雨などによる災害後の宅地の二次災害防止のため、被災宅地の危険度判定を適切に実施する

判定士の養成や判定体制の整備充実を図る必要がある。 

〇 被災建築物応急危険度判定の充実 

• 行政職員だけでは対応が困難となるような、大規模な地震発生後の被災建築物応急危険度判定が、迅速かつ円

滑に実施されるよう、行政職員と併せて民間の建築士等を被災建築物応急危険度判定士として養成する必要が

ある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

１－２ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水等による多数の

死傷者の発生 

脆弱性評価結果 

〇 大規模水害対策の推進 

・ 洪水ハザードマップや内水ハザードマップ等の各種ハザードマップの作成支援をはじめとしたソフト対策を推進する必

要がある。 

・ 水防法の改定（H27.7）に伴う浸水想定を踏まえ、想定し得る最大規模の洪水に対する避難体制等の充実と

強化が必要である。 

〇 洪水ハザードマップの作成支援等減災対策 

• 現行の洪水に係る浸水想定区域の公表や洪水ハザードマップの作成を行っているところであるが、平成 27 年７月

に水防法の改定があり、浸水想定の設定をすることとなったことに伴い、想定し得る最大規模の洪水に対する避難

体制等の充実と強化が必要である。 

〇 内水ハザードマップの作成支援等減災対策 

• これまでも内水ハザードマップの作成が行われていたところであるが、平成 27 年７月に水防法の改定があり、浸水想

定の見直しを図ることとなったことに伴い、想定し得る最大規模の内水に対する避難体制等の充実と強化が必要で

ある。 

〇 河川管理施設の維持管理・更新 

• 河川管理施設（排水機場及び水門・樋門・樋管、水防倉庫等）は、河川維持管理計画を作成し、巡視・点検

を行い、管理に資する必要がある。 

〇 雨量・河川水位の情報伝達 

• 頻発する局地的豪雨による被害を最小限にするため、雨量・河川水位の的確な情報提供を行う必要がある。 

〇 下水道施設の耐震対策 

・ 大規模地震による汚水処理施設の被害を最小限にするため、耐震化を着実に推進する必要がある。 

〇 広域的避難の枠組み整備 

• 想定外の大規模災害から市民を広域的に避難させる枠組みの整備に向け、他都県市町等の関係機関と連携協
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力しながら検討を進める必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

１－３ 大規模な火山噴火・土砂災害等による多数の死傷者の発生 

脆弱性評価結果 

〇 激甚化する自然災害に備えた土砂災害対策 

・ 本市地域には急傾斜地崩壊危険箇所があり、そのうち急傾斜地崩壊危険区域に指定され保全措置等がなされて

いる。ハード整備とともに砂防事業には費用と時間を要するため、警戒避難体制の整備等のソフト対策を充実させ、

効果的に対策を推進していく必要がある。 

〇 土砂災害警戒区域の指定による警戒避難体制の整備等への支援 

• 土砂災害防止法が改正され、おおむね５年程度で基礎調査を完了させることから、今後、急速な区域指定の進

捗が見込まれるため、警戒避難体制の整備等について、支援する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

１－４ 暴風雪に伴う多数の死傷者の発生 

脆弱性評価結果 

〇 災害情報の伝達 

・ 暴風雪等に伴う死傷者の発生を防ぐには、早期・適切な退避行動が重要であるため、防災気象情報の高度化を

進めるとともに、平時から、それら情報の適切な利活用についての取組の推進や、暴風雪が予測される時の不要不

急の外出を抑制させる必要がある。また、交通機関の運行中止の的確な判断と、早い段階からの利用者への情報

提供により、鉄道やバスの車内に多数の旅客が取り残される事態を回避する必要がある。 

・ 防災行政無線の戸別受信機の導入、ラジオ放送局の難聴対策、L アラートの高度化、ＳＮＳなどＩＣＴを活用

した情報共有、旅行者に対する情報提供アプリの開発等、情報提供手段の多重化・多様化を推進し、重要な情

報が着実に伝わるようにする必要がある。 

〇 大雪時の公共交通 

・ 集中的な大雪に備え、タイムラインや除雪計画を策定し、車両滞留が予見される場合のリスク箇所を事前に把握し

た上で予防的な通行規制･集中除雪を行うとともに、チェーン等装着の徹底、除雪体制の増強、地域の実情に応

じたスポット対策等、ソフト･ハードの両面から道路交通確保の取組を推進する必要がある。また、鉄道交通を確保

するため、在来線の除雪体制の構築等を進める必要がある。 

〇 雪害などの災害対応 

・ 大雪時には、道路や交通機関の障害により、市民生活に支障をきたす恐れがあることから、雪害に対応する対策の

強化を図る必要がある。 

・ 雪害などの災害時に道路啓開等を担う建設業の担い手確保・育成の観点から就労環境の改善等を図る必要があ

る。また、自動運転技術等を活用し、熟練技能者の不足を補う除雪機械などの装備の高度化を進める必要があ

る。 
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事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行

われる（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エ

ネルギー供給の停止 

脆弱性評価結果 

〇 燃料の仮貯蔵等 

• 震災時等において、製造所、貯蔵所又は取扱所が被災する等により、平常時と同様の危険物の貯蔵・取扱いが

困難な場合において、危険物の仮貯蔵・仮取扱いの運用が円滑かつ適切に行われるように図る必要がある。 

〇 上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 

• 災害による水道施設の被害や給水への影響を軽減するため、基幹管路及び老朽管の耐震化を推進するとともに、

災害時に迅速かつ的確に応急給水活動を実施できる体制を整備する必要がある。 

〇 支援物資の調達・供給体制の構築 

• 民間物流施設の活用、協定の締結等により、市、民間事業者等が連携した物資調達・供給体制を構築し、実効

性を高めていく必要がある。 

〇 道路施設の老朽化対策 

• 災害時の物資輸送に資する交通機能を確保するため、今後更新時期を迎える道路施設の老朽化対策について、

施設ごとの長寿命化計画等に基づき計画的な施設の補修・更新を行うとともに、施設の適切な維持管理を実施す

る必要がある。 

〇 道路の法面対策 

• 道路法面の適切な維持管理については維持管理計画を策定し、それに基づいた計画的な法面の補修、施設の更

新を行う必要がある。 

〇 道路橋梁の長寿命化 

• 大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、市が管轄する重要路線上、または重

要路線を跨ぐ橋梁の長寿命化を着実に推進する必要がある。 

〇 緊急輸送道路の確保 

• 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を実施し道路の機能を

確保する必要がある。 

〇 自家発電設備の整備 

• 災害時等に備えて需要家側に燃料タンクや自家発電設備の整備等の推進を図る必要がある。 

〇 備蓄品の確保 

• 家庭・事業所等における生活必要物資等の備蓄を促し、県と市が協調して計画的な備蓄に取り組むとともに、地

方公共団体・国・民間事業者等が連携した供給体制を構築する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行

われる（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

脆弱性評価結果 

〇 ヘリコプターによる対策の充実 

・ ヘリコプターによる空路からの孤立地域の救助・救援活動を迅速・円滑に行えるよう、県警・消防・自衛隊、ドクター

ヘリ等との実動訓練等を通じ、対策を充実させる必要がある。 

〇 代替輸送路等の確保 
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・ 民間を含め多様な主体が管理する道を把握し活用すること等により、避難路や代替輸送路を確保するための取組

を促進する必要がある。 

〇 地域の防災力の向上 

・ 防災行政無線、防災ラジオ、Lアラートなど防災情報を確実に提供するとともに、住民自身による自助・共助の積極

的な行動が行われるよう、地域防災力を向上させる必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行

われる（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

２－３ 自衛隊、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不

足 

脆弱性評価結果 

〇 災害対策用装備資器材の整備充実 

・ 従前装備品の老朽化や救出救助に必要な装備品の絶対数が不足しており、迅速な人命救助活動に支障を及ぼ

すことが懸念されることから、災害対策用装備資器材の整備充実を図る必要がある。 

〇 防災倉庫等の整備 

・ ライフラインの被害や流通機構の障害等により、飲料水、食料、生活必需品の供給が制限された場合、救援物資

の供給が本格化するまでの間は、地域内でしのぐ必要がある。このため、災害初期に必要な食料等を、行政と住民

等が分担して備蓄する必要がある。 

〇 消防団員の確保対策、自主防災組織等の充実強化 

・ 消防団員の確保推進や自主防災組織の充実・強化に努めているところであるが、さらに災害対応力強化のための

人材育成、装備資機材等の充実・強化を推進する必要がある。 

〇 常備消防力の強化 

・ 消防等において災害対応力強化のための体制、装備資機材等の充実強化を推進する必要がある。 

〇 ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等との連携強化 

・ 国から派遣されるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連携強化を推進することにより、復旧を迅速に行える応急

態勢を充実させる必要がある。 

〇 受援体制の整備 

・ 市外からの警察・消防・自衛隊等の救援部隊を円滑に受け入れ柔軟かつ迅速に被災地を支援するため応援受入

計画を活用し、訓練等を踏まえ体制を強化していく必要がある。 

〇 緊急輸送道路の確保 

・ 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を実施し道路の機能を

確保する必要がある。 

〇 地域防災力の向上 

・ 大規模災害時には、公的防災機関が十分に対応できない場合、被害を最小限にするためには、地域住民による

自助・共助の取組が大変重要であることから、地域一丸となった災害対応体制を構築するため、消防団や自主防

災組織等の充実強化や防災教育の推進、家庭内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自助、共助を促す

取組を促進し地域防災力の向上を図る必要がある。 
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事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行

われる（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

２－４ 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

脆弱性評価結果 

〇 総合的な帰宅困難者対策の検討・実施 

・ 帰宅困難者対策については、県や他市町や鉄道事業者等と連携し、一斉帰宅の抑制啓発や、一時滞在施設の

確保、安否確認や情報提供を行うための体制整備、帰宅支援の拡充など、総合的な帰宅困難者対策を推進す

る必要がある。 

・ 公共施設の他、民間施設の一時滞在施設の拡充を図るとともに、一時滞在施設への備蓄を促進し、帰宅困難者

の受入体制を向上させる必要がある。 

・ 県や他市町や事業者と連携して、災害時帰宅支援ステーションの拡充を図る必要がある。 

〇 帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用 

・ 大規模自然災害時に生じる多数の帰宅困難者のために、休憩・情報提供等の場所となる帰宅支援スポットを提

供するため、都市公園等の整備を促進する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行

われる（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途

絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

脆弱性評価結果 

〇 病院における電力供給体制の確保 

・ 災害時における市内の医療救護活動の拠点となる病院では、災害時においても病院の基本的な機能を維持する

ため、平時から自家用発電機等の整備状況や、非常時に使用可能かどうか検証を行うとともに、自立・分散型エネ

ルギー（コージェネレーション等）導入の検討を行うなど、病院における電力供給体制の確保を図る必要がある。 

• 建物内にある非常用発電機は、設置より 40 年以上経過し、老朽化が著しい状況である。メーカーの部品供給も

終了しており、停電時に正常に動作しない可能性が高い。 

〇 災害時の石油類燃料の確保 

・ 災害時における緊急通行車両や災害拠点病院等へ優先的に燃料の供給を行うため、石油商業組合や石油連盟

との協定等に基づく供給体制の整備を図る必要がある。 

〇 道路施設の老朽化対策  

• 災害時の物資輸送に資する交通機能を確保するため、今後更新時期を迎える道路施設の老朽化対策について、

施設ごとの長寿命化計画等に基づき計画的な施設の補修・更新を行うとともに、施設の適切な維持管理を実施す

る必要がある。 

〇 道路の新設整備 

・ 交通のバリアフリー化を進め、高齢者、障害者等の移動や施設利用の利便性、安全性の向上を図る必要がある。 

・ 自転車走行空間を整備し、誰もが安全で快適に利用できる道路環境作りを推進する必要がある。 

・ 児童生徒が安全に通学できるように通学路の安全確保を図る必要がある。 

・ 交通処理機能はもとより、超高齢社会への対応や地球環境の保全、都市防災の強化などのまちづくりの課題への

対応に留意し、都市計画道路の整備を進める必要がある。 

・ 主要幹線道路から新松戸東側へのアクセス改善のため、都市計画道路の整備を行う必要がある。 

• 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の防止等、防災性の向上を
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進める必要がある。 

〇 道路の法面対策 

• 道路法面の適切な維持管理については維持管理計画を策定し、それに基づいた計画的な法面の補修、施設の更

新を行う必要がある。 

〇 道路橋梁の長寿命化 

• 大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、市が管轄する重要路線上、または重

要路線を跨ぐ橋梁の長寿命化を着実に推進する必要がある。 

〇 災害拠点病院等の耐震化 

・ 松戸市で災害拠点病院に指定されている市立総合医療センター、千葉西総合病院は、既に耐震化が実施済み

である。また、災害医療協力病院９箇所のうち、新東京、新松戸中央病院は建替え済みであり、耐震化されてい

る。 

・ 耐震化が未了の災害拠点病院等では、大規模地震により災害時医療の中核としての医療機能を提供できないお

それがあることから、耐震化を着実に推進する必要がある。 

〇 社会福祉施設の孤立対策 

・ 社会福祉施設は被災時に孤立した場合の支援が不十分であり、適切な支援体制の充実が必要である。 

〇 緊急輸送道路の確保 

・ 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を実施し道路の機能を

確保する必要がある。 

〇 受援体制の整備 

・ 市外からの医療救護支援を円滑に受け入れ、被災地を迅速に支援するための応援受入計画を活用し、県災害医

療救護計画の実践的な運用の体制を強化していく必要がある。 

〇 ＢＣＰの作成及び防災訓練の実施 

・ 病院は災害時にも継続的に業務を行えるよう、ＢＣＰの作成や防災訓練の実施などを行っていく必要がある。 

〇 医師会等との連携強化 

・ 広域的かつ大規模な災害の場合、大量に発生する負傷者が応急処置・搬送・治療能力等を上回るおそれがある

ことから、医師会の災害時協定など連携の強化を推進する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行

われる（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

２－６ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

脆弱性評価結果 

〇 予防接種や消毒、害虫駆除等の実施 

・ 感染症の発生・蔓延を防ぐため、平時から予防接種を促進する必要がある。また、消毒や害虫駆除等を速やかに

実施するための体制等を構築しておく必要がある。 

〇 感染症対策の充実 

・ 市内における感染症の拡大を抑えるため、感染症の発生状況や動向を把握し、千葉県（松戸保健所）と連携し

て助言・指導を受け、迅速かつ的確に防疫活動や保健活動を行う必要がある。 

〇 感染症用資材の確保 

・ 公共施設等において、マスクや手指消毒の備蓄などを行う必要がある。 

・ マスクや手指消毒薬について、病院での備蓄に加え、関係団体における流通備蓄などが必要である。 

〇 下水道ＢＣＰの策定 
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・ 汚水処理施設等の長期機能停止を防止するため、ＢＣＰ策定を促進するとともに、策定したＢＣＰを適切に運

用していくうえで、適宜フォローアップ等を行う必要がある。 

〇 広域火葬体制の構築 

・ 大規模災害により、平時に使用している火葬場の火葬能力だけでは遺体の火葬を行うことが不可能になるおそれが

あるため、県や他市町村の火葬場を活用した広域火葬を実施する体制を構築しておく必要がある。 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行

われる（それがなされない場合の必要な対応を含む） 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

２－７ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者

の健康状態の悪化・死者の発生 

脆弱性評価結果 

〇 避難所における衛生管理 

・ 避難所など平時と異なる生活環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、避難所における飲料水の安全確保、室内

環境の調査・助言・指導、トイレやごみ保管場所の適正管理などを推進する必要がある。 

〇 避難所の生活環境 

・ 避難所等における生活ニーズに可能な限り対応できるよう、「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組

指針」等を踏まえ、資機材の準備や更新、耐震化や老朽化対策も含めた建物改修等を進める必要がある。特に、

学校施設の多くが指定避難所に指定されていることを踏まえ、非構造部材を含めた耐震対策、長寿命化を含めた

老朽化対策による施設の安全確保とともに、トイレや自家発電設備、備蓄倉庫の整備、施設のバリアフリー化など、

避難所としての防災機能を強化していく必要がある。 

・ 避難所の自主運営のため、乳幼児を抱える世帯や女性、高齢者等の要配慮者にも配慮した事前の利用計画策

定を推進する必要がある。また、一般の避難所では生活が困難な要配慮者を受け入れる施設となる福祉避難所と

その運営体制を確保していく必要がある。 

〇 食料・飲料水等の備蓄 

・ 避難所で必要となる水、食料、燃料などの必要物資の確保に関し、水道の応急対策の強化、危機時における地

下水、雨水、再生水などの多様な代替水源の利用に関する検討及び利用機材の普及促進、ラストマイルも含めて

円滑な支援物資輸送を実施するための体制の構築、効率的な災害救援派遣や救援物資の供給などの後方支援

を専門とする人材養成を進め、物資の不足が生活環境の極度の悪化につながらないようにする必要がある。また、

被害の小さかった住宅の住民が避難しなくて済むよう、各家庭や集合住宅単位でも必要な備蓄等を進める必要が

ある 

〇 被災者の情報収集 

・ 車中など避難所以外への避難者についても、その把握や支援が円滑に行えるよう、情報共有等に係る関係府省

庁・地方公共団体間の連携スキームの構築を推進する必要がある。また、迅速な被災者支援のために被災者台

帳作成の事前準備を促進する必要がある。 

〇 避難場所の分散 

• 感染症流行時に災害が発生する場合に備え、指定避難所だけでなく、多様な避難場所について確保しておく必要

がある。 
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事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

３ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

３－１ 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

脆弱性評価結果 

〇 業務継続計画の作成 

・ 大規模地震等が発生した場合においても、市民の生命・財産を守り・生活の早期復旧を図るとともに行政機能を

維持する必要があり、業務継続計画を策定する必要がある。 

〇 地域防災力の向上 

・ 地域一丸となった災害対応体制を構築するため、消防団や自主防災組織等の充実強化や防災教育の推進、家

庭内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自助・共助を促す取組みを促進し、地域防災力の向上を図る必

要がある。 

〇 防災を担う人材の育成 

・ 大規模災害時の救援・救助など地域の防災活動において、地域と行政、ボランティア組織等との連絡調整を担う人

材の育成が重要であることから、防災ボランティアのリーダーとなる「災害対策コーディネーター」の養成・活動支援を行

う必要がある。 

〇 総合防災訓練の実施 

・ 総合防災訓練・図上訓練（災害対策本部設置）の実施については、自衛隊、警察、消防等防災関係機関と連

携し、地震等の災害に即した実践的な実動訓練及び図上訓練など、応急対処能力の向上等を図るため、引き続

き訓練を実施する必要がある。 

〇 公共施設の耐震化 

・ 公共施設は災害時に防災拠点となるなど、防災上重要な施設としての役割を担っていることから、「松戸市公共施

設等総合管理計画」等に基づく長寿命化対策の中で、耐震対策など計画的な施設整備や適切な維持管理に努

める必要がある。 

〇 避難所等の電源確保 

・ 電力供給遮断などの非常時に、避難住民の受入れを行う避難所や防災拠点等（公共施設等）において、移動

用発電機の整備等、避難住民の生活等に必要不可欠な電力を確保する必要がある。 

〇 基幹業務システム等の耐災害性の確保 

・ 市役所の財務情報システム等の基幹業務システムの耐災害性を確保する必要がある。 

〇 災害対策本部の体制強化 

・ 災害時に防災拠点となる庁舎等について、被災による行政機能の低下を招かないようにする必要がある。また、災

害対策本部内に設置する保健医療調整本部や保健所の指揮調整機能の支援のための訓練を受けたチームを養

成すること等により、被災各地区の保健医療ニーズに応じた各保健医療活動チーム等の支援資源の配分と、各保

健医療活動チーム等が適切に連携して効率的に活動できる体制を構築できるようにする必要がある。 
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事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保

する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

脆弱性評価結果 

〇 防災情報の収集機能強化 

• 民間通信事業者の回線が停止した場合にも県と市町村、防災関係機関との通信ができるよう、自営の通信手段

（防災行政無線）や情報システム等を整備し、維持・管理していく必要がある。 

〇 電源途絶に対する予備電源の確保 

• 無線・有線電話等の情報通信システムに必要不可欠な電源が遮断され、使用不能となった場合、災害対応に多

大な影響を及ぼすことが懸念されることから、電源途絶に対する予備電源の確保を図る必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保

する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達で

きない事態 

脆弱性評価結果 

〇 災害情報の伝達手段の多様化 

・ 大規模な災害時には、確かな情報がリアルタイムに収集できないことや、行政から住民等に伝えたいことが十分に伝

わらない問題がある。このため、多様な手段をもって信頼性のある情報を収集・伝達する体制を整備・強化するととも

に、情報をわかりやすく提供するしくみを充実させる必要がある。 

〇 メディアに対する情報提供 

・ 災害時に市から各メディア等に対し、被害情報、避難情報等を迅速かつ正確に提供する体制を強化する必要があ

る。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保

する 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

４－３ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝

達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

脆弱性評価結果 

〇 防災情報の収集機能強化 

・ 大規模な災害時には、確かな情報がリアルタイムに収集できないことや、行政から住民等に伝えたいことが十分に伝

わらない問題がある。このため、多様な手段をもって信頼性のある情報を収集・伝達する体制を整備・強化するととも

に、情報をわかりやすく提供するしくみを充実させる必要がある。 

・ 災害の拡大防止、人命救助等を効果的に行うには、市内各地の被害の有無についての情報を素早く収集して、集

まった情報をもとに災害の全体象や今後の状況を予測して、先手を打つ必要がある。また、判断基準となる情報を

覚知したときは、関係者や住民に速やかに情報を伝達し、災害対策を促進する必要がある。 

〇 災害時避難行動要支援者対策の促進 

・ 避難行動要支援者対策を効果的に進めるため、各市町村において避難行動要支援者名簿の作成が進められて

おり、今後、さらに名簿の作成と地域との共有及び避難行動要支援者の個別計画策定の取組を一層促進し、避

難支援体制の充実を図る必要がある。 
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〇 外国人旅行者に対する災害情報の迅速かつ着実な伝達 

・ 災害が発生したときに観光・宿泊施設にいる訪日外国人と日本人とでは、言語の問題からアクセスできる情報に格

差が生じることから、各施設において外国人を速やかに誘導し、適切な情報提供を行える体制の整備を促すため、

具体的な対処方法等について周知を図る必要がある。 

〇 大規模災害に備えた自助・共助の取組の強化 

・ 災害時の被害の最小化を図るためには地域防災力の向上が重要であることから、防災教育の推進と自主防災組

織の育成強化等に努めるとともに、県民一人ひとり及び地域コミュニティの防災意識の高揚や防災力の強化を図る

必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含

む）を機能不全に陥らせない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競

争力の低下 

脆弱性評価結果 

〇  中小企業に対する資金調達支援 

・ 金融機関と連携し、災害発生時における中小企業の資金調達支援を行う必要がある。 

〇  沿道建築物の耐震化の促進 

・ 緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化を促進する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含

む）を機能不全に陥らせない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの

維持への甚大な影響 

脆弱性評価結果 

〇  燃料供給ルートの確保 

・ 大規模災害発生時の燃料供給ルートの途絶を防ぐ必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

５ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含

む）を機能不全に陥らせない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

５－３ 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人流への

甚大な影響 

脆弱性評価結果 

〇  代替性確保のための道路ネットワークの強化 

・ 道路ネットワークの機能強化のため、幹線道路等の整備・改良を推進する必要がある。 

〇  雪害の予防 

・ 大雪時には、道路や交通機関の障害により、市民生活に支障をきたすおそれがある。 

〇 交通・輸送対策 

・ 大規模災害時には、道路の損壊、交通管制施設の機能停止等が多発し、運転車両の被災、緊急車両の通行

障害等が発生する。このため、各道路管理者、警察が連携して道路の状況を把握、共有するとともに、通行規制や

応急復旧を円滑に行う必要がある。また、ヘリコプター等、可能な輸送手段を最大限活用するため、陸路・空路の

ネットワークが有機的に結合するように輸送環境を確立する必要がある。 
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〇 緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化 

・  緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化を促進する必要がある。 

〇 道路の防災対策 

・  基幹的交通ネットワークの機能停止を避けるため、道路の防災、震災対策等を行う必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

５大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含

む）を機能不全に陥らせない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

５－４ 食料等の安定供給の停滞 

脆弱性評価結果 

〇 農地・農業水利施設等の適切な保全管理 

・ 安定した農業用水を維持するとともに、農地の持つ雨水の貯留や土壌流出の防止など国土保全機能を保持する

ため、地域資源である農業水利施設の機能診断等の実施を通じ、計画的な整備、補修及び更新を行う必要があ

る。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の

電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これ

らの早期復旧を図る 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供

給、石油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

脆弱性評価結果 

〇 災害時において事業所内に電力を共有するための自立・分散型エネルギー設備の導入支援 

・ 災害発生により発電所等が被害を受けた場合、生活・経済活動に必要最低限のエネルギーを供給できない状況が

生じることから、生活・経済活動の重要施設への非常用発電機や自家発電設備の導入を促進するとともに、エネル

ギー供給源の多様化を図るため、コージェネレーション、燃料電池、再生可能エネルギー等の地域における自立・分

散型エネルギーの導入を促進する必要がある。 

〇 災害時石油供給連携計画の実効性確保 

・ 訓練への参加等により災害時石油供給連携計画の実効性の確保を図る必要がある。 

〇 ライフライン事業者等との連携強化 

・ 大規模災害発生後の電力や石油等の早期供給体制を構築するため、県内の防災・危機管理関係機関等との連

携強化を図り、国、県、市町村、ライフライン事業者と連携した総合防災訓練等を定期的に実施する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の

電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これ

らの早期復旧を図る 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

脆弱性評価結果 

〇 水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 

・ 災害による水道施設の被害や給水への影響を軽減するため、基幹管路及び老朽管の耐震化を推進するとともに、

災害時に迅速かつ的確に応急給水活動を実施できる体制を整備する必要がある。 
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事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の

電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これ

らの早期復旧を図る 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

脆弱性評価結果 

〇 下水道ＢＣＰの策定 

・ 汚水処理施設等の長期機能停止を防止するため、ＢＣＰ策定を促進するとともに、策定したＢＣＰを適切に運

用していくうえで、適宜フォローアップ等を行う必要がある。 

〇 下水道施設の耐震 

・ 大規模な地震により下水道施設は、処理場・ポンプ場の機能停止や施設損傷、マンホール浮上等が懸念される。

大規模な災害等で職員、庁舎、設備等に相当の被害を受けても、優先実施業務を中断させず、たとえ中断しても

許容される時間内に復旧できるような対策が必要となる。また、減災対策、防災対策も併せて実施する必要があ

る。 

〇 下水道施設の戦略的維持管理・更新 

・ 金ヶ作終末処理場は、昭和 35 年の供用開始以来、約 60 年が経過しており、施設の老朽化が顕在化してい

る。また、管路施設についても、老朽化による破損や劣化が生じており、老朽化等に起因する不明水問題も顕在化

している。このような状況を踏まえ、施設の長寿命化や計画的な改築・更新等、適正な維持管理によりライフサイク

ルコストを最小化することが大きな課題である。 

〇 一般廃棄物処理施設の老朽化対策 

・ 計画的な補修・更新を行うとともに、適切な維持管理を実施する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の

電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これ

らの早期復旧を図る 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

６－４ 基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期

間にわたる機能停止 

脆弱性評価結果 

〇 代替性確保のための道路ネットワークの強化 

・ 道路ネットワークの機能強化のため、幹線道路等の整備・改良を推進する必要がある。 

〇 緊急輸送道路を含む沿道等の整備と適切な維持管理 

・ 災害時における応急対策活動や地域住民の避難が迅速かつ円滑に行えるよう、緊急輸送道路や避難路を含む

市道の整備や連続立体交差事業を推進する必要がある。また、災害時においてもこれらの機能を維持するため、適

切な維持管理を行う必要がある。 

〇 道路施設の老朽化対策 

・ 災害時の物資輸送に資する交通機能を確保するため、今後更新時期を迎える道路施設の老朽化対策について、

施設ごとの長寿命化計画等に基づき計画的な施設の補修・更新を行うとともに、施設の適切な維持管理を実施す

る必要がある。 

〇 道路の法面対策 

・ 道路法面の適切な維持管理については維持管理計画を策定し、それに基づいた計画的な法面の補修、施設の更

新を行う必要がある。 
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〇 道路橋梁の耐震化 

・ 大規模地震時の救援活動、物資輸送に資する交通施設の分断を防ぐため、市が管轄する重要路線上、または重

要路線を跨ぐ橋梁の耐震化を着実に推進する必要がある。 

〇 緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化 

・ 緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化を促進する必要がある。 

〇 無電柱化の推進 

・ 大規模災害時に液状化や建物損壊等による被害を受けやすい電柱については、松戸市無電柱化を推進し、ライフ

ラインの確保や道路閉塞の防止等、防災性の向上を進める必要がある。 

〇 輸送ルートの確保 

・ 陸・海・空の輸送ルートを確実に確保するため、地震、津波、水害、土砂災害等や老朽化対策を着実に進めるとと

もに、輸送モード間の連携等による複数輸送ルートの確保を図る必要がある。 

〇 緊急輸送のための交通の確保 

・ 直下地震が発生した際、必要な対応を行うために策定している交通規制計画等について、実効性が図れるよう適

宜見直しを行う必要がある。 

〇 輸送手段の確保 

・ 災害時において臨時バスやタクシーなどの代替輸送手段を確保するため、関係機関や事業者との協力体制の確保

に努める必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の

電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これ

らの早期復旧を図る 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

６－５ 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

脆弱性評価結果 

〇 水門等の防災インフラの耐震化・液状化対策 

・ 大規模地震想定地域等における水門等の防災インフラについては、完了に向けて計画的かつ着実に耐震化・液状

化対策等を推進する必要がある。 

〇 防災インフラの速やかな復旧策 

・ 大規模災害時に防災インフラを速やかに復旧するために、広域的な応援体制、地域建設業等の防災減災の担い

手確保、ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥの体制・機能の拡充・強化、迅速な応急・災害復旧のための地方公共団体への研

修や講習会の開催、技術支援等を進める必要がある。 

〇 関係機関への情報共有 

・ 市の総合防災情報システム、統合災害情報システム等により、関係機関における情報共有を円滑に進める必要が

ある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

７制御不能な二次災害を発生させない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

７－１ 地震に伴う市街地での大規模火災の発生による多数の死傷者

の発生 

脆弱性評価結果 

〇 延焼防止等に資する緑地の確保 

・ 大規模自然災害時に発生しうる火災から住宅密集地での延焼拡大防止のために緑地の確保や都市公園等の充
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実を図る必要がある。 

〇 都市防災機能を有する街路の整備推進 

・ 災害時の被害を軽減するため、延焼遮断帯、緊急車両の進入路・避難路として機能する街路の整備を推進する

必要がある。 

〇 救助活動能力の強化 

・ 大規模地震災害など過酷な災害現場での救助活動能力を高めるため、警察、消防等の体制・装備資機材や訓

練環境等の更なる充実強化・整備を図るとともに、通信基盤・施設の堅牢化・高度化等を推進する必要がある。 

・ 消防団、自主防災組織及び女性防火クラブの充実強化等、ハード・ソフト対策を組み合わせて横断的に進める必

要がある。 

〇 火災予防対策等の推進 

・ 震災による火災の発生の防止及び火災の早期発見並びに延焼を防止するため、消防用設備等の適正な設置及

び維持管理を指導する必要がある。 

〇 高層建築物等における災害対策 

・ 高層建築物等での消防活動の拠点として、ヘリコプターの屋上緊急離着陸場等の有効性を啓発し、設置を促進す

る必要がある。 

〇 地域防災力の向上 

・ 地域一丸となった災害対応体制を構築するため、消防団や自主防災組織等の充実強化や防災教育の推進、家

庭内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向上を図る必要が

ある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

７制御不能な二次災害を発生させない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

７－２ 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴

う陥没による交通麻痺 

脆弱性評価結果 

〇 沿道建築物の耐震化の推進 

・ 緊急輸送道路等の沿道の建築物が倒壊し、道路を閉塞することにより、災害時における避難、物資の供給及び救

助活動等が十分になされないおそれがあることから、沿道の建築物の耐震化を図る必要がある。 

〇 関係機関の耐災害性の向上 

・ 被害により人材、資機材、通信基盤を含む行政機能が低下し、災害時における救助、救急活動等が十分になさ

れないおそれがあることから、それらの設備等の耐災害性の向上を図る必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

７制御不能な二次災害を発生させない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

７－３ 防災インフラ等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出物

の流出による多数の死傷者の発生 

脆弱性評価結果 

〇 土砂災害防止法に基づく対策の推進 

・ 地すべり・砂防・急傾斜地崩壊対策等のハード整備及び長寿命化計画を推進し、大雨等による土砂災害の発

生、被害を最小限に押さえる必要がある。 

・ 本市地域には急傾斜地崩壊危険箇所があり、そのうち急傾斜地崩壊危険区域に指定され保全措置等がなされて

いる。ハード整備とともに砂防事業には費用と時間を要するため、警戒避難体制の整備等のソフト対策を充実させ、
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効果的に対策を推進していく必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

７制御不能な二次災害を発生させない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

７－４ 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

脆弱性評価結果 

〇 有害・危険物質対応資器材の整備 

・ 河川において油等の流出事故が発生した場合に、流出油等の防除・回収作業を迅速かつ的確に実施するため、

対応資機材を確保する必要がある。 

〇 危険物による危害防止 

・ 危険物製造業等への立入検査等により事故防止を指導し、危険防止を図る必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

７制御不能な二次災害を発生させない 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

７－５ 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

脆弱性評価結果 

〇 農地・森林等の適切な保全管理 

・ 農地・森林等の有する多面的機能を維持していくため、地域が共同で行う保全活動への支援を行う必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

８ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に

遅れる事態 

脆弱性評価結果 

〇 災害廃棄物対策指針に基づく災害廃棄物処理計画の作成 

・ 災害廃棄物は、廃棄物処理法で一般廃棄物に区分され、被災した市に処理責任がある。東日本大震災のような

大規模災害時には、市が通常処理していないような性状の廃棄物が、一度に大量に発生し、現行の廃棄物処理

体制では、迅速かつ適正な廃棄物処理が困難なことが懸念される。 

・ 市が災害廃棄物処理計画を策定していない、または策定していても大規模災害に対応していない場合には、災害

廃棄物の処理が停滞することにより、復旧・復興が大幅に遅れる事態が懸念されることから、災害廃棄物処理計画

の策定や見直しを推進する必要がある。 

〇 一般廃棄物処理施設の防災機能の向上 

・ 地域の核となる廃棄物処理施設が地震や水害によって稼働不能とならないよう、施設の耐震化、浸水対策等を着

実に推進する必要がある。 

〇 災害廃棄物を仮置きするストックヤードの確保 

・ 市は、国が策定した「災害廃棄物対策指針（平成 26 年３月）」を踏まえ、災害廃棄物の発生量の推計に合わ

せ、災害廃棄物を仮置きするためのストックヤードの候補地の選定を推進する必要がある。 

〇 災害廃棄物処理の支援体制の構築 

・ 大量に発生する災害廃棄物の運搬・分別・処分を円滑に進めるため、自治体間や民間団体との協力体制を構築

し、連携強化を図る必要がある。 
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事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

８ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

８－２ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域

に精通した技術者等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等に

より復興できなくなる事態 

脆弱性評価結果 

〇 関係機関との災害対応訓練の実施 

・ 災害時において被災状況の把握や応急措置など、迅速かつ的確に対応できるよう、建設業協会等の関係機関と

共に災害対応訓練を実施し、連携強化を図る必要がある。 

〇 防災・減災の担い手（建設業）の確保等の推進 

・ 建設産業の担い手の高齢化、若年層の離職率の高さなどにより、地域を守るべき建設業者が不足し、災害発生

時等の対応力が低下する可能性がある。 

・ 災害時における応急業務等の連携が図られるよう、各種団体との応急業務協定を締結しているが、災害時に有効

に機能するよう、平常時から防災訓練や道路啓開訓練等を通じて実効性を高める必要がある。 

・ 応急復旧の迅速化を図るため、情報化施工等、有用な技術の普及を図る必要がある。 

〇 ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等との連携強化 

・ 国から派遣されるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連携強化を推進することにより、復旧を迅速に行える応急

態勢を充実させる必要がある 

〇 道路機能の確保 

・ 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を実施し道路の機能を

確保する必要がある。 

〇 防災を担う人材の育成 

・ 大規模災害時の救援・救助など地域の防災活動において、地域と行政、ボランティア組織等との連絡調整を担う人

材の育成が重要であることから、防災ボランティアのリーダーとなる「災害対策コーディネーター」の養成・活動支援を行

う必要がある。 

〇 建物被害認定体制の充実 

・ 大規模災害時に迅速・公平に被災者を支援し、速やかな復旧を図るため、罹災証明書の交付にかかる建物被害

認定を行うための職員の養成が必要である。 

〇 地区防災計画制度の普及・啓発 

・ 地区防災計画制度の普及・啓発等により、住民の自発的な行動計画策定を促すとともに、学校や職場、地域の

自治組織等を通じ、継続的に防災訓練や防災教育等を推進する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

８ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

８－３ 広域・長期にわたる浸水被害等の発生により復興が大幅に遅れ

る事態 

脆弱性評価結果 

〇 生活再建支援 

・ 被災者再建支援制度の充実を図るとともに、生活再建関連施策に関する情報提供や生活の復興に向けた相談

体制を整備する必要がある。 

〇 被災者台帳の整備・推進 

・ 「被災者情報システム」を活用した市町村の被災者台帳の作成を支援し、被災者の被害から生活再建までを一元
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的に管理し迅速な復旧・復興を図る必要がある。 

〇 行政機関等の機能低下回避 

・ 行政機関等（消防等含む）の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下を回避する必要がある。 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

８ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

８－４ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等

による有形・無形の文化の衰退・損失 

脆弱性評価結果 

〇 文化財に係る各種防災対策の支援 

・ 文化財の保存管理状況の把握に努めるとともに、県と連携・協力して、文化財所有者等に対して、大規模自然災

害への予防措置等の指導・助言を行う必要がある。 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

８ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

８－５ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進

まず復興が大幅に遅れる事態 

脆弱性評価結果 

〇 応急仮設住宅の提供に係る協力体制の整備の推進 

・ 災害時における応急仮設住宅の建設及び民間賃貸住宅の提供のために関係団体と協定を締結し、平常時から

協力体制を構築しているが、引き続き協力体制を整備し、維持していく必要がある。 

〇 被災者の住宅の復興支援 

・ 住家の被害認定調査の迅速化などの運用改善や、発災時に地方公共団体が対応すべき事項について、平常時

及び発災時に説明会等を通じて的確に周知していく必要がある。また、応急仮設住宅等の円滑かつ迅速な供給

方策、住宅の応急的な修理の促進方策及び復興まちづくりと連携した住まいの多様な供給の選択肢について、生

活環境やコミュニティの維持、高齢者などの要配慮者世帯の見守り等の観点も踏まえて検討し、方向性を示していく

必要がある 

 

事前に備えるべき目標 

（カテゴリー） 

８ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

８－６ 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産

等による経済等への甚大な影響 

脆弱性評価結果 

〇 国内外への情報発信 

・ 災害発生による風評被害の影響を最小化するため、適切な情報を発信するとともに、複数の情報伝達経路の確

保に努める必要がある。 
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【資料２】補助金等関連事業 一覧 
 

No. 担当部 担当課 事業名 
想定している 

補助金・交付金名 
事業の概要 対応リスク 

1 環境部 東部クリ

ーンセンタ

ー 

し尿処理施設基幹

的整備工事 

循環型社会形成推進 

交付金 

老朽化した施設の延命化を図る。 6-3 

2 環境部 和名ケ谷

クリーンセ

ンター 

松戸市和名ケ谷ス

ポーツセンター天井

改修工事に伴う設

計委託 

社会資本整備総合交

付金 

エントランス天井改修工事に伴う実

施設計 

2-7, 6-3 

3 環境部 和名ケ谷

クリーンセ

ンター 

松戸市和名ケ谷ス

ポーツセンターつり天

井改修工事 

社会資本整備総合交

付金 

特定天井の改修 2-7, 6-3 

4 

欠番 

5 健康福

祉部 

（保健

医療

部） 

地域福祉

課 

松戸市北山会館斎

場緊急時発電設備

設置工事 

（保健衛生等施設・

設備費補助金）                                                                    

（社会資本整備総合

交付金）                                                                                                                                                          

事業実施…令和３年度予定                                                                                

不測の事態（災害等）により、電

力供給が断たれた場合における緊急

時火葬機能を確保するため、発電

設備を設置するもの。 

6-1 

6 福祉長

寿部 

障害福祉

課 

身体障害者緊急通

報装置関係業務 

なし 18 歳以上 65 歳未満の一人暮らし

の重度身体障害者等に貸与し、緊

急時に迅速かつ適切な対応をはか

り、障害者の安心と安全に寄与す

る。なお、65 歳からは介護保険課の

事業として継続する。 

1-1, 4-2 

7 福祉長

寿部 

健康福祉

会館 

二酸化炭素排出抑

制対策事業 

二酸化炭素排出抑制

対策事業費等補助金 

地域防災計画により災害時に避難

施設等として位置づけられた福祉施

設において、平時の温室効果ガス排

出抑制に加え、災害時にもエネルギ

ー供給等の機能発揮が可能となり、

災害時の事業継続性の向上に寄与

する再生可能エネルギー設備の設置

を検討する。 

6-1 

8 街づくり

部 

街づくり課 都市計画道路３・

４・18 号馬橋根木

内線 

防災・安全交付金 事業名：松戸都市計画道路事業

３・４・18 号馬橋根木内線（新松

戸東～幸谷） 全体事業費：約

24 億円 

1-1, 2-5, 

5-3, 6-

4,7-2 

9 街づくり

部 

街づくり課 新松戸東側地区 

土地区画整理事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

事業名：松戸都市計画事業新松

戸駅東側地区土地区画整理事業 

事業期間：令和元年度から令和

10 年度 

全体事業費：約 181 億円 

1-1,2-

5,5-3,6-

4,7-2 
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No. 担当部 担当課 事業名 
想定している 

補助金・交付金名 
事業の概要 対応リスク 

10 街づくり

部 

新拠点整

備課 

主要幹線２級市道

68 号 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金、都市構造再編

集中支援事業、無電

柱化推進事業費補助 

事業名：主要幹線２級市道 68

号 

区間：松戸～岩瀬 

延長：360ｍ 

事業期間：令和４年度から 

令和６年度 

全体事業費：約８億円 

1-1, 5-

3,6-4,7-

2 

11 街づくり

部 

新拠点整

備課 

国道６号改良事業 社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金、道路交通円滑

化事業 

 

事業名：国道６号改良事業 

区間：胡録台 

延長：222ｍ 

2-1 

12 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 A-1） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

下記 A-2～4、B～E 以外の都市公

園の整備 

1-1, 2-4, 

7-1 

13 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 A-2） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

街区公園、近隣公園の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

14 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 A-3） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

都市緑地の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

15 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 A-4） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

特殊公園の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

16 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 B） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

広域防災拠点の機能を有する都市

公園の整備 

1-1, 2-4, 

7-1 

17 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 B） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

地域防災拠点の機能を有する都市

公園の整備 

1-1, 2-4, 

7-1 

18 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 B） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

広域避難地の機能を有する都市公

園の整備 

1-1, 2-4, 

7-1 

19 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 B） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

一次避難地の機能を有する都市公

園の整備 

1-1, 2-4, 

7-1 

20 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 B） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

帰宅支援場所の機能を有する公園

緑地の整備 

1-1, 2-4, 

7-1 

21 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 B） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

避難路となる緑道の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

22 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 C） 

社会資本整備総合交

付金 

国家的事業関連公園の整備 1-1, 2-4, 

7-1 
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23 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 C） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

大規模公園の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

24 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 C） 

社会資本整備総合交

付金 

自然再生緑地の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

25 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 D） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

低炭素まちづくり公園の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

26 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園事業（都

市公園 E） 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

地域づくり拠点公園の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

27 街づくり

部 

公園緑地

課 

防災緑地緊急整備

事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

防災緑地の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

28 街づくり

部 

公園緑地

課 

防災緑地緊急整備

事業 

社会資本整備総合交

付金 

再生資源活用緑地の整備 1-1, 2-4, 

7-1 

29 街づくり

部 

公園緑地

課 

公園事業特定計画

調査 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

公園緑地の配置計画の策定に関す

る計画調査 

1-1, 2-4, 

7-1 

30 街づくり

部 

公園緑地

課 

公園事業特定計画

調査 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

都市公園等の整備計画調査 1-1, 2-4, 

7-1 

31 街づくり

部 

公園緑地

課 

官民連携型賑わい

拠点創出事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

民間資金を活用した地域の賑わい

拠点等となる公園施設の整備 

1-1, 2-4, 

7-1 

32 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園安全・安

心対策緊急総合支

援事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

都市公園の防犯性の向上 1-1, 2-4, 

7-1 

33 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園安全・安

心対策緊急総合支

援事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

都市公園の豪雨対策 1-1, 2-4, 

7-1 

34 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園安全・安

心対策緊急総合支

援事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

地域防災計画又は地震防災緊急

事業五箇年計画に位置付けのある

都市公園における建物又は橋梁等

の耐震改修 

1-1, 2-4, 

7-1 

35 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園安全・安

心対策緊急総合支

援事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

都市公園における公園施設のバリア

フリー化 

1-1, 2-4, 

7-1 

36 街づくり

部 

公園緑地

課 

公園施設長寿命化

対策支援事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

公園施設の長寿命化対策 1-1, 2-4, 

7-1 

37 街づくり

部 

公園緑地

課 

公園施設長寿命化

計画策定調査 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

公園施設長寿命化計画の策定 1-1, 2-4, 

7-1 
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38 街づくり

部 

公園緑地

課 

都市公園ストック再

編事業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

地域のニーズを踏まえた新たな利活

用や都市の集約化に対応した都市

公園の機能や配置の再編 

1-1, 2-4, 

7-1 

39 街づくり

部 

公園緑地

課 

市民農園等整備事

業 

社会資本整備総合交

付金 

分区園を主体とする都市公園の整

備 

1-1, 2-4, 

7-1 

40 街づくり

部 

公園緑地

課 

市民農園等整備事

業 

社会資本整備総合交

付金 

一団の農地を主体とする農体験の

場となる都市公園の整備 

1-1, 2-4, 

7-1 

41 街づくり

部 

公園緑地

課 

グリーンインフラ活用

型都市構築支援事

業 

社会資本整備総合交

付金、防災・安全交

付金 

要綱に定める要件を満たす公園緑

地の整備、公共公益施設の緑化等 

1-1, 2-4, 

7-1 

42 街づくり

部 

公園緑地

課 

中心市街地活性化

広場公園整備事業 

社会資本整備総合交

付金 

中心市街地活性化法に基づく「中心

市街地の活性化に関する施策を総

合的かつ一体的に推進するための基

本的な計画」に位置づけられた地区

を含む地区、又は都市再生特別措

置法に基づく立地適正化計画におけ

る都市機能誘導区域で、3 箇所以

上の公園・緑地の整備を行う。 

1-1, 2-4, 

7-1 

43 街づくり

部 

公園緑地

課・みどり

と花の課 

市民緑地等整備事

業 

社会資本整備総合交

付金 

地方公共団体又は緑地保全・緑化

推進法人が、市民緑地契約に基づ

き行う緑地の利用又は管理のために

必要な施設整備 

7-1 

44 街づくり

部 

公園緑地

課・みどり

と花の課 

市民緑地等整備事

業 

社会資本整備総合交

付金 

緑地保全・緑化推進法人が市民緑

地設置管理計画に基づき行う施設

整備 

7-1 

45 街づくり

部 

公園緑地

課・みどり

と花の課 

市民緑地等整備事

業 

社会資本整備総合交

付金 

地方公共団体又は緑地保全・緑化

推進法人が、緑地保全地域又は特

別緑地保全地区内の土地に係る管

理協定に基づき行う緑地の利用又

は管理のために必要な施設整備 

7-1 

46 街づくり

部 

公園緑地

課・みどり

と花の課 

市民緑地等整備事

業 

社会資本整備総合交

付金 

地方公共団体が、緑の基本計画等

に位置付けられた緑地と農地の一体

的な保全を図る区域において、条例

等に基づき保全措置が講じられた緑

地において行う施設整備 

7-1 

47 街づくり

部 

みどりと花

の課 

緑地保全等事業 社会資本整備総合交

付金 

特別緑地保全地区における土地の

買入れ、損失の補償、保全利用施

設の整備 

7-1 

48 街づくり

部 

みどりと花

の課 

緑地保全等事業 社会資本整備総合交

付金 

特別緑地保全地区指定計画地にお

ける土地の買入れ、保全利用施設

の整備 

7-1 

49 街づくり

部 

住宅政策

課（宅地

担当室） 

松戸市宅地耐震化

推進事業 

防災・安全交付金 大規模盛土造成地が確認された範

囲を示されたマップ（第一次スクリー

ニング）をもとに第二次スクリーニング

1-1 
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補助金・交付金名 
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計画（既往資料及び現地踏査によ

り優先度評価）を作成する。 

50 街づくり

部 

建築指導

課 

既存建築物耐震診

断・改修促進事業 

社会資本整備総合交

付金（防災・安全交

付金） 

千葉県住宅・建築物

安全ストック形成事業 

安心・安全な街づくりの推進として、

快適な住環境に向けた木造住宅等

の耐震化の推進を図る。 

1-1,2-

1,2-3,2-

5、5-1, 

5-3, 6-4, 

7-2 

51 建設部 道路維持

課 

松戸市橋梁長寿命

化修繕計画事業、 

松戸市横断歩道橋

修繕計画事業 

道路メンテナンス 

事業補助金 

橋梁、横断歩道橋の点検・計画策

定・修繕 

【事業期間】 2019～2068 年度 

【全体事業費】 40,300,000 千円 

2-1, 2-5, 

5-3, 6-4 

52 建設部 道路維持

課 

松戸市カルバート修

繕計画事業 

道路メンテナンス事業

補助金 

カルバートの点検・計画策定・修繕 

【事業期間】 2020～2069 年度 

【全体事業費】 240,000 千円 

2-1, 2-5, 

5-3, 6-4 

53 建設部 道路建設

課・道路

維持課・ 

松戸市舗装修繕計

画事業 

防災・安全交付金 主要幹線、一般市道の舗装の点

検・計画策定・修繕 

【事業期間】 2019～2058 年度

【全体事業費】 21,399,000 千円 

2-1, 2-5, 

5-3, 6-4, 

7-2 

54 建設部 道路維持

課 

松戸市法面等修繕

計画事業 

防災・安全交付金 法面等の点検・計画策定・修繕 

【事業期間】 2019～2078 年度 

【全体事業費】 1,387,580 千円 

1-3, 2-1, 

2-5, 5-3, 

6-4, 7-2, 

7-3 

55 建設部 道路維持

課 

道路附属物長寿命

化修繕計画（道路

照明）事業 

防災・安全交付金 道路照明の点検・計画策定・修繕 

【事業期間】 2019～2028 年度 

【全体事業費】 312,800 千円 

2-1, 2-5, 

6-4, 7-2 

56 建設部 - 道路附属物長寿命

化修繕計画（道路

標識）事業 

道路メンテナンス事業

補助金 

道路標識の点検・計画策定・修繕 

【事業期間】 2019～2028 年度 

【全体事業費】 105,086 千円 

2-1, 2-5, 

6-4, 7-2 

57 
欠番 

58 建設部 建設総務

課・道路

維持課 

松戸市未就学児交

通安全対策事業 

防災・安全交付金 新松戸アンダーパスの自転車道及び

駅前等に 自転車走行空間を整備 

【事業期間】 2024 年供用予定 

【全体事業費】 193,000 千円 

2-5 

59 建設部 建設総務

課・道路

維持課 

松戸市通学路交通

安全プログラム対策

事業 

防災・安全交付金 通学路の側溝整備工事など 

【事業期間】 2029 年供用予定

【全体事業費】 350,000 千円 

2-5 

60 建設部 建設総務

課・道路

維持課 

無電柱化推進計画

事業 

無電柱化推進計画事

業補助金 

松戸市無電柱化推進計画（R3 年

度策定予定）に基づく電線共同溝

整備 

1-1, 2-5, 

5-3, 6-4, 

7-2 
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61 建設部 建設総務

課・道路

維持課 

松戸市交通バリアフ

リー事業 

（新八柱・八柱地

区） 

交通安全対策補助金 

防災・安全交付金 

八柱駅南口駅前広場の改良、対象

路線の歩道改修等 

【事業期間】～令和 10 年度 

【全体事業費】約４億円 

2-5 

62 建設部 建設総務

課・道路

維持課 

自転車通行空間整

備事業 

防災・安全交付金 松戸市自転車ネットワーク計画に基

づく自転車走行空間整備 

【事業期間】～令和 10 年度（継

続予定） 

【全体事業費】約７億円 

2-5 

63 建設部 建設総務

課・道路

維持課 

松戸市市道４地区

２８０号拡幅事業 

防災・安全交付金 踏切及び接続道路の拡幅 

【事業期間】令和４年度末供用予

定 

【全体事業費】約 2.2 億円 

2-5, 5-3, 

6-4 

64 建設部 道路建設

課 

松戸都市計画道路

事業 ３・３・６号 

三矢小台主水新田

線（和名ケ谷） 

防災・安全交付金 都市計画道路整備（道路事業） 

区間 大山橋～二十世紀ケ丘交差

点 

延長 1,200ｍ 

幅員 22ｍ 

【事業期間】2017 年度から 2029

年度予定 

【全体事業費】4,000,000 千円 

2-5, 5-3, 

6-4 

65 建設部 道路建設

課 

松戸都市計画道路

事業 ３・３・７号 

横須賀紙敷線（河

原塚～紙敷） 

防災・安全交付金 都市計画道路整備（街路事業） 

区間 河原塚～紙敷 

延長 943ｍ 

幅員 20～22.4ｍ 

【事業期間】 

2018 年度から 2024 年度予定 

【全体事業費】 約 70 億円 

2-5, 5-3, 

6-4, 7-1 

66 建設部 道路建設

課 

松戸都市計画道路

事業 ３・４・２３

号 

五香松飛台線他一

線（五香西） 

防災・安全交付金 都市計画道路整備（街路事業） 

区間 五香西 

延長 315ｍ 

幅員 16～32.8ｍ 

【事業期間】 

2017 年度から 2022 年度予定 

【全体事業費】約 2.7 億円 

2-5, 5-3, 

6-4, 7-1 

67 建設部 - 松戸市下水道ストッ

クマネジメント計画 

防災・安全交付金 

（～R2 まで） 

国土交通省の下水道ストックマネジ

メント支援制度を活用し、汚水・雨

水管きょを計画的かつ効率的に管理

するための、計画・調査・設計を行

う。 

6-3 

68 建設部 - 松戸市下水道ストッ

クマネジメント計画 

防災・安全交付金 

（R3 から） 

国土交通省の下水道ストックマネジ

メント支援制度を活用し、汚水管き

ょを計画的かつ効率的に管理するた

6-3 
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めの、計画・調査・設計を行う。現地

着手は R7 を想定。 

69 建設部 - 松戸市下水道ストッ

クマネジメント計画 

防災・安全交付金 

（R3 から） 

国土交通省の下水道ストックマネジ

メント支援制度を活用し、雨水管き

ょを計画的かつ効率的に管理するた

めの、計画・調査・設計を行う。現地

着手は R7 を想定。 

6-3 

70 建設部 道路建設

課 

消防訓練センター前

交差点改良事業 

防災・安全交付金 交差点改良 

【事業期間】2018～2025 年度予

定 

【全体事業費】約 350,000 千円 

2-5, 5-3, 

6-4 

71 消防局 消防総務

課 

消防団総合整備事

業活動服一式（夏

用活動服） 

消防防災施設強化事

業補助金（県費） 

非常備消防における制服の整備を

図る。 

7-1 

72 消防局 警防課 耐震性貯水槽（40

ｔ型）設置 

消防防災施設整備費

補助金 

消防防災施設の整備促進を図るた

め、隔年で耐震性貯水槽の設置を

計画している。 

2-3 

73 消防局 警防課 災害対応特殊消防

ポンプ自動車 

緊急消防援助隊設備

整備費補助金 

緊急消防援助隊の活動体制の充

実強化を図るため、計画的に消防車

両を更新していく。 

2-3, 7-1 

74 消防局 警防課 災害対応特殊水槽

付消防ポンプ自動車 

緊急消防援助隊設備

整備費補助金 

緊急消防援助隊の活動体制の充

実強化を図るため、計画的に消防車

両を更新していく。 

2-3, 7-1 

75 消防局 警防課 災害対応特殊はし

ご付消防ポンプ自動

車 

緊急消防援助隊設備

整備費補助金 

緊急消防援助隊の活動体制の充

実強化を図るため、計画的に消防車

両を更新していく。 

2-3, 7-1 

76 消防局 警防課 災害対応特殊救急

自動車・高度救命

処置用資機材 

緊急消防援助隊設備

整備費補助金 

緊急消防援助隊の活動体制の充

実強化を図るため、計画的に消防車

両を更新していく。 

2-3, 7-1 

77 消防局 警防課 災害対応特殊救急

自動車・高度救命

処置用資機材 

消防防災施設強化事

業補助金（県補助

金） 

千葉県消防広域応援隊の活動体

制の充実強化を図るため、計画的に

救急車両及び救急資器材を更新し

ていく。 

2-3, 7-1 

78 消防局 警防課 救助工作車Ⅱ型

（救助用資機材） 

緊急消防援助隊設備

整備費補助金 

緊急消防援助隊の活動体制の充

実強化を図るため、計画的に消防車

両を更新していく。 

2-3, 7-1 

79 消防局 警防課 消防団員用下肢切

創防止用保護衣購

入 

消防団設備整備費補

助金（消防団救助能

力向上資機材緊急整

備事業） 

平成 31 年 2 月の労働安全衛生

規則一部改正により、チェーンソー配

備の消防団へも下肢切創防止用保

護衣の着用が義務付けられたため、

配備した。 

2-3, 7-1 
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No. 担当部 担当課 事業名 
想定している 

補助金・交付金名 
事業の概要 対応リスク 

80 消防局 警防課 消防ホース購入 石油貯蔵施設立地対

策等交付金 

使用頻度の高さから、摩耗も激しく

消防活動上必要不可欠な消防用

ホースを適切に配置し、地域の災害

対応力強化を図る。 

2-3, 7-1 

81 生涯学

習部 

戸定歴史

館 

戸定邸耐震化等整

備事業 

文化財補助金 国指定重要文化財（建造物）で

ある「戸定邸」について、防火防災耐

震化等の施設整備を実施する。 

1-1, 8-4 

82 学校教

育部 

教育施設

課 

小中学校施設管理

事業・小中学校施

設整備事業 

学校施設環境改善交

付金 

小中学校の校舎等を改修し、防災

機能強化等を図る。 

1-1 

83 生涯学

習部 

スポーツ

課 

松戸運動公園武道

館耐震改修に伴う

設計委託 

社会資本整備総合交

付金 

武道館耐震改修工事に伴う実施設

計 

2-7 

84 生涯学

習部 

スポーツ

課 

松戸運動公園武道

館耐震改修 

社会資本整備総合交

付金 

武道館耐震改修工事 2-7 

85 生涯学

習部 

スポーツ

課 

小金原体育館競技

場吊り天井改修工

事に伴う設計委託 

社会資本整備総合交

付金 

競技場天井改修工事に伴う実施設

計 

2-7 

86 生涯学

習部 

スポーツ

課 

小金原体育館競技

場吊り天井改修工

事 

社会資本整備総合交

付金 

特定天井の改修 2-7 

87 生涯学

習部 

スポーツ

課 

常盤平体育館競技

場吊り天井改修工

事に伴う設計委託 

社会資本整備総合交

付金 

競技場天井改修工事に伴う実施設

計 

2-7 

88 生涯学

習部 

スポーツ

課 

常盤平体育館競技

場吊り天井改修工

事 

社会資本整備総合交

付金 

特定天井の改修 2-7 

89 生涯学

習部 

スポーツ

課 

常盤平体育館高圧

設備改修工事 

社会資本整備総合交

付金 

老朽化に伴う更新工事 2-7 

90 生涯学

習部 

スポーツ

課 

柿ノ木台公園体育

館自家発電機改修

工事に伴う設計委

託 

社会資本整備総合交

付金 

老朽化に伴う更新工事 2-7 

91 生涯学

習部 

スポーツ

課 

柿ノ木台公園体育

館自家発電機改修

工事 

社会資本整備総合交

付金 

老朽化に伴う更新工事 2-7 

92 

欠番 

93 生涯学

習部 

スポーツ

課 

柿ノ木台公園体育

館高圧設備改修工

事 

社会資本整備総合交

付金 

老朽化に伴う更新工事 2-7 
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No. 担当部 担当課 事業名 
想定している 

補助金・交付金名 
事業の概要 対応リスク 

94 生涯学

習部 

スポーツ

課 

松戸運動公園武道

館高圧設備改修工

事 

社会資本整備総合交

付金 

他工事に合わせ、老朽化に伴う更新

工事を実施 

2-7 

95 病院事

業 

東松戸病

院 総務

課 

耐震改修工事 地域介護・福祉空間

整備等施設整備交付

金 

6 号館の耐震改修を行う。 1-1 

96 病院事

業 

東松戸病

院 総務

課 

非常用発電機の更

新 整備 

地域介護・福祉空間

整備等施設整備交付

金 

72 時間の安定した電力供給を図

る。 

2-5 

97 子ども

部 

保育課 市立保育所関係事

業・民間保育所関

係事業 

保育対策総合支援事

業費補助金・施設管

理費補助金 

ＩＣＴを活用し、災害及び児童情

報などを児童福祉施設（保育所

等）及び保護者へ伝達する。 

1-1 

98 子ども

部 

保育課 市立保育所関係事

業・民間保育所関

係事業 

建設費等補助金・施

設整備費補助金・社

会福祉施設事業債・

保育所等整備交付

金・認定こども園施設

整備交付金等 

児童福祉施設（保育所等）の維

持管理を適切に行い、安全性を確

保する。 

1-1 

99 子ども

部 

保育課 市立保育所関係事

業・民間保育所関

係事業 

保育所費・民間保育

所関係事業等 

ＩＣＴを活用し、災害及び児童情

報などを児童福祉施設（保育所

等）及び保護者へ伝達する。 

1-4 

100 子ども

部 

保育課 市立保育所関係事

業・民間保育所関

係事業 

保育対策総合支援事

業費補助金・施設管

理費補助金等 

児童福祉施設（保育所等）で自

然災害発生時に感染症等の拡大防

止に努めるため、マスク・手袋・消毒

用アルコール等を備蓄できる倉庫等

の設置 

2-6 

101 子ども

部 

保育課 市立保育所関係事

業・民間保育所関

係事業 

保育所費・民間保育

所関係事業等 

ＩＣＴを活用し、災害及び児童情

報などを児童福祉施設（保育所

等）及び保護者へ伝達する。 

4-2 
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【資料３】重要業績指標 一覧 
 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発

生 

1-1-① 地震対策の推進 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

災害に対して自ら対策を講じている人の割

合 

80.4% 

（H28 年度） 
83.4% 危機管理課 

総合防災訓練への対象団体の参加率 
92.7% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

災害時要配慮者への支援体制の検討 - 全12地区 
危機管理課、地域福

祉課 

自主防災組織における避難行動要支援者

の支援体制検討数 
- 

市内全自主防災組

織での支援体制の検

討を目指す。 

危機管理課、地域福

祉課 

住宅の耐震化率 
84.0% 

（R2 年度） 
95% 建築指導課 

住宅用火災警報器の設置率 
80.8% 

（R1 年度） 
87% 予防課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年40回 危機管理課 

食料備蓄率 - 100% 危機管理課 

1-1-③ 火災予防対策等の推進 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

住宅用火災警報器の設置率 
80.8% 

（R1 年度） 
87% 予防課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年40回 危機管理課 

食料備蓄率 - 100% 危機管理課 

1-1-⑥ 防災上懸念のある地域等の改善 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

住宅の耐震化率 
84.0% 

（R2 年度） 
95% 建築指導課 

1-1-⑧ 無電柱化の推進 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

無電柱化整備率 
1% 

（R1 年度） 
1.25% 建設総務課 
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1-1-⑨ 地域防災力の向上 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 

1-1-⑩ 住宅・建築物の耐震化の促進 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

住宅の耐震化率 
84.0% 

（R2 年度） 
95% 建築指導課 

 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

１－2 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水等による多数の死傷者の発生 

1-2-① 大規模水害対策の推進 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

災害に対して自ら対策を講じている人の割

合 

80.4% 

（H28 年度） 
83.4% 危機管理課 

総合防災訓練への対象団体の参加率 
92.7% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

災害時要配慮者への支援体制の検討 - 全12地区 
危機管理課、地域福

祉課 

自主防災組織における避難行動要支援者

の支援体制検討数 
- 

市内全自主防災組

織での支援体制の検

討を目指す。 

危機管理課、地域福

祉課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年40回 危機管理課 

1-2-② 洪水及び高潮ハザードマップの作成支援等減災対策 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

防災意識普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 
危機管理課、河川清

流課 

1-2-④ 水害に強い地域づくり（河川・排水路） 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

浸水対策率 
52.7% 

（H24 年度） 
56.1% 河川清流課 

1-2-⑤ 河川管理施設の維持管理・更新 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

河川構造物の点検実施率 100 100 河川清流課 
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1-2-⑥ 雨量・河川水位の情報伝達 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

河川管理施設等への観測機器等の設置

率 
95 100 河川清流課 

1-2-⑦ 下水道施設の耐震対策 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

避難所となる小中学校等の施設に対するマ

ンホールトイレ設置率 

49 校（77%） 

（R1 年度） 
64 校（100%） 下水道整備課 

 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

１－４ 大規模な火山噴火・土砂災害等による多数の死傷者の発生 

1-4-① 多様な情報ツールの活用 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

災害時における即時性を持った情報伝達手

段数 

12 件 

（R1 年度） 
14 件 危機管理課 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を

含む） 

２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 

2-1-② 上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

水道基幹管路（市営水道）の耐震化率  
17.6% 

（R1 年度） 
26.1% 水道部工務課 

緊急遮断弁の設置可能な小中学校の受

水槽に対する設置率 

22 校（58%） 

（R1 年度） 
38 校（100%） 危機管理課 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を

含む） 

２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-2-③ 地域防災力の向上 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を

含む） 

２－３ 自衛隊、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 
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2-3-③ 消防団員の確保対策の充実強化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

消防団員の充足率 
85.8% 

（R2 年度） 
87.3% 消防総務課 

2-3-④ 自主防災組織等の充実強化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 

2-3-⑤ 常備消防力の強化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

消防水利の基準及び松戸市消防局消防

水利要綱防火水槽整備計画による整備率 

94.9% 

（R2 年度） 
96.0% 警防課 

2-3-⑨ 地域防災力の向上 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 

 

２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を

含む） 

２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺 

2-5-④ 道路の新設整備 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

無電柱化整備率 
1% 

（R1 年度） 
1.25% 建設総務課 

2-5-⑦ 災害拠点病院等の耐震化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

市有建築物（病院事業管理部局保有）

の耐震化率 

92.3% 

（R2 年度） 
100% 病院管財課 

 

2-5-⑫ ＢＣＰの作成及び防災訓練の実施 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

災害拠点病院の BCP の整備率 - 100 
健康福祉政策課、地

域医療課 
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２大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を

含む） 

２－６ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-6-① 予防接種や消毒、害虫駆除等の実施 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

災害時における防疫措置等に関する協定

相手数 

3 件 

（R2 年度） 
4 件 環境保全課 

2-6-③ 感染症用資材の確保 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

新型インフルエンザ備蓄品（マスク） 
81,600 枚 

（R2 年度） 
81,600 枚 健康福祉政策課 

新型インフルエンザ備蓄品（手指消毒液） 
1,500 本 

（R2 年度） 
1,500 本 健康福祉政策課 

 

３大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

３－１ 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

3-1-② 地域防災力の向上 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 

3-1-③ 防災を担う人材の育成 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 

3-1-④ 総合防災訓練の実施 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

総合防災訓練への対象団体の参加率 
92.7% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

3-1-⑤ 公共施設の耐震化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

市有建築物の耐震化率 
96.9% 

（R2 年度） 
100% 建築保全課 
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４大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

4-1-② 電源途絶に対する予備電源の確保 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

常備消防施設の設置 

※江戸川浸水想定区域内（2.0～5.0

ｍ）の西口・馬橋消防署は、施設改修の

際、自家用電気工作物の高所への移設を

検討する。 

- 100% 消防総務課 

 

４大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

4-2-① 災害情報の伝達手段の多様化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

災害時における即時性を持った情報伝達手

段数 

12 件 

（R1 年度） 
 14 件 危機管理課 

 

４大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

４－３ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事

態 

4-3-② 災害時避難行動要支援者対策の促進 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織における避難行動要支援者

の支援体制検討数 
- 

市内全自主防災組

織での支援体制の検

討を目指す。 

危機管理課、地域福

祉課 

4-3-③ 外国人旅行者、住民等に対する災害情報の迅速かつ着実な伝達 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

避難所となる小中学校等の施設に対する

災害時ピクトグラム設置率 
- 

106 箇所

（100％） 
危機管理課 

    

５大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

５－３ 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響 

5-3-① 代替性確保のための道路ネットワークの強化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

無電柱化整備率 
1% 

（R1 年度） 
1.25% 建設総務課 

5-3-⑤ 道路の防災対策 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

無電柱化整備率 
1% 

（R1 年度） 
1.25% 建設総務課 
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６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク

等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-2-① 上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

水道基幹管路（市営水道）の耐震化率 
17.6% 

（R1 年度） 
26.1% 水道部工務課 

 

６大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク

等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

６－４ 基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期間にわたる機能停止 

6-4-① 代替性確保のための道路ネットワークの強化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

無電柱化整備率 
1% 

（R1 年度） 
1.25% 建設総務課 

6-4-⑦ 無電柱化の推進 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

無電柱化整備率 
1% 

（R1 年度） 
1.25% 建設総務課 

 

７制御不能な二次災害を発生させない 

７－１ 地震に伴う市街地での大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

7-1-③ 救助活動能力の強化 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 

7-1-⑥ 地域防災力の向上 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 

７制御不能な二次災害を発生させない 

７－２ 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺 

7-2-① 沿道建築物の耐震化の推進 



 

106 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

無電柱化整備率 
1% 

（R1 年度） 
1.25% 建設総務課 

 

８大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する 

８－２ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足、より良い復興

に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

8-2-⑤ 防災を担う人材の育成 

指   標 策定時 目 標 担当部署 

自主防災組織の結成率 
87.0% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

自主防災組織の訓練実施率 
50.8% 

（R1 年度） 
100% 危機管理課 

防災普及啓発の実施回数 毎年 40 回 毎年 40 回 危機管理課 
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【資料４】施策分野ごとの推進方針 

 

個別施策分野 ① 行政機能／警察・消防等 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【危機管理課】『1-1』 

・ 食品、建設、運送業者など民間団体との災害協定が、災害時や復興時に有効に機能するよう、見直しや拡充を行う。 

【予防課】『1-1、7-1』 

・ それぞれの建物に適した火災予防を講じさせるとともに、火災原因調査技術の強化をより一層高めて、安全安心な情報を積極

的に発信することにより、出火防止及び被害の軽減を図る。 

・ 事業所等の火災予防啓発をより一層深めるとともに、違反対象物に対して強力な指導を行っていく。 

・ 全ての一般住宅への設置が義務付けられた住宅用火災警報器の設置促進にむけ、啓発活動を推進する。 

【危機管理課】『1-2』 

・ 想定外の大規模災害から住民を広域的に避難させる枠組の整備に向け、他都県市等の関係機関と連携協力しながら検討を

進める。 

【危機管理課、街づくり部各課、建設部各課】『1-3』 

・ 災害対策本部及び本部事務局の機能強化 

風水害等への警戒、災害発生初動において、迅速かつ円滑に対応できる体制を保持するため、災害対策本部及び本部事務

局の機能強化を推進し、災害発生時の対応全般の総合調整を行う本部事務局を中心に、災害対策本部の円滑な運営がで

きるよう、体制を整備する。この際、避難所担当職員の動員・配備については、事前準備等も含め、円滑に配備できるような体

制を整備する。 

【危機管理課】『2-1、2-7』 

・ 千葉県防災情報システムの中の「物資管理サブシステム」により、備蓄情報の共有化を図り、千葉県の備蓄等の活用を図る。 

・ 国や千葉県等からの食料、物資等の支援に対し、支援物資の集配拠点の確保を進めるとともに、輸送や供給等における対応

や役割分担を明確化し、受援体制の整備に努める。また、被災者に迅速に食料、物資等を供給するため、集配拠点での仕分

けや物資の配送等に関して、関係事業者との連携も含め、供給体制の整備を図る。 

・ 高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、病弱者等の要配慮者や女性の避難生活にも配慮した物資の備蓄・確保を推進する。 

・ 市が保有する備蓄品に加え、民間流通事業者等との物資調達に関する協定により、食料・生活必需品等の物資を確保する。

救援物資の受け入れ・管理及び物資集配拠点の運用において、民間物流業者（物流専門家）の参画を図る。 

【危機管理課】『2-3』 

・ 防災倉庫に必要な資機材等の充実を図り、点検整備及び操作訓練等を実施する。 

【消防総務課】『2-3、7-1』 

・ 消防団の強化・活性化を図るため、消防団員の確保、資器材等の装備の整備拡充を図るとともに、消防センターの施設管理を

行い、地域の防災機能の充実・強化を図る。 

【消防総務課】『2-3』 

・ 消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律を踏まえ、次の取組を検討する。 

- 事業者の消防団活動に対する理解の促進 

- 消防団への加入の促進 

- 処遇の改善 

- 装備の改善 

【危機管理課、予防課】『2-3、3-1、8-2』、【危機管理課、予防課】『7-1』 

・ 十分な活動ができるよう防災知識の普及、自主防災組織の訓練への指導・助言を行うとともに、日頃から地域活動に大きな役

割を果たしている女性の経験・能力を活用するなど、防災行動力の向上を図る。また、自主防災組織のリーダーを対象とした研

修会等への参加を促し、対応力の向上を図る。特に、地域防災の指導的な役割を担い、災害発生時には、消火活動、被災

者の救出・救護その他災害救助活動を迅速かつ効果的に実践できるよう、自主防災組織の構成員から地域防災リーダーを委

嘱し、計画的に研修会を実施し育成する。 
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【危機管理課】『2-3、7-1』 

・ 松戸市自主防災組織補助金交付要綱に基づき、自主防災組織に対して防災資器材の購入を助成し、活動を支援する。 

【危機管理課】『2-3』 

・ 住民に対しては、普通救命講習等を実施し、災害事故における被害の軽減に努める。 

【警防課】『2-3』 

・ 災害対応力強化のための体制、装備資機材等の充実強化を推進する。 

・ ちば北西部消防指令センターの事業を推進する。 

・ 松戸市南西部地域の災害対応力強化を図るため、二十世紀が丘消防署の建替えに取組む。 

・ 松戸市消防局災害活動要綱に基づいた職員の非常参集。 

・ 地震時には、水道施設の破損により消火栓が使用できないことがあるため、耐震性を有する防火水槽の整備を進めるとともに自

然水利の活用が可能なように整備を行う。 

【危機管理課】『2-3、8-2』 

・ 国から派遣されるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと県、市における連携強化を推進することにより、復旧を迅速に行える応急態勢の充実

を図る。 

【各担当課】『2-3、2-5』 

・ 松戸市受援計画を策定するとともに、国や千葉県等からの食料、物資等の支援に対し、支援物資の集配拠点の確保を進める

とともに、衛星電話、輸送や供給等における対応や役割分担を明確化し、受援体制の整備に努める。 

・ 松戸市災害時受援計画の実効性を確保し、災害時には応援協力団体の円滑な受援によって被災者の救助、救援を速やかに

実施することで、災害関連死等の人的被害を低減する。 

【千葉県警察、陸上自衛隊、医療機関】『2-3、2-5』 

・ 特殊災害対応訓練による関係機関との連携強化。 

【健康福祉政策課、地域医療課】『2-5』、【下水道整備課】【下水道維持課】『2-6、6-3』 

・ 災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に努めるとともに、防災訓練の実施、復旧計画の策

定、サプライチェーンの確保等の事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努める。 

【健康福祉政策課】『2-6』 

・ 避難行動の普及 

平時から感染を防止するための適切な避難行動を市民等に周知する。 

【健康福祉政策課、危機管理課】『2-6、2-7』 

・ ホテル・旅館等の活用 

指定避難所の過密を防止するため、市内の宿泊施設や研修施設と避難所の協定を推進する。 

【健康福祉政策課、危機管理課】『2-6』 

・ 平時から避難所での感染防止に必要な装備や備品を備蓄しておくとともに、運営職員等が適切な対応を習熟する訓練を実施

しておく。 

【地域福祉課】『2-6』 

・ 大規模災害により単独での対応が困難な場合に備えて、「千葉県広域火葬計画」に基づき、県や他市町村の火葬場を活用し

た広域火葬を実施する体制を構築する。 

【危機管理課、教育施設課、廃棄物対策課、環境政策課、スポーツ課、市民自治課、高齢者支援課、商工振興課、男女共

同参画課、生涯学習推進課、和名ケ谷クリーンセンター】『2-7』 

・ 指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう

努める。 

・ 各避難所は、市、施設管理者、自主防災組織やボランティア組織が協力して避難所の効果的な運営を行うため、県の「災害時

における避難所運営の手引き」、松戸市の「避難所開設･運営マニュアル（平成 25 年 10 月）」等を参考とし避難所開設運

営計画を作成する。 

【危機管理課】『2-7』 

・ 災害により住家を失った住民に対し、飲料水、食料、生活必需品等を供給するため、県の備蓄供給体制と連携しながら供給支

援できるように、体制の整備を図る。 
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【各部・各班、関係機関】『2-7、8-3』 

・ 関係各班は連携して被災者への各種援護措置を実施し、被災者ごとの被害状況や援護の実施状況等の情報を被災者台帳

に整理し、被災状況に応じて被災者が受けられる援護措置に漏れなどがないか確認する。なお、災害救助法による救助が行わ

れたときは、災害救助法第 30 条の規定により、必要に応じて県に対して被災者に関する情報提供を要請する。 

【危機管理課】『2-7』 

・ 指定避難所だけでなく、ホテル、旅館、知人宅など、多様な避難場所を確保することについて、平時から啓発する。 

・ 車中泊等の対策 

浸水等の危険がないグラウンドや駐車場での車中泊による避難は可とし、避難所に滞在する避難者と同様の感染防止対策を

講じるとともに、エコノミークラス症候群等を防止するための保健指導を行う。 

【危機管理課】『3-1』 

・ 業務継続体制の確保 

災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、下記の重要事項を明確にした業務継続計画を策

定し、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の強化を

図る。また、実効性のある業務継続体制を確保するため、地域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、必要な資源の継続

的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画

の評価・検証等を踏まえた改訂などを行う。 

【ＢＣＰの６原則】 

① 首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

② 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

③ 電気・水・食料等の確保 

④ 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

⑤ 重要な行政データのバックアップ 

⑥ 非常時優先業務の整理 

【危機管理課】『3-1、8-2』 

・ 県、日本赤十字社千葉県支部等が開催する研修会や講習会への参加を促し、ボランティアリーダーやコーディネーターの養成を

進める。 

【危機管理課】『3-1、8-2』 

・ 防災関係機関、県等と連携して、住民、事業所等も参加する実践的な総合防災訓練を実施する。実施の時期については、毎

年 11 月の第２週の土曜日を基準とした適切な時期に実施し、定着化を図る。 

【建築保全課】【情報政策課（システムのバックアップを担当）】『3-1』 

・ 市有建築物は、松戸市市有建築物耐震対策要綱に基づいて、耐震改修を進める。また、改修状況の公表等により、耐震化

の実行を推進する。その他、公共建築物におけるコンピューターシステムやデータのバックアップ、自家発電機等の設備の設置、棚

等の転倒防止等の安全対策を行う。 

【情報政策課】『3-1』 

・ 大規模災害時においてもシステムの継続利用及び早期復旧ができるように、情報システムの業務継続計画（ＩＣＴ-ＢＣ

Ｐ）を策定し、運用する。 

【危機管理課】『3-1』 

・ 災害発生時、確実に災害対策業務を実施するため、災害対策本部を設置する市庁舎の防災機能の充実、災害対策本部の

施設、設備等の機能強化を図るとともに、市庁舎が被災等により災害対策本部としての機能を果たせなくなった場合を想定した

代替施設を検討する。 

【情報政策課】『3-1』 

・ 住民基本台帳、固定資産課税台帳、その他個人情報等の電子データ類の保護に努め、災害発生時においてもデータを喪失し

ないよう、データのバックアップ体制を強化する。 

【危機管理課】『4-1、4-3』 

・ 災害に対処するために、情報収集、広報活動が迅速かつ的確に行われるよう、市防災行政無線を中心に、県及び指定地方行

政機関等の出先機関、管内の公共的団体等との間に通信連絡系統を整備し、災害時の通信を確保する。 
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【危機管理課】『4-3』 

・ 市及び防災関係機関は、災害時等に自己の所有する無線通信施設又は一般加入電話等が使用できないとき、又は使用が

困難になった場合における非常通信の活用を図るため、関東地方非常通信協議会が開催する防災通信講演会等へ参加し、

災害発生時の非常通信体制についての理解を深める。 

【警防課】『7-1』 

・ 資機材等の充実に努め、処遇、装備の改善を行い、活動の充実を目指して自主防災組織等と協力し地域防災力の強化を図

る。 

【警防課】】『7-1』 

・ 「松戸市緊急離着陸場等設置指導基準」に基づき、ヘリコプターの屋上緊急離着陸場等を設置する。 

【警防課】『7-2』 

・ 被害により人材、資機材、通信基盤を含む行政機能が低下し、災害時における救助、救急活動等が十分になされないおそれ

があることから、それらの設備等の耐災害性の向上を図る。 

【予防課】『7-4』 

・ 県及び関係機関の指導に基づいて、災害発生時に有効な防災活動を行い、二次災害の発生を防止し被害の軽減を図るた

め、防災体制を確立する。 

・ 危険物及び指定可燃物について、消防法その他法令に基づき立入検査を行い、法令に定める基準に不適合な場合は、改修、

移転など危険物等の規制を実施する。 

・ 事業所防災対策の強化 

危険物施設の管理者等に対し、危険物施設の規模に応じて、危険物保安監督者等の選任、予防規定等の作成、消防用設

備等の設置、防災訓練等を指導する。 

【危機管理課】『8-2』 

・ 発災時に各種団体との応急業務協定が有効に機能するよう、あらゆる災害を想定した防災訓練等を実施することにより、災害

応急業務協定による対応強化を図る。 

【危機管理課】『8-2』 

・ 地域の防災力の向上を図るため、町会・自治会、自主防災組織等を対象に、地区内の居住者及び事業者等が共同して行う

防災活動、訓練、備蓄等の計画（以下「地区防災計画」という。）の作成を促進し、各地区の共助による計画的な防災活動

の推進を図る。このため、「地区防災計画ガイドライン」（内閣府 平成 26 年 3 月）や地区防災計画の事例等を活用し、自

治会や自主防災組織等に計画の作成方法、手順、提案の手続き等を普及、啓発する。 

【会計課・財政課・契約課・技術管理課、財産活用課】『8-3』 

・ 住民生活安定対策計画 

被災者の生活再建を促進するため、市及び関係機関は、生活再建支援策を速やかに周知し、手続きの円滑化を図る。 

【各部・各班】『8-3』 

・ 生活関連施設の復旧計画 

災害発生後、被災した施設の原形復旧に併せて、再度災害の発生を防止するため、必要な施設の設計又は改良を行う等、

将来の災害に備える事業計画を作成し、早期復旧を目標にその実現を図る。 

【政策推進課】『8-3』 

・ 災害復興支援 

再建の途上にある住民や企業者、その他関係機関が積極的に復興事業に参画できる条件や環境の整備を速やかに行い、調

整及び合意形成を十分に行う。 

【危機管理課】『8-3』 

・ 被災者の援護の総合的かつ効率的な実施を図るため、被災者台帳の作成を円滑に行う体制を確立する。 

【危機管理課、消防企画課 】『8-3』 

・ 「松戸市業務継続計画」を策定し、大規模災害時にあっても行政機能が早期復旧するための事前対策を推進する。 

・ 大規模な地震が発生した場合に、少ない職員でも災害状況に応じて的確に非常時優先業務を遂行できるよう、平常時から訓

練を実施するなど習熟度を高めておく。 

【広報広聴課、環境保全課】『8-6』 

・ 国及び県等と連携し、各種モニタリング結果や放射能に関する正しい知識を、広く正確にわかりやすく広報することにより風評被
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害の発生を抑制する。 

 

個別施策分野 ② 住宅・都市 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【戸定歴史館】『1-1、8-4』 

・ 国指定重要文化財（建造物）である「戸定邸」について、防火防災耐震化等の施設整備を実施する。 

【住宅政策課】『1-1』 

・ 地震時に滑動崩落のおそれのある大規模盛土造成宅地の位置、規模等を特定し、マップ等による公表を行うことで住民の宅地

被害に対する関心を高め、事前対策を促すほか、その結果を踏まえた宅地の耐震化目標の設定、宅地造成等規制法第20条

による県知事の造成宅地防災区域の指定等を総合的に推進する。 

【都市計画課、街づくり課】『1-1』 

・ 防災性の向上と住環境の改善を実現するため、地域住民の意向を踏まえながら、生活道路や都市公園等のオープンスペースの

整備、建物の不燃・耐震化や共同化を可能とする事業手法や規制誘導手法について検討し、整備を進める。 

【建築指導課】『1-1』 

・ 避難地や防災拠点施設等に通じる道路の沿道建築物の倒壊による閉塞状況を把握するため、道路の幅員等を調査し、住

宅・建築物耐震化の基礎資料として整備する。これに基づき、これらの道路等を閉塞するおそれのある住宅・建築物について耐

震診断及び耐震改修の促進を図る。 

【建築指導課】『1-1、2-2、2-3、3-1、7-1』 

・ 市は、建築物の所有者等の意識啓発を図るため、発生のおそれがある地震の概要と地震による危険性の程度等を記載した地

図（地震ハザードマップ）を公表している。この地震ハザードマップの内容は、地震による揺れやすさについて、個々の建築物の所

在地が認識可能となる程度の内容のものとして公表し、市民の防災意識の向上を図っていく。 

・ 市では、県との協力に基づいて自治会や町内会を通じて、耐震化の促進のための相談会の開催やパンフレット配布等を行い耐

震化の促進を図る。 

【建築指導課、建築保全課】『1-1』 

• 老朽化した耐震性に不安のある住宅については、除却、又は建替えにより耐震性のある建築物とすることを基本としつつ、重点

的に耐震化を促進する。 

• 地震の発生に際して、避難所等として位置づけられている施設、また、自力では避難することが難しい高齢者、幼児等が利用す

る高齢者福祉施設、幼稚園、保育所等は、耐震化の必要性が特に高いため、こうした建築物を対象とした耐震化促進施策を

検討していく。 

• つり天井など非構造部材の脱落防止対策などの安全対策については、建築基準法による定期報告等の機会を捉えて、建築物

の特定天井の脱落や設備の落下の危険がある部分について、その防止対策を促す。 

【住宅政策課】『1-1』 

・ 県及び建築関係団体等と協力して、被災宅地危険度判定体制の整備及び普及に努め、県が主催する講習会及び被災宅地

危険度判定士の認定登録に協力するなど、支援体制の整備を図る。 

【建築指導課】『1-1』 

・ 県及び建築関係団体等と協力して、応急危険度判定体制の整備及び普及に努め、県が主催する講習会及び応急危険度判

定士の認定登録に協力するなど、支援体制の整備を図る。 

【河川清流課】『1-2』 

流出抑制 

・ 公共施設等の対策 

市営住宅、学校等の公共施設について、貯留池、浸透トレンチ、浸透雨水桝、地下式簡易貯留槽等を組合せた地域内流出

抑制施設の設置を推進する。 

・ 宅地開発等における雨水流出抑制施設の設置の義務付け 

「松戸市における宅地開発等に関する条例」に基づき、宅地開発事業等の実施に当り、雨水流出抑制施設の設置を義務付

け、河川等への雨水流出の抑制を図る。 

・ 住宅への雨水浸透桝等の設置促進 

松戸市雨水浸透施設設置指導要綱に基づき、一般住宅等の新築、増改築の際、その敷地に雨水浸透施設の設置を指導
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し、河川の氾濫及び道路冠水等の防止を図る。 

・ 盛土規制【建設総務課】 

松戸市盛土事業規制要綱による指定区域での埋め立て、盛土は、市との協議を要するものとし、降雨による住居等への浸水

被害の軽減を図る。 

【下水道維持課、下水道整備課】『1-2』 

・ 処理場、ポンプ場及び管路施設についての耐震化等の整備を進める。 

・ 下水道地震対策としてマンホールの浮上防止対策を推進する。特に緊急輸送路及び避難路を優先的に推進する。 

【下水道整備課】『1-2、2-7』 

・ 下水道地震対策として災害避難所（市内の小中学校）に既設下水道管を利用した井戸水による簡易水洗式仮設トイレの

整備を推進する。 

【道路維持課、危機管理課、建築審査課】『1-3、7-3』 

・ 急傾斜地崩壊危険区域は、建築基準法による災害危険区域にも指定されるため、区域内の建築制限を徹底し、市は、必要

に応じて「がけ地近接等危険住宅移転事業制度」等により移転を促進する。 

【住宅政策課】『1-3、7-3』 

・ 市は県と連携して、規制区域内の土地に、がけ崩れや土砂の流出等の災害の生じるおそれがあった場合、その所有者、管理

者、占有者等に対して速やかに必要な措置を講じるよう指導するとともに、宅地防災工事融資制度の活用により、改善措置の

推進に努める。 

【予防課】『2-1』 

・ 消防法の規制を受ける危険物製造所等の所有者、管理者に対し、自衛消防体制の確立及び危険物取扱従事者等に対する

教育を計画的に実施するように指導する。 

【水道部総務課、工務課】『2-1、6-2』 

・ 災害に強い水道施設を構築していくために、重要度の高い基幹管路の耐震化と優先度の高い老朽管の更新を推進する。 

・ あらゆる災害が発生した場合でも給水を止めないように、危機管理マニュアルの確認や重要給水拠点の把握に日常から努めると

ともに、応急給水資機材の充実、給水訓練の実施など、災害に備えた体制の強化を図る。また、市営水道と隣接事業体等との

災害時応援体制を確立し、物資や給水の相互融通の拡充を図る。 

【危機管理課、教育施設課】『2-1』 

・ 各避難所となる小中学校の受水槽に緊急遮断弁の設置工事、老朽化した受水槽の改修を推進する。 

【危機管理課】『2-3』 

・ 避難所となる全市立小・中学校等への分散備蓄倉庫の整備・改修を推進する。 

・ 拠点倉庫の改修等を推進する。 

【危機管理課】『2-4』 

・ 関係機関と連携した協議会を逐次立ち上げ、帰宅困難者の安全を確保、一時滞在施設の開設･運営及び帰宅困難者等対

策に関する基本的指針等、帰宅困難者への支援体制を強化する。 

・ 「むやみに移動を開始しない」という基本原則を、平常時から市民や市内の事業者等に対して広報・周知に努める。鉄道事業者

や駅周辺事業者等の関係機関に対し、各機関の従業員や職員等への基本原則の周知と、利用客等へのルールの普及・啓発

を促進する。 

・ 一時滞在施設の確保 

帰宅困難者を一時的に受け入れ、可能な範囲での物資提供等の帰宅困難者支援を行うための一時滞在施設を、関係機関

との協定締結を含め、さらなる確保に努める。 

また、一時滞在施設における帰宅困難者用の飲料水、食料、物資の整備を進める。 

さらに、帰宅困難者を一時滞在施設等へ速やかに誘導できる体制を整えるとともに、一時滞在施設の開設・運営についての体

制も整備する。 

・ 支援体制の整備 

「帰宅困難者等対策に関する基本的な指針」を交通事業者や企業・学校、警察、消防機関等と連携して作成を進める。 

また、帰宅困難者支援についての訓練を定期的に実施するとともに、各機関の積極的な参加を促進し、帰宅困難者への支援

体制の強化を図る。 

・ 帰宅困難者向け備蓄等の整備促進 
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遠方から通勤・通学している従業員や学生等がいる事業所、大学、高等学校等については、それらの者が帰宅困難者になる可

能性があることから、帰宅困難になった場合、基本原則や必要な備蓄等の整備について、普及・啓発する。 

・ 関係機関と連携した取組み 

市では、千葉県が示した「駅周辺帰宅困難者等対策協議会設置のためのガイドライン」に基づき、松戸駅、新松戸・幸谷駅に

駅を中心とした鉄道事業者及び駅周辺事業者、学校、警察、消防機関等により構成する「駅周辺帰宅困難者等対策協議

会」を設立し、帰宅困難者対策の強化を図っている。その他の駅周辺においても関係機関の認識の共有を図り、市全体での帰

宅困難者対策の強化に努める。 

【公園緑地課、危機管理課】『2-4』、【公園緑地課、みどりと花の課】『7-1』 

・ 都市公園等のオープンスペースは、災害時における延焼防止、避難場所や救援活動の拠点として重要な役割を持っていることか

ら、これらが不足する地域において、計画的に都市公園等の整備を行い防災機能の充実に努める。また、帰宅困難者の支援ス

ポットとして活用する。 

【危機管理課、教育施設課、廃棄物対策課、環境政策課、スポーツ課、市民自治課、高齢者支援課、商工振興課、男女共

同参画課、生涯学習推進課、和名ケ谷クリーンセンター】 『2-7』 

・ 避難所に指定した建物については、「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」（内閣府、平成 25 年 8

月）等を踏まえ、次のような整備を推進する。 

・ 避難所に指定した建物については、耐震性（天井等の非構造部材を含む。）、耐火性及び長寿命化を含めた老朽化対策に

よる安全性を確保するとともに、対象地域の被災住民を収容できる規模に配慮し、必要に応じ避難生活の環境を良好に保つた

めの設備の整備に努める。 

・ 救護所、通信機器等施設・設備の整備を図る。また、必要に応じ、冷暖房施設、換気や照明など避難生活の環境を良好に保

つための設備（必要な電源や燃料を含む。）、要配慮者用の福祉避難室の確保に努める。 

・ 被災者のプライバシー及び安全の確保（間仕切り、照明等）、男女のニーズの違いへの配慮、ペット対策等について対応するた

めの設備の整備に努める。 

・ 避難施設等の整備 

避難行動要支援者に特別な配慮をするための福祉避難所の整備に努め、「避難所における良好な生活環境の確保に向けた

取組指針（内閣府、平成 25 年８月）」、「福祉避難所の確保・運営ガイドライン（内閣府、平成 25 年４月）」、「災害時

における避難所運営の手引き」（千葉県、平成 29 年７月）及び「松戸市避難行動要支援者避難支援基本方針」（平成

27 年３月）に基づき、避難行動要支援者が避難生活を送るために必要となる資器材等の避難施設等への配備、避難場所

への手話通訳及び介護ボランティア等の派遣ができるよう（社）松戸市社会福祉協議会等との連携など、要配慮者に十分配

慮した運営に努める。 

【和名ケ谷クリーンセンター】『2-7』 

・ 災害時に避難場所となる和名ケ谷スポーツセンターの環境を改善し、避難施設の機能を向上させる。 

【危機管理課】『2-7』 

・ 備蓄倉庫の整備を図るとともに、食料（アレルギー対応食品等を含む。）、飲料水、非常用電源、常備薬、炊き出し用具、毛

布、仮設トイレ等の物資等の備蓄を進める。また、灯油、ＬＰガスなどの非常用燃料の確保等に努める。 

【教育施設課、廃棄物対策課、環境政策課、スポーツ課、市民自治課、高齢者支援課、商工振興課、男女共同参画課、生

涯学習推進課、危機管理課】『3-1』 

・ 電力供給遮断などの非常時に、避難住民の受入れを行う避難所や防災拠点等（公共施設等）において、移動用発電機の

整備等、避難住民の生活等に必要不可欠な電力の確保を図る。 

【下水道整備課、下水道維持課】『6-3』 

・ 下水道施設において、災害時に汚水処理機能が確保できるように施設の耐震化を図る。また、終末処理場施設で特に破損し

やすい継手部の補強を行うことにより、漏水を防止し、地震時における汚水処理機能を確保する。 

・ 被災時に他の流域下水道との相互協力が可能な連携を進める。 

・ 下水道総合地震対策計画に基づき事業を実施する。 

【下水道整備課、下水道維持課】『6-3』 

・ 令和元年に策定された「松戸市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、下水道施設を計画的かつ効率的に管理する。 

【税制課、市民税課、固定資産税課、収納課、債権管理課、危機管理課】『8-2、8-5』 

・ 地震発生後できる限り早期に被災家屋の調査を行い、被災者の生活再建の根拠となる罹災証明書の発行ができる体制を整
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える。 

【社会教育課、博物館、戸定歴史館】『8-4』 

・ 文化財の所有者又は管理者は、火災の発生を報知し、迅速な消火活動ができるよう設備の設置・整備を行うとともに、火災の

発生を未然に防止するため、適切な防火管理を行う。 

【住宅政策課】『8-5』 

・ 災害時における応急仮設住宅の建設及び民間賃貸住宅の提供について協力体制の整備を推進する。 

【住宅政策課】【廃棄物対策課】『8-5』 

・ 国、千葉県の支援内容にしたがって、地震発生後、できる限り早期に家屋の解体撤去を実施するとともに、住宅を失った被災者

がいる場合、応急仮設住宅の建築、空き家のあっせんなど、必要に応じた被災者の支援を実施する。 

【住宅政策課】『8-5』 

・ 公営賃貸住宅の空き家のあっせんなど被災者の住宅確保を支援する。 

 

個別施策分野 ③ 保健医療・福祉 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【障害福祉課、介護保険課、子ども政策課】『1-1』 

・ 一人暮らしや、寝たきり高齢者・障害者等の安全を確保するための緊急通報システム及び聴覚障害者等への災害情報の伝達

を確実に行うための文字放送受信装置、電光掲示板等の普及に努める。 

【保育課】『1-1、1-4、4-2』 

・ ＩＣＴを活用し、災害及び児童情報などを児童福祉施設（保育所等）及び保護者へ伝達する。 

【地域医療課】『1-1』 

・ 各種補助制度を有効に活用するなど、病院の医療施設の耐震化を促進する。 

【建築指導課、建築保全課、高齢者支援課】『1-1』 

・ 社会福祉施設（市有建築物）の耐震化は完了しているが、維持管理を適切に行い、安全性を確保する。 

【保育課】『1-1』 

・ 児童福祉施設（保育所等）の維持管理を適切に行い、安全性を確保する。 

【病院管財課、地域医療課、危機管理課、健康福祉政策課】『2-5』 

・ 災害時における県内の医療救護活動の拠点となる災害拠点病院では、災害時においても病院の基本的な機能を維持するた

め、平時から自家用発電機等の整備状況や、非常時に使用可能かどうか検証を行うとともに、自立・分散型エネルギー（コージ

ェネレーション等）導入の検討を行うなど、病院における電力供給体制の確保を図る。 

・ 非常電源の整備促進 

大規模停電時における医療機能の確保、入院患者の人命確保のため、市内の医療機関の非常用電源の整備、強化を促進

する。 

【東松戸病院 総務課】『2-5』 

・ 災害時停電が発生した場合の安定的な電力の供給を図る。災害時においても、安全な医療・介護サービスを提供する。 

【財産活用課、警防課】『2-5』 

・ 災害時における緊急通行車両や災害拠点病院等へ優先的に燃料の供給を行うため、石油商業組合や石油連盟との協定等

に基づく供給体制の整備を図る。 

・ 松戸市中央消防署自家用給油所の緊急車両用の燃料を確保する。 

【建築保全課、地域医療課】『2-5』 

・ 大規模地震により災害時医療の中核としての医療機能を提供できない事態を避けるため、耐震化が未了の拠点病院の耐震化

を着実に推進する。 

【各施設管理者】『2-5』 

・ 電気、水道等の供給停止に備えて、入所者等が最低限度の生活維持に必要な飲料水、食料、医薬品類等の備蓄を行うとと

もに、施設機能の応急復旧等に必要な非常用の非常用発電機等の防災設備の整備に努める。 

【健康福祉政策課、危機管理課、警防課】 『2-5』 

・ 市外からの医療救護支援を円滑な受け入れや被災地を迅速に支援するため、応援受入計画を活用するとともに、県災害医療
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救護計画の運用体制を強化していく。 

【健康福祉政策課、地域医療課、危機管理課】『2-5』 

・ 医療機関、医師会等と協力し、超急性期を重視した松戸市災害時医療救護マニュアルを整備する。 

・ 平成 26 年度に設置した「医療部会」において、災害時超急性期及び応急医療について検討し、より実効性のある体制を整備

する。 

【健康推進課・環境保全課】『2-6』 

・ 平時から、感染症の発生や蔓延を防止するための予防接種を促進する。また、消毒や衛生害虫に係る相談等の生活衛生環

境を確保するための体制を構築する。 

【健康福祉政策課】『2-6』 

・ 新型コロナウイルス等の感染症に対する国の指針等を踏まえ、避難者の感染防止対策を実施する。 

【健康福祉政策課、危機管理課】『2-6』 

・ 指定感染症や麻しん等、松戸保健所が所在を把握している者の避難 

指定感染症、麻しん、風しん、侵襲性髄膜炎菌感染症等、松戸保健所が所在を把握している自宅療養者とその濃厚接触者

について松戸保健所から情報を得て、自宅避難が困難な場合は避難先を案内する。 

避難先は避難所内に隔離スペースを設ける、又は災対本部が確保した感染者専用の避難所を案内する。 

・ 病院や施設等に感染者のための避難先を確保できない場合は、避難所の一部を感染者用とする。 

【健康福祉政策課】『2-6』 

・ 避難者にインフルエンザ、ノロウィルス、O157、新型コロナウイルスなどが広まらないよう、避難所となる施設の衛生環境を災害時

にも良好に保つため、必要な薬剤や備品（マスクや手指消毒薬）について、備蓄や流通事業者等との連携により、的確に確保

できるようにしておく。また、避難所以外へ避難する者の発生を考慮し、正しい感染症予防の情報を行き渡らせる方策を、各地

方公共団体において計画しておく。 

【保育課】『2-6』 

・ 児童福祉施設（保育所等）で自然災害発生時に感染症等の拡大防止に努めるため、マスク・手袋・消毒用アルコール等を備

蓄できる倉庫等の設置をする。 

【危機管理課、教育施設課、廃棄物対策課、環境政策課、スポーツ課、市民自治課、高齢者支援課、商工振興課、男女共

同参画課、生涯学習推進課、和名ケ谷クリーンセンター】『2-7』 

・ 一般の避難所では生活することが困難な要配慮者のため、特別の配慮がなされた福祉避難所の指定に努め、福祉避難所に

は、簡易ベッド、簡易トイレ等の整備及び避難時の介助員の配置等について検討する。 

・ 福祉避難所の運営支援のため、関係部課から職員を選定し、支援班等を設置する。また、福祉避難所を設置する施設との連

絡手段や各主体の役割分担について事前協議を行い、連携体制の強化を図る。 

【障害福祉課】『4-2』 

・ 緊急時に迅速かつ適切な対応を図るために、一人暮らしの重度身体障害者等へ緊急通報装置を貸与し、障害者の安心と安

全に寄与する。 

【地域福祉課、危機管理課、消防総務課】『4-3』 

・ 避難行動要支援者への支援体制の整備 

「避難行動要支援者の避難行動に関する取組指針（内閣府、平成 25 年８月）」、「災害時要援護者 避難支援の手引

き（千葉県、平成 21 年 10 月）」及び「松戸市避難行動要支援者避難支援基本方針（平成 27 年３月）」に基づき、

避難行動要支援者に対する避難支援プランを作成し、自主防災組織、消防団、民生委員・児童委員等、地域社会全体で

避難行動要支援者を支援する体制づくりを行う。 
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個別施策分野 ④ エネルギー 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【危機管理課、消防総務課、地域医療課、教育施設課、健康福祉政策課、スポーツ課、病院管財課、財産活用課】『2-1、

4-1』 

・ 災害時の停電に備え、通信機器が使用できるよう、発電機を整備し電源の確保を図る。 

【環境政策課】『6-1』 

・ 災害発生により発電所等が被害を受けた場合、生活・経済活動に必要最低限のエネルギーを供給できない状況が生じることか

ら、生活・経済活動の重要施設への非常用発電機や自家発電設備の導入を促進するとともに、エネルギー供給源の多様化を

図るため、コージェネレーション、燃料電池、再生可能エネルギー等の地域における自立・分散型エネルギーの導入を促進する。 

【地域福祉課】『6-1』 

・ 不測の事態（災害等）により、電力供給が断たれた場合における緊急時火葬機能を確保するため、発電設備の設置を図る。 

【健康福祉会館】『6-1』 

・ 地域防災計画により災害時の避難施設等として位置づけられた福祉施設において、平時の温室効果ガス排出抑制及び災害

時においてもエネルギー供給を受けることにより、事業継続性の向上に寄与する再生可能エネルギー設備の設置を検討する。 

【危機管理課】『6-1』 

・ 訓練への参加等により災害時石油供給連携計画の実効性の確保を図る。 

 

個別施策分野 ⑤ 情報通信、金融 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【危機管理課】『1-1、1-4、4-2』 

・ ポケベル電波を利用したデジタル同報無線等、災害関連情報の伝達手段の多様化等に努める。 

【危機管理課】『1-4、4-2』 

・ 多様な手段（インターネット、松戸市安全安心メール配信サービス、アマチュア無線局、ケーブルテレビ、地上デジタル放送、Ｆ

Ｍ、テレビ、防災ラジオ、同報系防災行政無線、広報車等）をもって信頼性のある情報を収集・伝達する体制を整備・強化す

るとともに、情報をわかりやすく提供するしくみを充実させる。 

【危機管理課、警防課】『4-3』 

・ 通信施設の耐震化を図るとともに、施設が被災した場合においても、応急の通信が確保できるよう二次的な通信施設の整備を

図る。 

 

個別施策分野 ⑥ 産業構造 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【商工振興課】『5-1』 

・ 金融機関と連携し、災害発生時における中小企業の資金調達支援を行う。 

 

個別施策分野 ⑦ 交通・物流 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【街づくり課】『1-1、2-5』 

・ 主要幹線道路から新松戸東側へのアクセス改善のため、都市計画道路の整備を行う。 

【道路維持課】『1-1』 

・ 住民が避難場所へ安全に移動できるように、避難場所周辺の道路の安全性の点検及び安全対策の促進を図る。 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課、新拠点整備課、街づくり課】『1-1、2-5、5-3、6-4、7-2』 

・ 電柱については、松戸市無電柱化推進計画を策定し、ライフラインの確保や道路閉塞の防止等、防災性の向上を進める。 

【道路維持課】『1-3、2-1、2-5、5-3、6-4、7-2、7-3』 

・ 市が管理する主要幹線沿いの法面等の道路土工構造物について、着実に法面対策を推進するとともに、「松戸市法面等修繕

計画」に基づき、計画的な法面の補修と施設の更新を行う。 
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【道路維持課、交通政策課、建設総務課、道路建設課】『1-4』 

・ 大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き起こすおそれのある大雪時において、道路ネットワーク全体として通行止め時間

の最小化を図るため、ハード・ソフトの両面から道路交通確保の取組を推進する。また、鉄道交通を確保するため、在来線の除

雪体制の構築等を進める。 

【道路維持課】『1-4、5-3』 

・ 降雪、積雪状況を把握して、道路交通の確保、雪害による被災、警戒等を円滑に行う。具体的には、職員、除雪業者との連

携、路面凍結防止剤の備蓄、道路パトロール車等の滑り止め装置、道路通行規制に使用する標識等の確保を進める。 

【道路維持課】『2-1、2-5、5-3、6-4』 

・ 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」、「カルバート修繕計画」、「道路附属物長寿命化修繕計画（道路照

明、道路標識）」、「舗装修繕計画」に基づき、予防保全型の維持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持

管理のコスト縮減を行うとともに予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。 

・ 橋梁の長寿命化を図るとともに、市街地や主要路線上の老朽橋及び耐荷力の不足 している橋梁についても、架替・補修等の

整備促進を図る。 

【建設総務課、道路維持課】『2-1、2-3、2-5、8-2』 

・ 大規模災害が発生した際、被災地への救助、物資の輸送などに必要不可欠な道路啓開を実施し道路の機能を確保する。 

【建築指導課、建築保全課】『2-1、2-3、2-5、5-1、5-3、6-4、7-2』 

・ 千葉県が指定する緊急輸送道路のほかに、市が定める地震発生時に道路閉塞を防ぐべき道路に接する建築物を、耐震改修

促進法第 14 条第３号の特定建築物として、法による助言や指導を通じて耐震化を促進する。 

【新拠点整備課】『2-1』 

・ 国道 6 号上り方面に新拠点ゾーンへ進入できる右折レーンを設置する。 

【危機管理課、警防課】『2-2、6-4』 

・ 航空輸送 

災害時にヘリコプターの離着陸が可能な施設を把握する。特に、使用の際に混乱が予想される避難所の臨時離発着場について

は、避難住民の安全性等を考慮し避難場所と臨時離発着場の区別等所要の措置を講じる。 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課】『2-2』 

・ 東日本大震災を契機として防災・減災の意識はより高まっている。道路整備だけでその対応が図れるものではないものの、都市

防災を強化する輸送経路や避難場所へのアクセス機能を担う道路機能の充実を図る。 

【河川清流課】『2-2、6-4』 

・ 水上輸送 

災害時に水上輸送が有効な場合は、自衛隊及び船舶保有者による水上輸送を実施する。 

【交通政策課、建設総務課、道路維持課】『2-5』 

・ 平成 17 年に策定された「松戸市交通バリアフリー基本構想」に基づき、重点地区のバリアフリー化を進め、高齢者、障害者等の

移動や施設利用の利便性、安全性の向上を促進する。特に道路に関するバリアフリー整備は、重点地区ごとに「道路特定事業

計画」を策定し、同計画に則って整備を進める。 

【建設総務課、道路維持課】『2-5』 

・ 平成 30 年に策定された「松戸市自転車走行空間ネットワーク整備計画」に基づき、自転車走行空間を整備し、誰もが安全で

快適に利用できる道路環境作りを推進する。  

【学校教育部 保健体育課】『2-5』  

・ 平成 26 年に策定された「松戸市通学路交通安全プログラム」に基づき、関係機関が連携して、児童生徒が安全に通学できる

ように通学路の安全確保を図る。 

【道路建設課】『2-5』 

・ 平成 25 年に策定された「松戸市都市計画道路見直しの基本的な考え方」に基づき、交通処理機能はもとより、超高齢社会

への対応や地球環境の保全、都市防災の強化などのまちづくりの課題への対応に留意し、都市計画道路の整備を進める。 

【道路維持課】『2-5、6-4』 

・ 本市においては、“地域の防災計画上の位置付け”として災害時重要路線に該当する構造物、“他の構造物や施設への影響

度”として鉄道、病院、避難所（主に学校）の近傍にある構造物は「重要度１」に位置付けられ、これらの法面対策を着実に

推進する。また、「松戸市法面等修繕計画」に基づいた計画的な法面の補修、施設の更新を行う。 
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【道路維持課】『5-2』 

・ 大規模災害発生時の燃料供給ルートの途絶を防ぐ。 

【道路建設課】『5-3、6-4』 

・ 市内の道路整備でまちづくり、渋滞の解消、都市防災の強化を目的として選択と集中により、効率的な道路整備に努める。 

【道路建設課】『5-3、6-4』、【建設総務課、道路維持課、道路建設課】『7-1』 

・ 道路は、災害時の緊急輸送のみならず火災の延焼防止機能を有している。そのため、幹線道路となる広幅員の道路について

は、都市の構造、交通機能を防災上の観点からも検討し、必要性と効果の高い路線から整備を進めるものとする。 

  【道路建設課】『5-3、6-4』、【危機管理課、建設総務課、道路維持課】『6-4』 

・ 県の指定する緊急輸送道路を補完し、避難場所、医療機関、主要公共施設を結ぶ道路を選定し、その整備推進を図る。 

・ 緊急輸送道路等における障害物の除去等応急復旧に必要な人材や資器材を確保するために、建設事業者等と協定を締結

するなど交通を確保する協力体制を整備する。 

【建設総務課、道路維持課、道路建設課】『5-3』 

・ 各道路管理者、警察が連携して道路の状況を把握、共有するとともに、通行規制や応急復旧を円滑に行う。 

【危機管理課】、警防課、河川清流課】『5-3、6-4』 

・ ヘリコプター等、可能な輸送手段を最大限活用するため、陸路・空路のネットワークが有機的に結合するように輸送環境を確立

する。 

【道路維持課】『5-3』 

・ 道路及び橋梁の水害予防については、側溝、暗きょの整備、橋脚の補強、崩土の防止等、平常からその維持補修を行い災害

の拡大防止と災害時の交通確保に留意する。 

【道路維持課、道路建設課、建築指導課、建築保全課】『6-4、7-2』 

・ 主要な生活道路の整備などにより消防活動が困難な区域を解消するとともに、市民の避難路を確保する。避難路および緊急

輸送路となる幹線道路の整備を推進し、あわせて沿道の建物の不燃化や耐震化を促進する。  

【道路維持課】『6-4、7-2』 

・ 防災上重要な路線を重点的に、法面の安全対策を推進し、必要な補修を計画的に実施する。  

【みどりと花の課】『6-4』 

・ 街路樹が災害時の通行障害を引き起こさないように、街路樹の適正な維持管理に努める。 

【危機管理課】『6-4』 

・ 陸上輸送 

災害時の緊急輸送が円滑に行えるよう運送事業者等との協定を締結する。また、市有車両の配備計画を事前に作成するとと

もに、緊急通行車両の事前届け出手続きを行う。 

【道路維持課、建設総務課】『6-4』 

・ 緊急輸送道路等における障害物の除去等応急復旧に必要な人材や資器材を確保するために、建設事業者等と協定を締結

するなど協力体制を整備する。 

【交通政策課】『6-4』 

・ 災害時において臨時バスやタクシーなどの代替輸送手段を確保するため、関係機関や事業者との協力体制の確保に努める。 

【道路維持課、道路建設課】】『7-2』 

・ 「道路附属物長寿命化修繕計画（道路照明、道路標識）」、「舗装修繕計画」に基づき、予防保全型の維持管理の採用に

よる道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減を行うとともに予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管

理を行う。 

 

個別施策分野 ⑧ 農林水産 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【農政課】『5-4』 

・ 安定した農業用水を維持するとともに、農地の持つ雨水の貯留や土壌流出の防止など国土保全機能を保持するため、地域資

源である農業水利施設の計画的な整備、補修及び更新を推進する。 

【農政課】『7-5』 



 

119 

・ 農地等の有する多面的機能を維持していくため、地域が共同で行う保全活動への支援を行う。 

 

個別施策分野 ⑨ 地域保全 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【危機管理課】『1-1』 

・ 自助・共助の意識を醸成し、自主防災組織、地域防災リーダー、消防団、社会福祉協議会など地域との連携を深めていく。ま

た、中でも、災害時に援助を必要とする人が安心できるような仕組みを地域との連携により構築する。 

・ 本市の防災環境に的確に対応し、市民生活の安全を守り、乳幼児、傷病者、障害者、高齢者、外国人等の要配慮者の視点

に立った対策を講じ、男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の確立を図り、本市のもつ諸機能を確保していくため、自助、

共助及び公助の基本理念に則り、市民、事業所及び行政が連携するとともに、地震災害の各段階に応じた予防対策、応急対

策及び復旧対策の充実に努める。 

【建築指導課、建築審査課、下水道維持課、下水道整備課、河川清流課】『1-1』 

・ 液状化については、建築物、地下埋設物、土木構造物等について必要な防止対策を行う。特に、建築物の基礎、杭等につい

ては、建築基準法等に定められた構造基準への適合を図るとともに、液状化危険度の高い地域の建築物について、相談に応じ

るものとする。 

【危機管理課】『1-1』 

・ パンフレットの配布等により建築物の所有者、設計者に対し、液状化対策に関する普及・啓発に努める。 

【危機管理課】『1-1、2-2、2-3、3-1、7-1』 

・ 防災組織の整備 

防災関係機関との緊密な連携のもとに、災害対策を的確かつ効果的に実施できるよう体制の整備に努める。 

・ 防災教育の普及推進 

パートナー講座や地域で実施する避難所開設運営訓練等を活用し、地域住民へ正しい防災知識を普及するとともに、市職員

（避難所直行職員）及び消防団等を地区で行う防災活動や訓練等に積極的に参加を求め、地域住民を含めた市全体の

防災意識及び地域の防災力の向上に努める。学校等の教育機関においては、災害発生時には児童生徒が自らの判断のもと

に適切な対応や避難が実施できる力を養うため、家庭や地域、行政等と連携し、防災に関する教育の充実を図る。 

・ 防災広報の充実 

災害による被害を最小限にとどめるためには、住民一人ひとりが災害についての正しい知識を持ち、的確な行動がとれるようにす

ることが必要である。このため、市及び関係機関は、防災知識の普及と啓発に努める。特に、高齢者、障害者、外国人等の要

配慮者への広報に配慮し、わかりやすい広報資料の作成に努める。 

・ 性別の違いにより、災害から受ける影響の違い、ニーズの違いなどに十分配慮された災害対応が必要であるため、「災害対応力

を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン（内閣府、令和 2 年 5 月）」に基づき防災計画

等の検討段階における女性の参画を進め、女性の視点を取り入れた防災体制や環境を充実させる。また、女性防災リーダーや

女性の防災の担い手を育成するため、男女共同参画課、松戸市男女共同参画推進団体等と連携し、女性視点の防災に関

する知識の普及、啓発、ネットワークづくりを推進する。 

【危機管理課】『1-1、2-2、2-3、3-1、7-1』 

・ 自主防災組織の結成促進及び育成・強化 

災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動として住民自ら初期消火、救出・救護、

避難誘導等を行うことが必要であり、組織の 100％結成を促進する。 

【河川清流課、危機管理課、下水道整備課】『1-2』 

• 国や県の想定し得る最大規模の洪水や内水に係る浸水想定区域の指定を踏まえて更新されたハザードマップに基づき、防災訓

練の充実、河川改修や土砂災害の防止対策、情報連絡手段の整備、避難体制等の充実、強化を推進する。 

【危機管理課、河川清流課】『1-2』 

・ 浸水想定区域の住民へは、避難所その他避難確保のため必要な事項を、市広報紙、洪水・高潮のハザードマップ等により住民

へ周知する。 

・ 洪水、高潮の浸水想定区域内に次の施設（要配慮者の利用施設、地下街等、大規模工場等で洪水の浸水防止を図る必

要があるもの）がある場合又は開発される場合には、これらの施設の名称及び所在地を松戸市地域防災計画（資料編）に

記載し、施設の管理者・所有者に必要な対策の実施を促進する。 
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【下水道整備課】『1-2』 

・ 下水道の能力を超える集中豪雨等の大雨に対する住民の備えとして、避難所その他避難確保のため必要な事項を、市広報

紙、内水ハザードマップ等を活用し、周知する。 

【河川清流課】『1-2』 

・ 排水不良地帯の対策 

市内の低地はもとより台地部においても凹状地には排水不良箇所が存在し、浸水被害が生じているため、暫定策として小規模

の排水ポンプを設置してきたが、昨今の集中豪雨には能力不足であることから、自然流下できるよう整備に努める。 

【河川清流課】『1-2』 

・ 定期点検や日々パトロールによる状況把握により健全度を早期に把握し、安全性を損なう恐れのある状況に対しては修繕工事

による改善を推進する。 

【河川清流課】『1-2』、【道路維持課】『6-4』 

・ 損傷が顕在化してから修繕を実施する対症療法型から損傷が顕在化する前に計画的な修繕を実施する予防保全型の維持管

理に転換することで、長寿命化や維持管理コストの縮減を図る。 

【河川清流課】『1-2』 

・ 計画的に浸水調査を実施し、浸水危険地区の事前把握に努め、気象情報を元に、巡視を行い、排水施設に不具合が発見さ

れた場合は早急に対応する。また、無人の水位、雨量測定装置、監視カメラ等による遠隔治水監視システムの強化を積極的に

進める。 

【危機管理課】『1-3、7-3』 

・ 県及び市は、土砂災害が発生するおそれのある区域を明らかにし、警戒避難体制の整備や一定の行為の制限を行うことを趣旨

とする「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき、土砂災害警戒区域等の危険箇所

の実態を調査し、必要な手続きを推進する。 

・ 市は、土砂災害から住民の生命及び身体を守るため、災害情報の伝達、避難に関する警戒避難体制を進める。特に、高齢

者、障害者、乳幼児、妊産婦、病弱者等の要配慮者の円滑な避難に資するための土砂災害に関する情報等の伝達体制を整

備する。 

・ 土砂災害発生のおそれのある場所については、松戸市防災マップの作成、広報紙、県の作成したパンフレットの配布、説明会の

開催、土砂災害ハザードマップの作成・配布等により周辺住民に対し周知徹底を図り、併せて広く市民への周知に努める。 

・ 土砂災害警戒情報や千葉県土砂災害警戒情報システムの活用、千葉県がインターネットで公表している土砂災害危険箇所

等についても周知する。 

・ 土砂災害警戒区域にかかる要配慮者利用施設で円滑な避難を要する施設の名称及び所在地を松戸市地域防災計画（資

料編）に記載するとともに、当該施設の管理者等に対して避難確保計画の作成・提出、避難訓練の実施を促進する。 

【危機管理課、街づくり部各課、建設部各課】『1-3』 

・ 土砂災害に関する情報の収集 

平常時から、巡視により土砂災害危険箇所等の状況把握に努めるとともに、台風及び豪雨等により大雨が予測されるときは、

随時、警戒パトロールを実施し、当該箇所での災害発生の兆候を把握する。 

市は、土砂災害警戒情報が発表された際に、土砂災害警戒区域周辺の住民に対し、迅速かつ確実に周知徹底できるよう情

報伝達体制の強化を図る。 

・ 警戒・避難体制の整備 

土砂災害危険箇所の住民に対し、日頃から地域の危険性を周知し、自宅内での安全行動や周辺にある避難所の場所、避難

経路等について周知を図る。 

土砂災害危険箇所周辺地域に対する巡視、情報収集の手順を明確にするとともに、防災行政無線、広報車での巡回、戸別

訪問等により避難勧告等の伝達体制の強化を図る。 

自主防災組織は、災害に関する情報や気象予報及び警報、避難勧告等の伝達、区域周辺の情報収集等、地域の実情に合

った防災活動を行う。 

【危機管理課、河川清流課、保育課、学務課、子育て支援課、障害福祉課、健康福祉政策課、子供政策課、高齢者支援

課、教育企画課、地域医療課】『2-5』 

・ 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・避難訓練の実施 

水防法、土砂災害警戒区域における土砂災害防止対策の推進に関する法律の改正により、浸水想定区域又は土砂災害警
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戒区域にかかる要配慮者利用施設には避難確保計画の作成及び避難訓練が義務化されたことを踏まえ、施設管理者は市に

対して避難確保計画を提出するとともに、避難訓練の実施状況を適宜報告する。 

【河川清流課】『6-5』 

・ 大規模地震想定地域等における河川堤防等の防災インフラについては、完了に向けて計画的かつ着実に耐震化・液状化対策

等を推進する。 

【危機管理課】『6-5』 

・ 大規模災害時に防災インフラを速やかに復旧するために、広域的な応援体制、地域建設業等の防災減災の担い手確保、Ｔ

ＥＣ-ＦＯＲＣＥの体制・機能の拡充・強化、迅速な応急・災害復旧のための地方公共団体への研修や講習会、技術支援

等に参加し、各対策部にて取り組めるようにする。 

 

個別施策分野 ⑩ 環境 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【廃棄物対策課、和名ケ谷クリーンセンター、東部クリーンセンター、日暮クリーンセンター】『6-3』 

・ 計画的な補修・更新を行うとともに、適切な維持管理を実施する。 

【公園緑地課、みどりと花の課】『7-1』 

・ 緑地や生産緑地を保全し生活環境を整備するとともに、火災の延焼防止機能をあわせもつようにする。このため、市内の樹林地

は基本的に全て保全対象とし、樹林地の重要性に応じて、松戸市緑の条例に基づく「保全樹林地区」・「特別保全樹林地

区」・「保護樹木」の指定や、都市緑地法に基づく「市民緑地」、「特別緑地保全地区」の指定をするなど、段階的に保全に取り

組む。また、江戸川沿いの斜面林については、引き続き「特別緑地保全地区」の指定を進め、保全を図る。 

【河川清流課、環境保全課、道路維持課、下水道維持課】『7-4』 

・ 河川において油等の流出事故が発生した場合に、流出油等の防除・回収作業を迅速かつ的確に実施するため、対応資機材を

確保する。 

【みどりと花の課、農政課】『7-5』 

・ 樹林地が有する公益的機能を維持していくために、市内に残された樹林地を保全する。 

【廃棄物対策課】『8-1』 

・ 平成 27 年に策定された「松戸市震災廃棄物処理計画」について、必要に応じて見直しをする。 

【廃棄物対策課】『8-1』 

・ 市の一般廃棄物処理施設の耐震化等を進め、損壊を防止する。施設損壊の場合は、早急に復旧させる。 

【廃棄物対策課】『8-1』 

・ がれきの再利用・再資源化、中間処理あるいは最終処分するまでに一時的に保管するための仮置場を確保し、運用する。  

・ 仮置場での分別の徹底や民間の再資源化施設の活用等で、がれきの再利用・再資源化を可能な限り推進し、最終処分量の

削減を図る。 

【廃棄物対策課】『8-1』 

・ 大量に発生する災害廃棄物の運搬・分別・処分を円滑に進めるため、自治体間や民間団体との協力体制を構築し、連携強

化を図る。 
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個別施策分野 I. リスクコミュニケーション 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【危機管理課】『1-1』 

・ 自助・共助の意識を醸成し、自主防災組織、地域防災リーダー、消防団、社会福祉協議会など地域との連携を深めていく。ま

た、中でも、災害時に援助を必要とする人が安心できるような仕組みを地域との連携により構築する。 

・ 本市の防災環境に的確に対応し、市民生活の安全を守り、乳幼児、傷病者、障害者、高齢者、外国人等の要配慮者の視点

に立った対策を講じ、男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の確立を図り、本市のもつ諸機能を確保していくため、自助、

共助及び公助の基本理念に則り、市民、事業所及び行政が連携するとともに、地震災害の各段階に応じた予防対策、応急対

策及び復旧対策の充実に努める。 

【危機管理課】『1-3、7-3』 

・ 市は、土砂災害から住民の生命及び身体を守るため、災害情報の伝達、避難に関する警戒避難体制を進める。特に、高齢

者、障害者、乳幼児、妊産婦、病弱者等の要配慮者の円滑な避難に資するための土砂災害に関する情報等の伝達体制を整

備する。 

・ 土砂災害発生のおそれのある場所については、松戸市防災マップの作成、広報紙、県の作成したパンフレットの配布、説明会の

開催、土砂災害ハザードマップの作成・配布等により周辺住民に対し周知徹底を図り、併せて広く市民への周知に努める。 

・ 土砂災害警戒情報や千葉県土砂災害警戒情報システムの活用、千葉県がインターネットで公表している土砂災害危険箇所

等についても周知する。 

【文化観光国際課、危機管理課】『4-3』 

・ 言語、生活習慣、防災意識が異なり、日本語の理解が十分でない外国人を要配慮者と位置づけ、多言語による広報の充実、

避難場所等の標識の多言語化、外国人を含めた防災訓練・防災教育を実施する。また、通訳派遣等に関するボランティア団

体との連携などを行う。 

【危機管理課】『4-3』 

・ ピクトグラムを用いた外国人旅行者、住民等に対する災害情報の伝達 

災害時ピクトグラムは、避難所となる施設等に設置する標識であり、文字だけではなく、図や記号を用いて表現することにより、日

本語が読めない外国人等の災害弱者に対しても、避難情報を正しく伝達することができるため、避難所等への設置を進める。 

【危機管理課】『4-3』 

・ 自助・共助の意識を醸成し、自主防災組織、地域防災リーダー、地域防災協力員、消防団、社会福祉協議会など地域との連

携を深める。また、中でも、災害時に援助を必要とする人が安心できるような仕組みを地域との連携により構築する。 

【危機管理課】『6-1』 

・ 大規模災害発生後の電力や石油等の早期供給体制を構築するため、県内の防災・危機管理関係機関等との連携強化を図

り、国、県、市町村、ライフライン事業者と連携した総合防災訓練等を定期的に実施する。 

・ 関係機関から得た航空写真、地図情報等については、被害状況の早期把握のため、必要に応じて、ライフライン関係者に提供

し、情報連携を図る。 

【危機管理課】『6-5』 

・ 市の総合防災情報システム、統合災害情報システム等により、関係機関における情報共有を円滑に進める。 

 

個別施策分野 II. 老朽化対策 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【建築指導課】『1-1』 

・ 老朽化した耐震性に不安のある住宅については、除却、又は建替えにより耐震性のある建築物とすることを基本としつつ、重点

的に耐震化を促進する。 

【河川清流課】『1-2』 

・ 定期点検や日々パトロールによる状況把握により健全度を早期に把握し、安全性を損なう恐れのある状況に対しては修繕工事

による改善を推進する。 

【河川清流課】『1-2』、【道路維持課】『6-4』 

・ 損傷が顕在化してから修繕を実施する対症療法型から損傷が顕在化する前に計画的な修繕を実施する予防保全型の維持管
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理に転換することで、長寿命化や維持管理コストの縮減を図る。 

【水道部工務課】『2-1』 

・ 災害に強い水道施設を構築していくために、重要度の高い基幹管路の耐震化と優先度の高い老朽管の更新を推進する。 

【道路維持課】『2-1、2-5、5-3、6-4』 

・ 「橋梁長寿命化修繕計画」、「横断歩道橋修繕計画」、「カルバート修繕計画」、「道路附属物長寿命化修繕計画（道路照

明、道路標識）」、「舗装修繕計画」に基づき、予防保全型の維持管理の採用による道路構造物の長寿命化、および、維持

管理のコスト縮減を行うとともに予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管理を行う。 

・ 橋梁の長寿命化を図るとともに、市街地や主要路線上の老朽橋及び耐荷力の不足 している橋梁についても、架替・補修等の

整備促進を図る 

【下水道整備課、下水道維持課】『6-3』 

・ 令和元年に策定された「松戸市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、下水道施設を計画的かつ効率的に管理する。 

【廃棄物対策課、和名ケ谷クリーンセンター、東部クリーンセンター、日暮クリーンセンター】『6-3』 

・ 計画的な補修・更新を行うとともに、適切な維持管理を実施する。 

【道路維持課、道路建設課】『7-2』 

・ 「道路附属物長寿命化修繕計画（道路照明、道路標識）」、「舗装修繕計画」に基づき、予防保全型の維持管理の採用に

よる道路構造物の長寿命化、および、維持管理のコスト縮減を行うとともに予算の平準化を図り、計画的かつ戦略的な維持管

理を行う。 

 

個別施策分野 III. 人材育成 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【危機管理課】『1-1、2-2、2-3、3-1、7-1』 

・ 自主防災組織の結成促進及び育成・強化 

災害発生時には、防災機関のみで対処することは困難であるため、自主的な防災活動として住民自ら初期消火、救出・救護、

避難誘導等を行うことが必要であり、組織の 100％結成を促進する。 

【危機管理課】『1-1、2-2、2-3、3-1、7-1』 

・ 性別の違いにより、災害から受ける影響の違い、ニーズの違いなどに十分配慮された災害対応が必要であるため、「災害対応力

を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン（内閣府、令和２年５月）」に基づき防災計画

等の検討段階における女性の参画を進め、女性の視点を取り入れた防災体制や環境を充実させる。また、女性防災リーダーや

女性の防災の担い手を育成するため、男女共同参画課、松戸市男女共同参画推進団体等と連携し、女性視点の防災に関

する知識の普及、啓発、ネットワークづくりを推進する。 

【危機管理課】『2-3、3-1、7-1、8-2』、【危機管理課、予防課】『7-1』 

・ 十分な活動ができるよう防災知識の普及、自主防災組織の訓練への指導・助言を行うとともに、日頃から地域活動に大きな役

割を果たしている女性の経験・能力を活用するなど、防災行動力の向上を図る。また、自主防災組織のリーダーを対象とした研

修会等への参加を促し、対応力の向上を図る。特に、地域防災の指導的な役割を担い、災害発生時には、消火活動、被災

者の救出・救護その他災害救助活動を迅速かつ効果的に実践できるよう、自主防災組織の構成員から地域防災リーダーを委

嘱し、計画的に研修会を実施し育成する。 

【危機管理課】『2-3、7-1』 

・ 松戸市自主防災組織補助金交付要綱に基づき、自主防災組織に対して防災資器材の購入を助成し、活動を支援する。 

 

個別施策分野 IV. 官民連携 

推進方針 （【 】は担当課、『 』は関連するリスクシナリオの番号） 

【危機管理課】 『1-1』 

・ 食品、建設、運送業者など民間団体との災害協定が、災害時や復興時に有効に機能するよう、見直しや拡充を行う。 

【各担当課】『2-3、2-5』 

・ 松戸市受援計画を策定するとともに、国や千葉県等からの食料、物資等の支援に対し、支援物資の集配拠点の確保を進める

とともに、衛星電話、輸送や供給等における対応や役割分担を明確化し、受援体制の整備に努める。 
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【危機管理課】『6-1』 

・ 大規模災害発生後の電力や石油等の早期供給体制を構築するため、県内の防災・危機管理関係機関等との連携強化を図

り、国、県、市町村、ライフライン事業者と連携した総合防災訓練等を定期的に実施する。 

・ 関係機関から得た航空写真、地図情報等については、被害状況の早期把握のため、必要に応じて、ライフライン関係者に提供

し、情報連携を図る。 
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